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ワークシェアリング

　　　中部産政研

理事長植本　俊　一

　「ワークシェアリング」という言葉が，最

近日本でも新聞紙上をにぎわせるようになっ

た。しかも，これまでそうしたことに無縁か

と思われてきた自動車業界の中ですら，現実

問題として提起されつつある。

　「ワークシェアリング」とは，失業が増大

し雇用確保が重要になるとき，一人当たりの

労働時間を短縮し，それによって仕事を分か

ち合おう（work　sharing）という政策である

と定義されている。そして今，厳しい雇用情

勢の中で，企業内で雇用を守るために，ある

いは社会全体として雇用機会を増やすための

政策として，主として雇用対策・失業対策の

視点からワークシェアリングについての検討

がすすめられている。

　確かに，雇用不安が深刻化する中で，当面

する雇用対策に重点が置かれるのは当然かも

しれない。しかし，そこにもう一つの視点，

すなわちワークシェアリングによってもたら

される余裕時間の活かし方といった視点が見

過ごされているように思われてならない。

「生産大国」から「生活大国」への構造転換

の必要性が指摘されてから久しいが，働く者

の生活実感には，超繁忙を極めたあのバブル

の時代にも超閑散の今もいっこうに充実感が

満ちてこない。そればかりか閉塞感と将来へ

の不安感が増し，「心のゆとり」とはほど遠

くなりつつあるようにさえ思われる。

　ドイツは，週労働時間の短縮というアプ

ローチで，この間題に1960年代から取り組ん

できた。しかしそのモチベーションは1980年

代から大きく変質を遂げている。すなわち，

1970年代までの「生活の質の向上（quality　of

Hfe）」を意図したその運動は，1980年代以降

「失業対策」へと転換する。しかしそれは，

法律による極めて厳格な労働時間規制によっ

て，政労使が社会契約的にワークシェアリン

グを実現するというものであった。そのた

め，1980年代に時短取り組みが進展していく

中で，国際競争力確保の視点からこの政労使
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の枠組みに亀裂が深まっていく。そしてそれ

から10数年を経た今，高い失業に悩むドイツ

の現状は，こうした経済合理性を超えた雇用

政策の限界を実証的に物語っている。

　とすれば，まず第一に必要なことは，当面

する緊急の雇用対策と，生活の質を高めるた

めの「ゆとり」の創出とを，短期，長期の視

点から区別して考えることであろう。そして，

当面する厳しさへの対応と併せて，労働需給

の緩和した今こそ，本来めざすべき「心の豊

かさ」の実現へのとりくみを進める必要があ

る。

　第二に，ドイツの先例からも明らかなよう

に，ワークシェアリングは経済合理性に基づ

くものでなければならない。とりわけ，グ

ローバル競争に晒される先進工業国において

は当然のことであろう。また，現実的にも，

ドイツの政労使が試みたように，時間短縮と

いうアプローチで人為的に労働市場全体を

シェアリングすることなどできるはずもない。

ましてや，○○％の時間短縮によって○○％

の雇用が生まれるといった古典的ワークシェ

アリング論があてはまるほど現代の労働市場

は単純ではない。

　雇用対策・失業対策の視点から，1990年代

のヨーロッパにドイツとは異なる動きが現れ

る。有名な「オランダモデル」である。1982

年の政労使間の合意（ワッセナーの合意）を

きっかけに，賃金上昇率の抑制と併せて，労

働時間短縮，早期退職制度を通じたワーク

シェアリングとパートタイム雇用の創出が積

極的に進められた結果，構造的失業は大幅に

改善され，成功例として高い評価を得ている

わけである。しかし，決して問題が無いわけ

ではない。1982年以降に生み出された雇用の

内，3分の2以上が不安定なパートタイム雇

用であった。

　こうした先例から，ワークシェアリングは，

マクロの雇用政策としてよりも，ミクロの企

業（グループ）単位で検討することの方が現

実的かもしれない。すなわち，仕事が減少す

る中で，緊急避難として現状雇用を守るため

に労働時間を分かち合い，それぞれが働いた

時間に応じた報酬の支払いを受ける。しかし，

できるだけ早い段階で，労使の協力によって

生産性を高め国際競争力の向上とパイの拡大

を実現し，それに裏付けられた賃金引き上げ

を通して個人の収入減を埋めていくといった

シナリオの中で，それは取り組まれなければ

ならない。

　そして，雇用創出に向けたそうした取り組

みと併せて，第三に，長期的視点から「心の

豊かさ」をめざして，時間と心の「余裕」の

創出を促すしくみづくりを，今こそ進めてい

く必要がある。それは，年次有給休暇の消化

・活用，労働時間短縮，ハッピー・リタイア

のための条件整備を通しての緩やかなワーク

シェアリングであり，同時に，それは「心豊

かな21世紀社会づくり」につながる大切な基

盤づくりでもある。
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マーケット・パワー

一 日本経済再生の鍵一

慶磨義塾大学経済学部

教授島　田　晴　雄

　日本経済は今，深刻な閉塞状態にある。

　ひとつは，政府のマクロ需要管理政策が機

能不全に陥っているということだ。金融対策

については，金利がほぼゼロに引き下げられ，

家計部門から企業部門に事実上，膨大な所得

移転がおこなわれたのに，企業の投資はむし

ろ減退している。つまり，金融対策は機能し

ていないということだ。

　また，銀行の貸し渋り緩和も期待して，主

要15行に総額7．5兆円近くの国民の資金が投

入されたが，銀行はこの資金を，やがて株価

を高めて返済しなくてはならないので，収益

性を高めるために顧客である借り手の選別を

今まで以上に厳しくせざるを得ず，結局，銀

行部門から産業部門への資金供給はむしろ減

少気味である。これらを要するに，金融政策

は現状では経済回復のためには役に立たない

ということだ。

　そこで，財政政策への期待が高まる。政府

は1998年には2度にわたる超大型経済対策を

打ち出し，その財源を含む公債発行は98年度

には34兆円に達した。しかし，そうした大型

経済対策も，公共事業主体となるべき地方自

治体の財政難のため実行がおくれ，期待され

た景気刺激効果は十分には上がっていない。

その反面，国債の大量増発は，国債の市場価

格を下げて利回りを引き上げ，長期金利の危

険な上昇を誘発した。つまり，財政支出に

頼った景気刺激策は危険水域に入ってしまっ

たということである。

　この状態は，比喩的にいえば，なかなか火

のつかないバーベキューグリルに似ている。

グリルに積んだ民間という名の炭に火がつか

ないので，国民は政府に経済対策という着火

剤の投入を要求した。国民の要望に応え，政

府は橋本政権，小渕政権とつづいて大量の着

火剤を投入した。着火剤そのものはすこしつ

つ燃えたが，民間の炭には依然として火がつ

かない状況である。

　火がつかないというのは，民間の企業が投

資をしない，人々が消費をしないということ

である。なぜ，投資が起きないのか，消費が

増えないのか。その原因は着火剤のような需

要刺激策にあるのではなく，炭そのものつま

り供給サイドに問題があるのではないかとい

う見方が政府関係者の間に高まり，その一環

として，産業競争力会議が始められた。

　調べてみると，日本の産業は大変な供給力

過剰を抱えていることがあきらかになった。

過剰設備，過剰雇用そして過剰債務である。
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たとえば，自動車産業は，1，400万台の設備

能力があるのに昨年は1，000万台しか生産し

ていない。鉄鋼は1億5，000万トンの生産能

力があるのに昨年の生産は9，100万トンに過

ぎなかった。こうした事情は多くの産業に多

かれ少なかれ共通している。これほどの過剰

設備があれば，当然，新規投資は難しいだろ

う。

　そこで関係者の関心は，いかにしてこうし

た過剰設備を廃棄ないし縮小するかという点

に注がれることになった。しかし，設備を廃

棄すれば，必然的にそこで働いている労働者

が仕事を失うから失業が増えざるを得ない。

　失業が増えると，デフレ下で賃金や所得が

下がり気味であるのに加え，一層，所得が縮

小し，人々の購買力が減少するから，消費が

減退し，景気回復はさらに難しくなるという

悪循環に陥るおそれが大きい。つまり，供給

サイドの政策もじつは機能不全に陥る可能性

が高いということである。

　なぜこれほどの過剰設備や過剰供給力を抱

えるようになってしまったのか。いうまでも

なく平成不況の深刻化が直接の原因だが，バ

ブル時代の設備投資のあり方そのものが異常

であり，過大だったということも否めない。

　そして，とりわけボーダーレスな製造業の

場合には，冷戦後の世界的な対外直接投資競

争が生み出した世界的な供給力過剰が深刻な

影を落としている。

　こうした状況のなかで，製造業には，逞し

い新しい発展の傾向も見られる。トヨタ自動

車やソニーなど活力ある大企業とは対照的に，

多くの伝統的大企業が，情報化やグローバル

競争の浸透への対応に遅れて低迷している一

方で，独特な技術を駆使して，世界のニッチ

マーケットでトップに立つ中堅・中小企業群，

私流に言えば，「小さなグローバル企業」の

台頭が目立っている。

　これらの企業に共通しているのは，技術の

独自性，優秀性もさることながら，顧客の

ニーズや期待に見事に応えていること，つま

り，市場の要請を的確に俊敏に満たしている

ことである。いいかえれば，マーケット・パ

ワーを具現し，自らのバネとしているという

ことである。

　これにくらべて深刻なのは，日本の非製造

業の姿である。非製造業は，もろもろのサー

ビス業，金融，通信，タクシーや航空，住宅

建築，医療，介護，保育，教育，農業などで

あり，いうなれば生活直結産業である。これ

らの産業群は日本経済のGDPの約6割を生

産し，雇用の8割を占める。

　これらの産業も極端な需要不足に喘いでい

るが，不思議なのは，これらは製造業のよう

に世界的な供給力過剰の圧力をうけているわ

けでもなく，また，消費者の所得が不足して

いるわけでもないのに需要が大きく落ち込ん

でいることである。

　これらの産業の低迷の大きな原因は，現代

のそしてこれからの社会の消費者すなわち生

活者のニーズや願望に的確に応えるサービス

や商品を提供していないことにあるように思

われる。いいかえれば，社会の急速な変化に

ともなう需要構造の変化に，これら生活直結

産業の供給構造が立ち遅れてしまっていると

いうことである。ここではその実態を説明す

る紙幅がないが，興味ある読者は拙著「マー

ケット・パワー」（PHP研究所，1999年刊）

の詳しい実態分析を参照していただければ幸

いである。

　生活直結産業が生活者のニーズを直視し，

市場の要請に敏感に応え，人々の貯蓄を豊か

で快適そして安心できる生活の実現のために

充分に活用すること。すなわちマーケット・

パワーを生かすことがそれを支えるハードウ

エア需要を製造業にもたらし，日本経済を再

生する最大の鍵となるはずである。

　　　　　　　　　〔筆者は中部産政研顧問〕
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労使関係をみる眼

　同志社大学文学部

教授石　田　光　男

　特別に新しいことを書く準備はない。それ

は，日本の労使関係の将来について考えがな

いという意味ではない。むしろ，不器用な考

えを重ねすぎ，もうこれ以上自分の知恵がま

わらないという限界の自覚が強くて，それに

わざわざ付け加える内容がないという意味で

ある。だから，実を言って書く意欲に欠ける

けれど，できるだけこれまで述べてきたこと

をわかりやすく伝えることは課題の性格から

しても多少の意義はあるだろう。

1．労使関係とは

　特集のテーマは「21世紀の労使関係」であ

る。ところが，労使関係という言葉が案外に

わかりにくい。働く者と使う者との関係と言

い換えても，わかったようなわからないよう

な気分になる。

　そこで，もう少し具体的に仕事をめぐる働

く者と使う・者の関係と言い換える。ここから

生ずる具体的イメージは，「関係」に着目す

れば協調的か，対立的かであり，「仕事をめ

ぐる」に着目すれば，賃金，労働時間，休暇，

配置，転勤，であったり，仕事の楽しさ，や

りがい，つらさ等々であろう。これを総合し

て言えば労使の労働条件をめぐる協調や対立

の関係ということになろう。これが労使関係

という言葉の日常的イメージに他ならない。

　しかし，このイメージは具合が悪い。研究

にとって悪いだけではない。この特集のテー

マを考えるにあたっても，具合が悪い。何故

かというと，上のイメージからすると，好み

に応じて，ある人は賃金の動向を考え，もう

21世紀は実質賃金は伸びないだろうとか，あ

る人は「ゆとりのある働き方」がこれからの

趨勢であろうとか，今後企業は従業員の個性

や能力を尊重した仕事や報酬を与えることが

重要になるとか，要するに時代の雰囲気と自

分の好みとをうまくまぶして予想やら希望や

らを述べ立てることに終始してしまうからで

ある。そして悪いことに，そうした気ままな

発言を統御する規律がそのイメージには含ま

れていないからである。

　研究の方面では労使関係研究は学際的であ

るとしばしば言われてきたが，この場合，学

際的とは労使関係が固有の学問でないという

意味であって，けっして耳障りのよい評価で
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はない。賃金は経済学で解明し，仕事の満足

度は社会学や心理学で解明するというご都合

主義は上の日常イメージの無規律に相応した

学問的装いにすぎない。

　このような言葉の無秩序な乱舞から逃れる

には労使関係についての古典的定義に立ち返

ることが大切である。古典的定義によれば，

労使関係の研究とは，「仕事に関するルール

の研究」あるいは「雇用に関するルールの研

究」となっている。この場合，研究という言

葉にこだわらないほうがよい。定義のポイン

トは「雇用に関するルール」が労使関係の内

実であるという点にある。好みに応じて労働

事情のあれこれを環境条件の変化や従業員の

価値観の変化やらと適宜かみあわせて願望風

に述べるという放縦を制御するのは，成文，

不文を問わず「ルール」に根拠付けて語ると

いう規律にある，というわけである。

　働いたことのある人は誰でもわかるはずで

ある。労働協約があり，就業規則がある。賃

金表があったり，社員の資格昇格には面倒な

規則がある。職場には仕事の進め方の慣行が

あり，上役に好意をもって見られるには言う

に言われぬ行動規範がある。これらは全て

「仕事に関するルール」に他ならない。また

「ルール」を改訂したり運用したりするため

の「ルール」もある。団体交渉や労使協議会

や苦情処理や各種会議や委員会の規定類がそ

れである。あるいは上司に物事を要望すると

きに踏むべき最適なしきたりもあろう。

　職場や企業は，これを「ルールの束」ある

いは「ルールのくもの巣」として見るという

のが労使関係の眼である。

2．ルールの特性

　経済学は市場メカニズム（需要と供給に

よって価格と量が決定される仕組み）の作動

状況を通じて経済社会をみる学問である。経

済社会の重要なアクターである企業という組

織も，経済学にあっては財やサービスの供給

主体，生産要素の需要主体としてこれをみる

他なく，組織の内部は「市場」でないために

そのメカニズムについては語らないことを通

例とする節度を守ってきた。

　これに対して組織を「ルールの束」とみる

労使関係の観点は，「市場」がない場面での

人間関係の利害調整の範式（論じあい納得す

る，納得した内容を約束事として守ること）

を反映したものである。ここでの主役は言語

である。論じ，説得する道具は言語であるが，

言語は発する主体の格によって重みは自ずと

異なってくる。ましてや，約束事を守ること

ができるかどうかがこの利害調整の基盤にあ

るわけだから，言語を発する者の信義への信

頼が重要である。人格・人柄が「ルールの

束」の裏面に張り付いているというわけであ

る。「こういうルールでしばらくやりましょ

う」という人間関係の取り決めの均衡は，当

事者のその取り決めに対する納得の深さに依

存し，その深さは彼我の力関係はもとより，

誠実，同惜，慈しみ，尊敬等々の感情に基盤

をもつ。このようなわけで，「ルールの束」

は人間の価値観を濾過したものと言ってよい。

　勿論，企業という組織は市場のテストを日

常不断に受けて存立しているのだから，「ル

ールの束」も市場の原理がまとわりつくのは

致し方ない。効率が秩序や安定に食い込んで

くる。しかし，もっと重要なことは食い込ん
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だものとして「ルール」になるということは，

市場の原理が価値規範に馴染むように修正さ

れて摂取されているのである。したがって，

「ルール」は，市場と組織の，貨幣と言語の，

あるいは貨幣と人格の，効率と秩序のといっ

た，避け難き拮抗に与えられたその都度の現

実的な解答に他ならない。

　「ルール」に多少とも安定性があり，国民

経済の圏域にある程度の「ルール」の共通性

がみられるのは，「ルール」に歴史性，国民

性，等社会関係の個性が貫かれているからで

あり，そうした非市場的個性が「ルール」に

沈殿するのは上に述べた事情による。

3．変化の要点

　さてそうした「ルール」が根本的な修正の

ときを迎えている。今，変化の先端に群がる

言葉を列挙すれば次のようなおなじみの言葉

が続く。就業意識や労働観の多様化，自分の

能力発揮を最優先とする価値観の増大，独創

性・創造性・国際性・事業性に富む人材の必

要，労働組合組織率の低下，パート・派遣・

嘱託等の労働力の比重増加，ホワイトカラー

の比重増加，能力や成果を基準とした報酬体

系の増大，等々。

　通常，これらの現象を必然化した環境条件

の変化を記述することになるが，それは退屈

であるばかりでなく，変化の非体系的，パッ

チ・ワーク的認識をもちきたらすだけで，そ

うした認識がより一層深い退屈を運んでくる。

勿論，現象は相互に連関しているから，評論

家はその連関の物語を紡ぐことは可能である

が，そうした物語もある種の「威嚇」（うか

うかしているとあなたもリストラの対象にな

るぞ）や「自己満足」（自分は公共部門に働

くから安心だ，民間人は気の毒だ）をもたら

している限りでのみ刺激的であるに過ぎない。

　変化は，［仕事］一［人］一［報酬］の連

結の仕方，あるいは連結の「ルール」に新し

い風が吹いているということである。残念な

ことに，過去，現在，未来について，未来は

ともかく，過去と現在について正確で簡潔に

「ルール」を記述した業績を私たちは持って

いない。やむを得ず我流の割り切りで次のよ

うな整理をしてみた。

　［人］一［報酬］について。

　　　表；報酬の「ルール」の変遷

1945－1965年 1965－1995年 現在

理念 年功主義 能力主義 成果主義

賃金 年功賃金 職能給十年齢給 （1）？

手段 学歴，性 職能資格制度 （2）？

　1995年以前についても議論すべき点は多い

が，眼をつぶっていただくとして，上表の

（1）と（2）に簡潔な言葉を記入せよとい

う問題は相当に難問である。　（1）に年俸制

と書くことも，年齢給の比重圧縮・職能給比

重増大と書くことも，査定による賃金格差拡

大と書くこともそれぞれ部分的にしか正しく

ない。現実を概括するには現実がなお流動的

であることと，経営内の階層によって制度を

異にする改革が進んでいるからである。しか

し，（2）は一層難i間である。　（2）は職能

資格制度はそのままで，単に査定幅を拡大す

るのか，あるいは職能資格制度の中に降格の

規定を盛り込むのか，あるいは，職務や

ジョッブ・サイズという新しい手段を採用す

るのか，あるいはポストだけを基準にするの

か。

　いずれも部分的に正しい。しかし，成果主
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義の時代の「ルール」の新しさは，そうした

細々とした点に現れているのではないと思わ

れる。新しさは「人」一「報酬」関係（賃金

論）を，「仕事」一「人」関係（仕事論）が

規制するという関係が濃厚になってきている

点である。今時の改革で重要な論点は，「能

力主義」の時代のように能力開発を促す制度

を用意すれば高まった能力に見合った「仕

事」は市場の拡大によって確保されるという

前提が崩れた中で，労働の効率性や実効性を

いかに確保するかである。それは，［人］一

［報酬］の関係を再設計する場合に，［仕

事］一［人］の関係から発想することを促す。

　上表に示したように，従来［人］一［報

酬］関係は［仕事］一［人］関係と切断され

て設計されていた。職能資格制度に職務的な

基準を摂取する努力は，小さな改革論議の度

に強調されたが，職能資格制度の整備では

あっても［仕事］と［人］との関係を規制す

るものではなかった。目標面接が重視され，

部門目標と個人目標との接合が重視され，部

門の目標達成度や個人の目標達成度が二つな

がらに報酬決定に影響するという動向は，や

や大胆に言えば，上表の（2）には部門業績

管理という言葉を置くべきであるように思わ

れる。それが日本における職務への回帰の今

日的ありようではなかろうか。

　職能資格制度から部門業績管理へ，賃金論

から仕事論へ，「ルール」の力点はそのよう

にシフトしている。それに応じて労使当事者

はどこが「攻めどころ」であるのかを皮膚感

覚で感じているのではないか。21世紀の労使

関係の具体的な見通しは，この自覚に発する

以外にないと思われる。

筆者紹介

石田　光男（いしだ　みつお）

〔略　歴〕

1949年　長野県生まれ

1972年　東京大学経済学部卒

1978年　東京大学大学院経済学研究科

　　　　　　　　　　　　　　博士課程修了

1993年　博士（経済学）［東京大学］

1978年　同志社大学文学部助手

　　　　　　　　　　専任講師，助教授を経て

1990年　同上教授　現在に至る

1995年　同志社大学大学院

　　　　　　　　　　総合政策科学研究科教授

　　　　　　　　　　　　　　　　現在に至る

〔主な著書〕

『現代イギリスの労使関係（上）（下）

　　一自動車・製鋼産業の事例研究一』（共著）

　　　　　　　　東京大学出版会，1987，88年

「賃金の社会科学一日本とイギリスー』

　　　　　　　　　　　　中央経済社，1990年

『労使関係の比較研究一欧米諸国と日本一』

　　　　　　　（共著）東京大学出版会，1993年

『日本のリーン生産方式一自動車企業の事例一』

　　　　　　　　　（共著）中央経済社，1997年

　（1998年度社会政策学会奨励賞）
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イギリスの労働政策と

労使パートナーシップ論議

法政大学経営学部

教授川喜多　喬
　　　（訪英中）

新労働党政権下の

　　　　　　積極的な労働法規づくり

　近年，欧州の政権が一斉に労働党，社会党，

社会民主党などに代わって，欧州の「左傾化」

を言う人がいるが，この表現は誤解をうむ。

　「左」になったのではない。豊かになった

労働者の大部分を含むミドルクラスの政治で

あるという基調は，さほど変わらないし，も

とより共産主義を目指そうという政党は，ほ

とんどゼロである。

　イギリスの新労働党（ニューレーバー）も，

体質改善とか脱皮とか新党とかいいながらも

ちっとも変わらない日本の政党とは違って，

大革新をした。国営化という言葉を綱領から

削り，サッチャー政権以来の民営化政策を崩

さないなど、旧来の労働党とは面目を一新し

た。1996年，「古いイデオロギーは死んだ！」

と叫んだトニイ・ブレアが首相なのである。

しかしまあ，考えてみれば，そうとう労働党

が遅れていたと考えるべきだろう。今頃，気

がついたのであるから。

　その新労働党政権は，欧州連合の一員とし

ての英国の立場を強化しようとし（これは金

融界を中心とした財界からも歓迎されてい

る），そのためにも大陸の社会・労働立法へ

の英国のそれの同化を始めた……が，しかし，

ゆっくりと慎重に。これは労働党支持に回っ

た経営者・管理者層の票を逃がさないように

するためでもある。

　それにしても労働立法の導入は急である。

　1998年後半になって，強制を伴う新しい雇

用ルールが急増する。

　以前の法律のように禁止規定とか，問題が

起きたときに行動を命じるものよりもさらに

積極的な行動を経営・者にさせる法律が多く

なっている。

　初心者のために紹介しておくと，20年近い

保守党政権は，（1）同情・支援者の争議行為の

非合法化，（2）組合の民法上の法人責任の強化，

すなわち非合法行為による損害に対する賠償

責任，（3）クローズド・ショップに対抗する個

人の就労権の強化，（3＞役員の選挙，争議行為，

政党支持の際の投票の秘密投票義務づけ，（4）
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最低賃金の廃止，（5）組合費天引きに際する個

人の同意署名の義務づけ，（6）経営者の解雇権

の強化などを行った。

　これらを全て元へ戻し，さらに大陸の労働

政策をそのまま導入すれば，元保守党支持者

からの大量の票を失いかねない。何しろ，公

務員の大ストライキや炭坑労働者のストライ

キには，さすがの我慢強いイギリスの国民も

怒り狂って労働組合の指導者の家族が店に買

い物に来たりするとこづき回されたなんてこ

ともあった時代を，まだ忘れてはいないから

である。

労働市場に大規模な介入はせず

　既に保守党政権下で，雇用省（日本の労働

省）は労働組合寄りだと廃止され，教育省と

統合されて雇用教育省になり，また公共職業

安定所は非能率だと委託機関化されてしまっ

ていたが，新労働党政権はこれを元へ戻そう

とはしていない。労働政策の根幹は労働者の

スキルの向上・再訓練にあり，「教育！教育

！教育！これにつきる」，とするのが基本姿

勢であるから，教育政策と労働政策との連携

性の確保は，むしろ，新労働党の望むところ

なのである。

　教育は神聖であるから産学協同なんてとん

でもないと考える教員組合が，イギリスにも

ないわけではない，むろん。しかしブレア政

権は，学校・大学を採点して基準点に達しな

い（たとえば職業資格試験にまともに合格者

も出せない）学校・大学の教職員は解雇をす

るという姿勢を崩していないから，新労働党

を「労働組合寄り」と素朴に考えるのは間違

いである。

　委託機関化どころか，一部の公共職業安定

所は建物ごと民間の人材ビジネスに売り飛ば

されてしまった。それを使って新労働党政権

が始めたのは，若者の職業訓練である。

「ニューディール」と言われる。失業保険を

払ってそれで生活していなさい，というので

はなく，基礎的な読み書き算数を教え，

「ちゃんと働かねば駄目になる」という姿勢

を教え（一もっと遊べと教えようという日本

の政策とは逆ですね→，それに地域の企業

に協力してもらって雇用を促進しようと言う

ものである。協力してくれる企業は，「人材

育成企業」（インベスター・イン・ピープル）

として指定されているような，教育熱心な企

業で，英国産業連盟，商工会議所もこれに協

力をした。

　たまたま労働力不足経済に突入したためか，

この訓練の卒業生の就職状況は良好だ。協力

した企業からは思ったほど応募がないと苦情

があったり，この訓練をしても落ちこぼれる

若者はどうするという批判もある。しかし政

策に万能はありえないから，まずまずの成果

を上げていると言えるのではないか。今年か

らは対象を高齢者にも拡張する予定である。

　次には，最低賃金制度の復活である。細部

は省くが時給3．6ポンド。日本円で720円ぐら

いか。しかし一般労働者の年収が日本の7割

ぐらいであろうから，日本の感覚ではまあ

1，000円ぐらいであろう。これで200万人の低

賃金労働者が救済されたと政府は豪語する。

政府が自分の労働政策を反省しないのはどの

国でも同じ。政府の労働政策を批判するのを

怖がる国民がいるかどうかが国によって差が

ある。労働組合の左派は，例によって5ポン

ド以上を主張し，政権支持基盤の一つのTU

Cも4ポンド台の後半を主張していたから不
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満を言っているが，実際にはまずまずの水準

と思っているようだ。使用者側は，最低賃金

の導入に多くは賛成。ただ実際には抜け穴が

多く，ロンドンの下町に流入する外国生まれ

の低賃金労働者層などの世界（時給2ポンド

ぐらい）では，実際に手取り賃金が大幅に改

善されるわけではないようだ。政府が政策を

打ち出せばたちまち経済が変わるなんてこと

を考える方が夢想だよ，と私の知人のイギリ

ス政府関係者は言う。よくわかっているので

ある。

労働時間規制で弁護士，儲かる

　次は労働時間規制の強化。バブル時の日本

では，何もかも時短が解決する，労働時間が

短くなれば労働者にはゆとり，企業は生産性

向上，レジャー産業は急成長……と言われた。

しかし現実に生じたことは，レジャーブーム

によるリゾートを中心とした土地騰貴，それ

を煽った銀行の倒産，民間企業の困窮，そし

て労働時間は短くなったが不安がつのる労働

者，というわけだ。国際統計を表面だけ比較

して労働時間が短いと労働者は幸せだなんて

安易なことを二度と言ってはいけない所以で

ある。

　いずれにせよ，当時，欧米並みの労働時間

と言われたが，何，アメリカ，イギリスなん

てのは，労働時間は長いのである。どの国の

公式統計もいい加減なものであるが，イギリ

スでは実際は労働者の4人に1人は週48時間

以上働いている。時給制度で，賃金水準が今

まで低くて，それが景気がよくなり，余分に

働けば余分に稼げて……となれば長く働くの

が普通の労働者の行動。

　しかし大陸では残業を入れて最高48時間に

規制する欧州連合指令が出た。

　これに昨年の10月より，公式には合わせた

ことになっている。しかし，ここでも，役人

が法律を作れば国民みな従うなんてのは幻想

である。だいたい，立法過程に多くの国民は

何も関わっていない。また政府の広報体制は，

日本よりはるかに貧弱。というよりは，法律

を政府が作ったら，周知徹底は労使の自己責

任だという。何かといえば政府にお願いに行

く経営者，労働組合が多い日本とは大違いな

のである。

　週48時間を超えて働く者からは，一人ずつ

文書での合意をとれ……などと法律は厳しい。

そこで労働審判所への訴えは急増。就業規則

の変更を含め，結局のところ，一番儲かって

いるのは，人口あたり日本の10倍いると言わ

れる労働弁護士（こちらでは雇用弁護士とい

う，実際は日本の社会保険労務士的な職務に

ある者をかなり含む）。また，何しろこの政

策急変で（作っている方はやったやったと大

騒ぎだろうが）人事担当者の知識が追いつか

ない。そこで人事担当者の協会や，人事制度

コンサルタントが大儲け。

　そうしたところで，にわかに知識を付けた

人事担当者の引き抜き合戦が生じ（有名企業

が見せしめに挙げられては大変と引き抜く），

人事担当者の労働力不足が生じ，賃金も高騰

している。実際に労働者が喜ぶべきかどうか

は定かではない。実際には大陸の時短の行き

すぎがイヤで労働時間が長いイギリスに出て

きている外国企業があるのである。ドイツか

らはもちろん，週35時間を法定にするという

フランスからも企業がイギリスに別天地を求

めてきている。それがイギリス製造業の復活

の一原動力である。ゆえにそのイギリスの労
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働時間を大陸並みにしていけばイギリス製造

業の生産性の低さの最大の原因と言われる投

資不足が再燃しかねない。

労使パートナーシップで競争力強化を

　主要企業が国有，それでなくても公務員が

急増していたイギリスの労働者は，20年ぐら

い前までは，労使協同して労働条件を上げて，

つけを国民・消費者に回すということに慣れ

てきた。いまでも公務員においてはどうもそ

うで，イギリスの労働組合組織率は公務員に

おいては6割である。そこの労働組合は強い

と言われるが，民間企業の組合が同じ意味で

強ければ，競争力が落ちて雇用が減る。

　いや，というよりは，労働組合が強い，と

いうその概念そのものを考えなおさなければ

ならないのではないか，と言うのがTUCの

委員長である。昨年あたりから，労使のパー

トーナーシップが大切だといい始めた。イギ

リスというと階級意識が強く，階級闘争のお

手本なんて言う大学教授には驚きではあるが，

世の中は変わるもの。

　電機・自動車・精密機器など，最新機器の

製造・組立に携わる労働組合が先鞭をつけた

考え方。重厚長大型の製造業・鉱業の組合か

らは反発を買っているが。一方で大陸の労働

者保護政策に近づける努力をしながらも，労

働力総数を柔軟に保つ工夫（カジュアルワー

カーの活用，フレキシブルタイムなど），労

働力配置を柔軟に保つ工夫（工程設計の見直

し，職務範囲の広域化，労働者の多能化教育

など）は受け入れていこうというものだ。

　最近のローバーの事業所閉鎖の問題でも，

労働組合は一方で1割の人員削減を受け入れ，

就業規則や工場運営の諸方法の変更を受け入

れたし，また政府の投資を訴えに労使協力し

てロンドンに日参した。

　労使パートナーシップ第一回大会には首相

他TUC，　CBI，主要企業の経営・者もそろって

出席した。いずれも対立はあるものの企業の

競争力を高めなければならないという点では

意見が一致。

　金融，流通など，国際競争の激化により，

一夜にして企業が金を失う場合などで，労働

者の解雇をいきなり発表する「株主優先」主

義は，むろん日本より強い。しかしそれを強

めることが「労働市場のアメリカ化」につな

がると警戒する声も，また，あるのである。

　イギリスでも優れた経営は，労働者をどん

どん首を切って銀行や株主に媚びるなんてこ

とをやってはいないと見える。人材不足に対

応してフレキシブルな働き方を導入し，表彰

を受ける企業がたくさんある。伝統の醸造業

や自動車部品工業には企業内訓練校の予算を

増やしている企業がある。

　とくに日系の製造業は，あれやこれやと苦

闘しつつも，かような労使パートナーシップ

のお手本を示しているように思える。利益が

減ればすぐ解雇をする，労働条件があがらな

ければすぐ辞めてしまうか，争議に訴える・

・・ これが資本主義のモデルだと株主主権論

者も，他方でマルクス学者も言う。こういう

連中を尻目に生まれた労使協力経営の行方は

興味深い。なぜなら，日本とかなり違い，階

層格差の大きいイギリスでの実践は大変だろ

うからである。しかし，何しろ雇用問題で20

年苦しんだ国である。欧米諸国が雇用問題で

苦しんでいる間には左うちわ，いま火の粉が

かかって付け焼き刃で次々と雇用政策もどき

を乱発している日本とは違うのである。雇用
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問題の深刻化だけは避けたいとは，新労働党

の政策の根幹にある。

　最後に付け加えておく。イギリスを見習え

と，この紹介をしたのではない。日本の現場

の労使の努力は大したものであった。いまも

そうだ。日本の過去の労働政策にも世界に紹

介すべきものはある。簡単に忘れてはならな

い。それらから，10年ほど前からイギリスの

民間労使は知恵を吸収し始めているのである。

安易に「欧米並み」を手本としてはいけない

所以である。
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人事制度改革と

　　　　　　　　労使関係の将来像

一橋大学経済研究所

教授都　留　　康

1．はじめに

　日本企業の人事制度改革をめぐって

は，1990年代を通じて年俸制，目標管理制度，

多面評価制度，日本型仕事給などの基本的な

手法や考え方が出そろってきたし，またそれ

らについてはいくつかの調査研究もなされて

きた。だが，そもそも人事制度改革の前提と

して，企業内処遇格差の現状と変化はどう

なっており，また従業員個人はそうした格差

をどう受け止めているだろうか。こうした問

題をも視野に入れた体系的な分析は，まだ与

えられていないのが実状である。

　わたくしは，最近，基本的に同一形式の質

問紙に基づいて，都内450社の企業調査と，

連合傘下の組合員約2万人を対象とする組合

員調査を実施する機会を得た（詳しくは，前

者については都留・守島・奥西（1999）を，

後者については連合総合生活開発研究所

（1999）を参照されたい）。本稿では，これ

ら2つのデータ・セットに基づいて，企業が

どの程度の処遇格差を現実に発生させ，組合

員たちがそれに対してどのような態度や意識

をもつのかをみる。そして，その観察に基づ

いて，労使関係の将来像を展望してみたい。

2．企業内賃金格差と昇進格差

　人事制度改革の問題を論ずるとき，「能力

主義」や「成果主義」という言葉のみが繰り

出し，それに対する支持と反発が沸き起こる

という構図ができやすい。だが，こうした対

立の構図は不幸である。企業内で実際にどの

程度の処遇格差が発生しているのか，そして

その格差は今後どのくらいまで大きくなりう

るのか，こうした点を確定しつつ着実に論を

進めることが重要である。

（1）同一年齢従業員間賃金格差

　そこで，議論の大前提として，大卒男子従

業員の間に発生している企業内賃金格差の大

きさを調べることにしよう。まず，賃金プロ

ファイルの勾配は，25歳の平均賃金を100と

したときに，161．3（35歳），226．3（45歳），

276．1（55歳）と急傾斜を描いている。次に，

同一年齢での賃金のバラツキに注目すると

（図1），平均を100としたときに，最高と最
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図1．各年齢の平均賃金を100とした場合の

　　　　　　　　　同一年齢従業員間賃金格差
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（注）25歳時の賃金はバラツキがないものと仮定している。

低の間で，35歳で22．6％，45歳で31．0％，55

歳で36．6％の相対賃金格差が発生し，年齢を

追うごとに拡大している様子がうかがわれる。

　こうした賃金格差を企業側は今後どう変え

たいと考えているのだろうか。その方向はか

なり明瞭である。全体では，7割に近い企業

が「現在よりも大きな開きにしたい」と回答

し，「現在と同程度のま

までよい」や「現在より　表1．

歳で昇進する。しかし，早い人は35．5歳で，

遅い人は44．6歳で昇進しているから，平均的

な人と早い人との間には3．8歳の格差が発生

している。また，遅い人と早い人との間には

9．1歳の格差が発生している。

　次に，昇進割合を取り上げよう。課長昇進

の場合には，早い人の年齢では12．0％の従業

員しか課長昇進を果たしていない。これに対

して，昇進が平均的な人の年齢では46．7％，

遅い人の年齢では67．0％と課長昇進する人の

割合は急速に高まっている。

　ところで，こうした課長への昇進割合を今

後どう変えたいかという問いに対して

は，45．8％の企業が「現在と同程度のままで

よい」と回答している。他方，「かなり減少

させたい」と「やや減少させたい」という回

答は，合計で28．2％にとどまる。ただし，増

加か減少かについていえば，変化の方向は明

課長への昇進年齢と昇進割合 （単位：歳および％）

も小さな開きにしたい」

とする回答を大きく凌駕

している。このよう

に，40歳代前半で約30％

の企業内賃金格差が発生

し，この格差を今後さら

に大きくしたいというの

が日本企業の現状である。

（2）昇進格差

　それでは，昇進につい

てはどうだろうか。まず

課長相当職への昇進年齢

をみると，表1に示すよ

うに，平均的な人で39．3

課長への昇進

早い人 平均的な人 遅い人

年齢 割合 年齢 割合 年齢 割合

全体
35．5

［3．5］

12．0

［23．6］

39．3

［3．5］

46．7

［33．0］

44．6

［4．6］

67．0

［30．1］

企業規模

　300人未満

　300～999人

　1，000～1，999人　　　　　，

　2，000～4，999人

　5，000人以上

35．5

［4．0］

35．6

［3．5コ

35．3

［3．4］

36．0

［3．7］

35．7

［2．6］

19．3

［30．6］

15．0

［27．2］

12．3

［22．7］

　5．7
［13．3］

　8．3
［19．3］

39．8

［3．9］

39．4

［3．5］

39．0

［3．6］

39．7

［3．4］

38．6

［2．5］

40．0

［37．3］

44．8

［33．4］

47．1

［31．5］

48．0

［30．6］

61．6

［29．4］

45．1

［5．11

44．3

［4．4］

44．9

［4．8］

45．3

［4．6］

43．0

［4．3］

58．1

〔37．1］

65．6

［30．5］

66．2

［30．4］

70．5

［26．9］

83．0

［18．3］

（注）課長への昇進割合は，早い人に関しては35歳，平均的な人に関して

　　は40歳，遅い人に関しては45歳の従業員に占める課長以上昇進者の

　　比率である。なお，［］内は標準偏差である。
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らかに減少であって，とりわけ5，000人以上

の大企業で「減少させたい」という回答が相

対的に多くなっている。つまり，全般的傾向

としては，大企業を中心に課長ポストの削減

が求められているけれども，課長昇進確率を

大幅に変更する企業の意図は感じられないと

いってよい。

（3）企業内格差に対する従業員の態度

　こうした企業内の賃金格差と昇進格差に対

して，従業員側はどのような意識をもってい

るかが次に問題となる。冒頭で触れた連合傘

下の組合員2万人を対象とする個人調査結果

によれば，以下のような点が明らかとなって

いる。第1に，個人業績による年ごとの月例

賃金とボーナスの変動に関しては，それぞれ

44．4％と54．5％が賛成と答えており，反対の

意見を大きく上回っている。これは，個人の

成績差に応じて月例賃金とボーナスの双方に

企業内格差が発生することを組合員がおおむ

ね是認していることを意味する。第2に，企

業内賃金格差の今後の動向についても，「広

げるべき」という意見（27．3％）が「現状維

持」という意見（30．4％）に迫っている。第

3に，昇進に関しては，「昇進・昇格制度は

あるが運用は公平でない」（38．0％）という

不満の声が「制度があり運用も公平である」

（22．3％）という意見よりも多くなっている。

これから，賃金格差の場合とは異なって，昇

進格差については，それを拡大することへの

制約がかかっていると理解することができよ

う。

　ところで，以上のような格差の認識は，他

者との比較という視点から切り離すことがで

きない。これに関して，個人が賃金を比較す

る際の基準は，企業内だけではなく企業外に

も延びていることがわかる。賃金比較の相手

としては，表2にみるように，同一企業内の

同年齢・同学歴の人が最も多い（49．9％）。

けれども，年齢が高まるにつれて，同業他社

や同地域他社で同じ仕事している人という指

摘が増加する。つまり，従業員たちが賃金格

差の妥当性を判断するに当たっては，企業内

外に延びた準拠基準に照らしているといえる。

　いずれにせよ，大卒男子の場合，平均的に

は40歳前後で課長に昇進し，その年代では最

表2．自分の賃金を比較する際の相手 （単位：％）

同同 事同 同同 事同 齢同 仕同 学 知そ そ 無

学じ
歴会
等社のの

人同
　年

をじ
し会
て社いで

る同
人じ

学業
歴他
等社ので

人同
　年

を業し
他
て
社
い
で
る
同
人
じ

同地
学域
歴他
等社ので

人同

事地
を域
し他
て社いで

る同

校
時
代
の
同
級

人の

●友他 の 回

齢 仕 齢 仕 年 人じ 生 人の 他 答

全体 49．9 23．8 24．0 13．7 12．5 7．1 30．9 8．8 1．9 4．4

年齢

30歳未満 49．6 20．0 22．4 8．9 10．4 3．3 47．2 10．1 1．3 2．8

30～39歳 50．0 21．8 26．1 14．6 12．3 6．0 32．7 8．5 2．1 3．1

40～49歳 51．2 27．5 24．2 15．3 14．2 10．1 20．2 8．8 2．2 5．2

50歳以上 47．9 30．0 19．8 17．1 13．6 11．8 15．7 7．5 2．2 10．0

（注）2つ以内の選択回答であるため合計しても100％にならない。
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高者と最低者の間で約30％の賃金格差が発生

している。また，今後の方向としては，企業

は賃金格差をより大きくするものの，昇進格

差をさらに広げる意図はない。さらに，従業

員側もいっそうの賃金格差の拡大を許容して

いる一これが議論のベースにあるべき事実

認識である。

3．評価制度の現状と課題

　以上のような処遇格差発生の背後には，評

価制度とその運用がある。この点をめぐって

近年関心がもたれているのは，評価の透明性

と納得性という論点である。これは，学問的

には，組織行動論において「過程の公平性」

という概念で論じられているテーマでもある

（Greenberg　1987；守島1997）。

（1＞評価の透明性

　人事考課をめぐる情報開示には，人事考課

制度の枠組みに関する情報公開と，人事考課

結果の本人開示（フィードバック）という2

つの問題がある。組合員個人を対象とする調

査結果によれば，図2にみるように，枠組み

に関する情報公開に関しては，評価対象項目

（36．1％），評価者と評価手1頂（31．6％），評

価方法（25．0％）など，4分の1以上の労働

者が公開されていると答えている。これに対

して，本人へのフィードバックに関しては，

評価結果そのもの（19．6％），評価結果が処

遇にどう使われたか（12．3％）など指摘率が

低く，開示が進んでいない様子がうかがわれ

る。

　ところが，まさしく後者のフィードバック

こそを組合員たちは要望しているのである。

再び図2に戻れば，評価結果が処遇にどう使

図2．人事評価が行われる際

　　　　　知らされている情報と知りたい情報

項評
目価

情
報
公
開
な
し
（
公
開

し
て
ほ
し
い
も
の
な
し

評
価
結
果
が
ど
う
処

遇
に
僅
わ
れ
た
か

われたか（58．2％）や評価結果そのもの

（56．3％）の開示を過半数の人たちが求めて

いる。これは，企業が公開している事項と個

人が開示を求めている事項との間に食い違い

があるという意味において，＜情報開示

ギャップ〉と呼びうる現象である。また，こ

れに関連して，人事評価結果について管理職

の説明が「いっさいなかった」とする組合員

は55．7％にのぼる。情報開示の不十分性とい

う問題に加えて，管理職の消極性という問題

もあることも浮彫りとなる。

②　評価の納得性

　人が人事評価に納得しているか否か，ある

いはどの程度納得しているかを把握すること

は，けっして容易ではない。前記の組合員調

査では，大胆かつ簡明に，自分の人事評価結

果に関する納得度を100点満点で評価しても

らった。その結果は平均で75．5点であった。
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この結果を高いとみるか低いとみるかは微妙

なところである。だが，興味深い点は，上で

みた人事考課制度の情報公開と本人への

フィードバックが納得度を引き上げる効果を

もつということである。試みに，納得度を被

説明変数とし，企業属性や個人属性に加えて，

情報開示の有無などの説明変数による回帰分

析を行うと，情報開示の変数が正の有意な効

果をもつという結果となった。

　これと裏腹な関係にあることだが，評価に

対する不満の原因としては，①明確な評価基

準がないこと（42．5％），②職場ごとに評価

基準がバラバラであること（31．7％），③評

価者の評価能力に問題があること（19．0％）

などの，評価制度の未整備・不十分性が挙げ

られている。

　また，不満の対処方法としては，①職場の

上司に相談する（30．6％），②職場の労働組

合に相談する（30．2％）③職場の同僚に相談

する（19．6％）が上位にある。だが，「がま

んして誰にもいわない」（19．3％）と「転職

を考える」（15．1％）という選択をする人も

少なくない。このことを，労働組合を通じた

発言（ボイス）と退出（エグジット）という

枠組みで考えると，退出に比べて発言の比重

が高いものの，そのルートは上司を通ずるも

のと組合を通ずるものとに二分されており，

人事評価をめぐる不満が組合によって十分に

は吸い上げられていないことを示唆している。

4．労使関係の将来

　以上の分析から，21世紀初頭に向けた労働

組合の政策課題と労使関係の将来展望を考え

るための素材が提供されている。企業内と企

業外の問題に分けて論じよう。

（1）人事制度の改革・運用への組合の関与

　経営側が押し進めようとしている企業内賃

金格差の拡大を従業員側も基本的には受容し

ているため，労働組合としてもそうした趨勢

を与件として受け入れざるをえないであろう。

だが，そのことは，職場内で個人間競争がさ

らに激化して，集団的問題解決機構としての

組合が空洞化することを直ちには意味しない。

そこには新たな「ビジネス・チャンス」もあ

る。

　まず第1に，人事評価制度の情報公開をめ

ぐって，企業側が開示しているもの（制度の

枠組み）と従業員側が開示を求めるもの（評

価結果そのもの）との間にギャップがあった。

このため，組合が人事評価のフィードバック

の仕組み作りやその運用に関与することによ

り，このく惜報開示ギャップ〉を埋めるとい

う方向性がありうる。こうした試みとして，

状況はまったく異なるけれども，経営協議会

を通じて個人の人事評価結果と賃金格差実額

の本人開示を行っているドイツBMW社の

ケースなどが参考になろう。

　第2に，人事評価に不満がある場合の対処

行動として，組合を通ずる発言は管理職経由

のものと同程度にとどまっているから，苦情

処理の領域でのより積極的な活動が望まれる。

この点は，基本的には長期雇用を維持したま

ま（つまり，外部労働市場への退出オプショ

ンへの構造的制約を残したまま），それと両

立可能な形で成果給的要素を導入・拡大しよ

うとしている日本企業で，今までより以上に

重要になるであろう。

（2）社会的枠組み作りに向けて

　さきに述べたように，従業員たちは，賃金
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水準や賃金格差の妥当性や公正性（フェアネ

ス）を，企業の内外での参照相手との比較に

おいて判断している。一般的傾向としていえ

るのは，年齢や勤続年数が高まるにつれて，

同業他社や同地域他社で同じ仕事をしている

人を念頭に置く割合が高まることであった。

こうした傾向は，今後，人事管理や賃金決定

の個別化が強まるなかでも変わることはない

であろう。というのも，労働者が世間相場的

なものに関心をもつのは当然のことであるし，

また企業が評価基準を年齢や勤続から仕事の

内容や成果に移していくのに伴って，企業外

の同種の仕事との市場価値的比較が企業の観

点からも重要になるからである。ここにも，

労働組合の活動領域があると思われる。

　労働者にとっての賃金格差の妥当性は，上

記で指摘した企業内での評価制度の手続き的

公正性の確保だけでは十分ではない。それに

加えて，企業外で同種の仕事をする人の賃金

やその他の労働条件との比較が重要になる。

こうした情報を集めて社会的に提供する体制

を作ることが組合に求められる。さらにいえ

ば，個別化する賃金に再度社会的な位置づけ

を与えることが，平均賃上げ額の決定機構と

しての春闘の終焉の後にくる21世紀の労使関

係の課題となろう。
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新時代の労使関係の

課題と方向

　　　　　日経連

労政部長小　柳　勝二郎

　経営環境が大きく変わってきている今日こ

れからの労使関係のあり方が問題になってい

る。低成長，グローバル経済化の下で，競争

は激化し，企業は従来のようにパイを大きく

して，組合員，従業員に大盤振る舞いをして

良い顔をすることができなくなってきている

し，組合幹部も多様化する組合員のニーズに

応えることが難しくなってきている。さらに，

雇用は好むと好まざるとにかかわらず流動化

の動きにあり，高齢化も急速に進みその対応

も未だ十分でない。従業員意識の変化もあり，

処遇制度は“平等から公正へ”の動きが一段

と強まり，多くの企業は職務・成果重視の制

度に切り替えてきている。経営環境はまさに

様変わりの状況にある。日経連はこのような

経営環境の変化を踏まえ，企業の人事・労務

の役員をメンバーとする労使関係特別委員会

において，「今後の労使関係のあり方」につ

いて学者，労働組合の幹部の方々のご意見も

聴取し，議論を重ねてこのたび取りまとめた

ものが，「『新時代の労使関係の課題と方向』

一変化への迅速・柔軟な対応を目指して～」

と題する報告書である。以下にこれらの内容

も踏まえつつ，これからの労使関係のあり方

について述べてみたい。

1．労使は社会の安定帯

　戦後のわが国の労使関係は，幾多の厳しい

局面をくぐり抜け，労使の意思疎通を軸とし

た企業別労使関係を核に，生産性向上・技術

革新への柔軟な対応，多様な話し合いによる

理解と協力で国内・国際政治，社会情勢など

様々な環境変化に柔軟に対応し，企業の発展

と経済成長に大きく貢献してきた。しかし，

低成長，グローバル経済化にともなって，諸

課題への取組みも従来以上に迅速で柔軟な対

応が求められるとともに，労働条件の市場性

と言う観点から総額人件費が一層重要になっ

てきたこと。雇用は流動化の動きにあり，処

遇制度は，“平等から公正へ”の色彩が強まり，

雇用・人事管理が大きく変わりつつあるなど

労使関係の変化要因がいろいろ出てきている。

　表1は労使関係の現在・将来についての問

題点を企業の人事・労務の責任者にアンケー

トした結果であるが，「低成長時代の新たな労

使関係のあり方］，「雇用・処遇形態の多様化に
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表1　労使関係の現在・将来についての問題点（全産業計）（労組あり）（単位：％，M．　A）

低成長時 個別企業 組合が複 労使交渉 雇用・就 雇用謂整 人事・賃 労使の話 労使慣行 組合役員 その他

代の新た の枠組み 数存在の の頻度 業形態の ・ 合理化 金処遇制 合い，相 の是正が と組合員

な労使関 を超えた ため，対 （多い） 多様化に への組合 度の改訂 互理解が 困難 との間の

係のあり 諸問題に 応が困難 伴う雇用 の協力困 への組合 十分出来 意識ニー

方 ついて 管理の複 難 の協力困 ない組合 ズのギヤ

雑化 難 の存在 ツプ

現　在 65．3 12．9 10．0 26．5 25．9 18．2 26．5 14．7 22．4 40．5 0．0

将　来 70．7 25．0 9．2 13．6 50．5 17．4 23．9 11．4 16．8 34．2 0．0

伴う雇用管理の複雑化」，「個別企業の枠組み

を超えた諸問題について」などとなっている。

　現在，日本の経済・経営システムは長期か

つ深刻な不況，グローバル経済化のもとで制

度的な問題を抱え，その抜本的見直しが求め

られている。経済活性化のための構造改革が

叫ばれているが充分ではなく，経済は最悪期

を脱しつつあるが未だ期待されているような

景況にはほど遠く，長引く不況で雇用問題が

一層深刻さを増している。

　“魅力ある国造り”のためには行政改革や

規制緩和をはじめとした構造改革の徹底は避

けては通れない。改革の推進に当っては，国

民が痛みを感じる問題もでてくるため，わが

国の将来を真剣に検討し，社会の安定帯とし

ての労使の役割は一層重要となる。今後とも

経済内外の諸改革に対して多様な労使関係の

場で議論し，迅速かつ柔軟に対応する必要が

ある。労使の信頼関係に基づく行動が新たな

る経済社会の建設に取って極めて重要な役割

を担っている。

2．諸課題への迅速な対応を

　右肩上がりの成長の下で比較的順調に対応

してきたわが国の労使関係も国内外の諸変化

により，そのあり方が問題になってきている。

今後の課題としては，

①人口構造の変化，雇用の流動化への対応

　という問題があり，これからは社会全体で

　雇用を確保する場を積極的に作っていくこ

　とが求められる。そのためには雇用情報の

　整備，外部能力開発機関の整備，能力主義

　の処遇制度の導入，エンプロイヤビリ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　ティー（雇用され得る能力）の向上などの

　整備・支援が必要となる。

②また，企業は大競争時代に勝ち残ってい

　くためには，経営の透明度を高め，労使は

　情報を共有し，経営の責任において株主重

　視と従業員重視の調和を図りつつ，経営環

　境の変化に弾力的に対応していくことが不

　可欠となる。

③雇用，就業形態が多様化し，職務・成果

　主義が強まると，個別労使関係も重視して

　いかなければならない。企業は組織の活性

　化への対応として，労使は今後とも多様な

　労使協議の場を活用して話し合い，従業員

　の苦情に対しても上司の対応はもちろん，

　苦情処理機関の設置なども含めて適切に対

　処し，透明度の高い，納得性のある仕組み

　を用意する必要がある。

④競争激化の時代を迎えて，業績格差は大

　きくなり，賃金重視，横並び的な春闘の基

　盤は大きく崩れてきており，“春闘改革”

　の議論が強まってきている。今後の労使交
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　渉のあり方としては，賃金重視から雇用・

　賃金・賞与・退職金・年金・法定内外の福

　利費などを含んだ総額人件費に焦点を当て

　るとともに，生活環境，生産性向上，など

　の幅広い諸問題について労使は話し合い，

　誤りなき状況判断の下で，迅速かつ柔軟に

　対応していかなければならない。グローバ

　ル経済化の進展は経営環境や労働条件の大

　きく異なる製品，商品などが同じ市場で競

　争することを意味しており，そのことは，

　従来の労使関係に大きな比重を占めている

　賃金決定のあり方についても見直しを迫る

　ものである。

⑤　多くの企業では年功的処遇制度から職務

　成果重視型の処遇制度に変わってきている。

　従業員の勤務の仕方，働き方も多様化し，

　労働組合も「平等から公正な処遇へ」の考

　えを明確にしている。このような諸変化に

　労使は積極的，かつ前向きに挑戦し，解決

　して活力ある組織形成に努力していくこと

　が求められている。

　グローバル経済は強まり，競争は激化し，経

営のスピードと一段の効率化が求められる時

代を迎え労使関係もそれに応じた対応が不可

避となる。これからは，多様な話し合いの場を

活用しつつ，従来以上に労使の真摯な協議を

通じ，経済環境の変化に迅速かつ柔軟に対応

できる関係をめざすことが極めて重要である。

3．労使関係の新たな方向

　新しい時代を迎えて，経済のあり方，望ま

しい労使関係の模索が続いている。今後の労

使関係は米国型や欧州型でもない日本的経営

の特徴である“人を大事にする”と言う基本

的理念や企業別労使関係の枠組みを大事にし，

経営環境の変化を的確に捉えつつ経済社会の

諸問題に積極的に取り組んでいくことが大切

である（表2）。

　そのためには，①企業と従業員，労働組合

との関係や役割などを従来以上に明確にする。

②多様なチャネルを活用し，経済環境の変化

に迅速かつ柔軟に対応できる労使関係をめざ

す。③情報・危機意識を共有し，経営の安定

・ 発展と雇用の確保などに労使は知恵を出し，

行動する。④労使は社会の安定帯として国内

外から評価されるよう今後とも努力をしてい

く，といった点を常に心掛けていくことが大

切である。

　一部に市場万能主義的動きもあるが，日経

連はかねてから「人間尊重の経営」，「長期的

視野に立った経営」を掲げている。今後とも

この二つの理念を深化させるとともに「国際

的視野に立った経営」も一層重要視し，「人

間の顔をした市場経済」を目指すべきである。

企業経営の一つの重要な位置付けにある労使

関係の基本もこれらの経営理念を踏まえての

対応が重要となる。

4．多様化する労使関係とその役割

　わが国は現在大きな変わり目にあり，労使

が抱える問題も山積みしている。わが国の労

使関係は企業別労使関係，産業別労使関係，

ナショナルレベルの労使関係，あるいは地域

における労使関係など多様なコミュニケー

ションの場がある。経営としては，

①経営環境が大きく変わることが予想され

　る今日，労働条件の決定については企業別

　労使関係を基軸とするが，環境，年金，景

　気，雇用対策など企業だけでは対応できな

　い問題も多々ある。これからは制度・政策
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表2　経営環境の変化とこれからの労使関係

今までの特徴点 これからの方向

①　経営理念 ・人間性尊重の経営

・長期的視野に立った経営

・人間性尊重の経営

・長期的視野に立った経営

・国際的視野に立った経営

・「市場」「道義」「秩序」の三位一

体化

②経営環境 ・高・中成長

・国内中心型の経済・経営

・規制による保護

・低成長，変化の激しい経済

・グローバル経済・経営，競争の激

化・規制緩和・撤廃

③雇用関係 ・就社型

・長期的長期的雇用

・内部労働市場

・一括定期採用型

・同質的人材

・自社型育成前提の雇用管理

・就社・就職型

・雇用の流動化，長期・短期を含む

効果的雇用管理

・内部労働市場と外部労働市場

・採用の多様化（一括定期，通年・

中途採用など）

・多様な就業形態，多様な人材

・自社型雇用ポートフォリオ

・エンプロイヤビリティの重視

・少子・高齢化の進展

④勤労者意識と

　　処遇制度

・企業中心の生活

・企業一家的意識

・年功的処遇

・単線型処遇

・集団的業務遂行

・全人格的人事評価

・ピラミツド型組織

・私生活と会社業務とのバランス型

・意識の多様化，自己実現型

・能力・成果重視型処遇

・複線型処遇

。個と集団の効果的業務遂行

・透明性ある業績反映的人事評価

・フラット型組織，機動的・柔軟な

組織

⑤　労使関係 ・企業別労使関係中心

・労使の信頼重視

・集団的労使関係重視

・賃上げ・賞与重視型

・横並び賃金決定

・方針決定に時間がかかる

・社会の安定帯

・多様な話し合いの場の活用

・企業別労使関係を中心とした多様

な労使関係

・労使の信頼重視

・集団・個別的労使関係重視

・総額人件費重視型，政策・制度重

視型

・自社型賃金決定

・環境変化に迅速かつ柔軟に対応

・社会の安定帯

・多様な話し合いの場の活用

・個別苦情処理への対応

のあり方が企業の労働条件に影響を与える

ため企業労使はこれらの問題についても十

分論議し，対応可能なレベルでの話し合い

　の中で早急な解決をしていく必要がある。

②産業別労使関係は産業構造の変化に対応

　しながら，その産業に見合った新しい雇用
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　システムや時代に即応した包括的な労働条

　件を検討することになろう。また産業共通

　の問題への対応も当然当該労使で話し合い

　をすることになるが，個々の企業の問題で

　はあるが，個別企業だけでは対応・解決し

　がたく，ナショナルセンターレベルの労使

　関係では具体的にコンセンサスを得ること

　に時間が掛かる諸問題について，企業に近

　い立場の産業労使が率先して対応すること

　も大切である。

③ナショナルセンターレセベルの労使関係

　として今までも日経連と連合との間で景気

　対策，雇用対策など広い諸問題について共

　同で取り組み必要に応じて行政に働きかけ

　て多くの成果を上げている。わが国経済の

　再生と国民生活の改善のためには，構造改

　革の問題も含め取り組むべき課題は山積し

　ている。これからもグローバルの視点を持

　ちつつ，諸課題に迅速に対応していくこと

　が強く求められている。

④地域別労使関係も重要性を増している。

　地方分権への社会的要請が強まる中で，産

　業政策，雇用開発，環境問題など地方・地

　域の振興のあり方をめぐる労使の役割が高

　まってきている。現在も多くの地方・地域

　でこれらの問題について直接意見交換の場

　を持ったり，審議会，委員会を通じて多く

　のコミュニケーションが行われ，実効を上

　げている。これからも地域の経済社会の活

　性化のために労使の役割はますます重要に

　なる。

　いずれにしろ今後とも時代の変化を踏まえ

た“諸改革”が必要で，透明度の高い労使の

話し合いも含めて，政労使が知恵を出し合い，

「創造的で健全な競争社会」，「高物価・高コ

スト構造の是正」，「国民生活の質的改善」な

どの現実に向けた諸施策，諸活動を早急に展

開していく必要がある。
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労働組合の役割と責任

一
21世紀に向かっての再定義

　　　　連　　合

事務局長笹　森 室
目

鰭

鳥

’

1．連合結成10年…21世紀へ向って

　　新たなスタート

　労働界の悲願であった労働戦線の統一

は，10年前，連合の結成によって実現した。

　官民が総結集した連合は，800万人組合員

の団結のもと，未組織の労働者を含むすべて

の勤労国民を代表するナショナル・センター

として，幅広い運動を展開してきた。

　この間，我々を取り巻く経済・政治・社会

は，大きく揺れ動いている。とくに，経済の

グローバル化が進展する中で，日本経済はバ

ブル崩壊後の長期不況から立ち直れないまま，

雇用と国民生活に深刻な危機をもたらしてい

る。

　このことは，労働運動にとってまことに厳

しい環境条件をかたちつくっている。個別の

組合の努力だけでは労働者の雇用や労働条件

はいかんともなしがたく，連合の役割とそれ

への期待がますます大きくなっている。

　連合は「顔合わせ」「心合わせ」から「力

合わせ」へと組織と態勢を整えつつ，着実に

実践を積み重ねてきたが，「日本の針路」で

示した目標にどこまで到達しえたか，毎年の

春季生活闘争の結果がどうであったかなど，

この間の運動は必ずしも満足な成果があがっ

ているとはいえない。組織率の低下にも歯止

めがかからない，状況の変化に対応して十分

な取り組みであったかどうかなど，反省点も

多い。

　連合結成10年の節目に立ち，過去の成果と

反省を踏まえながら，21世紀へ新しい時代の

展望を切り開いていくことをめざしたい。

　労働運動の歴史は「抵抗」から「要求」，

さらに「参加」へと発展してきた。我々は企

業，産業，国家のあらゆるレベルでの参加を

通じ社会的役割を高めつつ，働くものの雇用

と公正なワークルールの確保，確立を基本に

生活の質を高めるための社会システムの改革

をめざして，積極的に挑戦していきたいと考

えている。

2．21世紀へ我々がめざす社会

①連合は社会改革を主導する

　21世紀に向かって，わが国は政治・経済・

社会の各面で根本的な改革課題に直面してい

る。雇用者が国民の8割以上を占めるように

なったわが国において，めざすべき方向は

「労働を中心とした福祉社会」であり「ゆと

り」と「公正」と「連帯」が三位一体となっ
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た社会である。連合は，すべての勤労国民の

利益を代表する立場から，こうした社会改革

の主導力となることが期待されている。

②持続可能な成長で，「安心」「安定」「安

　全」の社会づくり

　不況を克服し，経済の安定を取り戻すこと

が緊急課題であり，連合は当面，そのために

すべての力を傾注する。しかし，そのことは

あくなき成長を追い求めるものではない。

　戦後日本は，ひたすら経済成長の道を追求

してきたが，これまでの大量生産一大量消費

一大量廃棄型の産業社会と，その基盤の上に

立つライフスタイルのあり方は，こんにち，

見直しを迫られている。完全雇用の達成を第

一義としつつ，環境・資源エネルギーなど地

球的課題および国際経済との調和がとれた，

持続可能な成長が追求されなければならない。

　成熟し安定した経済と社会の実現こそが

我々の基本目標である。

　これまでの労働運動においては，主として

所得の量的拡大を課題としてきたが，まがり

なりにも世界でもトップ水準の賃金を実現し

たこんにちでは，生活の質的向上こそが追求

されなければならない。そのための社会的な

制度・システムの改革が課題である。重視さ

れるべきは，経済の「成長」それ自体でなく

「均衡」である。経済成長が求められるのは

雇用のためであるが，相対的に低い成長のも

とでもバランスがよければ雇用は安定する。

「安心」「安定」「安全」をキーワードに社会

システム全体をつくりかえなければならない。

③　グローバル化と日本経済

　経済のグローバル化が大きな課題をつきつ

けている。グローバル化はある意味で必然の

流れであり，経済的なチャンスとリスクをも

たらすものであるが，それがややもすると雇

用や人権，環境を置き去りにして進む現実を

直視し，労働組合の立場からチェックしてい

かなければならない。必要なことは，変化を

避けようとしたり，守勢に回るのではなく，

制御することである。

　グローバル化を背景に「市場万能論」や

「市場原理主義」が横行している。すべてを

市場に委ねようとする政策は，社会的格差を

拡大し，かえって経済の活力を阻害する。市

場は明確なルールとセーフティーネットがな

ければ有効に機能しない。

　アメリカの制度や規則をグローバル・スタ

ンダードと同一視するのも誤りであろう。過

去に成功をもたらした日本型のシステムがそ

のままでは通用しなくなっているとしても，

それに変えてアメリカモデルを導入すること

は社会的格差と不安定をもたらすものであり，

問題解決とはならない。わが国では，所得の

不平等性を示すジニ係数が80年代から急速に

高まり，いまでは先進国の中でも格差の大き

な国になっているのが現実の姿であることを

忘れてはならない。

④少子高齢社会への対応…福祉型経済の追求

　福祉は，すべての国民に，いざというとき

のミニマムを保障する社会システムでなけれ

ばならない。われわれが追求する「労働を中

心とした福祉社会」とは，すべての人に働く

場を保障することを基本とし，最低賃金制が

張り巡らされ，職業訓練と能力開発の機会が

確保され，労災や失業，疾病や老後などいざ

という時の生活を保障する労働保険や年金，

医療，介護などのセーフティー・ネットが組

み込まれた社会である。

　高齢社会の到来が悲観的に語られがちだが，

わが国はこれまでの成長を通じ世界でも有数

の経済力をすでに蓄積している。経済の活力

を維持しつつ，高度福祉社会を築き上げるこ

とこそめざすべき道であり，それは十分可能

である。

　福祉への投資は，従来型の公共事業に比べ
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て経済効果，とくに雇用効果が大きいことが

実証されている。福祉の充実が新たな雇用を

創り出し，経済の好循環を産み出す「福祉型

経済」をめざさなければならない。

⑤家族と地域社会の機能の再建

　家族の機能とコミュニティの再構築がこん

にちの社会の重要なテーマとなっている。

　女性の社会参加が進むに伴って，これから

の家族の基本構図は，夫婦がともに働き，と

もに子育てをするという姿にますますなって

いくだろう。家族の機能を支えるため，保育

など社会的なサポートとともに，職場におけ

る長時間・残業といった働き方が改められな

ければならない。男女を問わず家庭責任を果

たすため，また，市民として地域コミュニ

ティーに参加するための諸条件を職場におい

て整える取り組みとともに，労働組合は企業

の枠を越えて，家族や地域社会に積極的にコ

ミットする運動が求められている。

3．労働組合の活性化に向けて

①　労働組合の社会的役割

　労働組合は働くものの生活条件を守り，さ

らに民主主義の担い手として，現代社会にお

いて不可欠かつ最も重要な社会的組織である。

　市場万能論はこのような労働組合の役割を

否定する。労働組合は自由な市場の機能を歪

めるというのがその主張である。構造転換が

日本経済の課題となる中で，市場主義の立場

から，わが国の労働条件の基本をなくしてい

る長期雇用制度や賃金決定システムを敵視し，

労働組合は構造転換の阻害物という主張が，

わが国にも広がっている。しかし，ルールを

持たない市場経済は社会を不安定にし，混乱

に陥れる。もし労働組合を欠くならば，資本

主義は文字どおり弱肉強食の社会となるだろ

う。

　市場の価値基準は効率である。社会におけ

る価値基準は公正であり，その最大の担い手

は労働組合である。労働組合がこうした社会

的機能を発揮していくため，単組，産別，ナ

ショナルセンターがそれぞれの役割と責任を

果たしていかなければならない。

②不況の中で問われる労使対等

　企業が大幅な人員削減計画を発表すれば株

価が上がり，雇用を守る企業は格付けが下げ

られる。こんな市場万能の風潮を背景に，多

くの企業で長年にわたって積み上げられてき

た労使関係を顧慮することなく「何でもあ

り」のリストラが横行している。こうした企

業行動は，バブルに走ったのと同じ論理で，

ちょうどその裏返しでしかない。

　間われるべきは企業の雇用責任であるが，

労働組合の対応も十分であろうか。労働組合

には，社会的責任を果たそうとしない経営者

に対しては断固抵抗する「ものわかりの悪

さ」が必要だろう。いまこそ労使が真に対等

の関係に立って，不況に抗し，雇用を守って

いくことが課題になっている。

③　雇用形態の多様化に対応して

　産業構造の変化とともに，就業形態の多様

化や労働条件決定の個別化に労働組合がどう

対応するかも問われている。労働者の利害や

関心を一律にくくることは難しくなっており，

個人の多様な働き方や生き方の選択をサポー

トすることも労働組合の役割となっている。

　しかし，このような多様化や個別化が，そ

こに集団的労使関係の排除を伴うなら，それ

は企業にとって選択肢の多様化を意味しても，

働くものの選択可能性の拡大にはつながらな

い。集団的労使関係の基盤の上にこそ，個人

の多様な選択が可能になる。

④産業民主主義，参加の促進

　21世紀の労働運動の基本戦略として，あら

ゆるレベルにおける参加を追求していく。企

業レベルにおける労使協議の深化，産業レベ

一 28一



ルの労使協議の制度化を通じて，産業民主主

義を強化しなければならない。さらに，社会

的分配の観点から，国（地方）レベルの政策

形成に積極的に参加していく。参加なしに，

企業，産業レベルの分配の公平は担保されな

いし，マクロにおける完全雇用と福祉国家の

構築も実現を期しえない。

　コーポレート・ガバナンスにおいては，す

べてのステークホルダー（利害関係者）の権

利が保障されなければならず，とりわけ従業

員については，労働組合や従業員代表を通じ

て，経営方針の決定に参画する道が確保され

るべきである。それが企業の長期的発展の制

度的保障になると確信する。

⑤活性化に向けて…自己革新と挑戦

　労働組合が21世紀に向けて再び活力を取り

戻し，その社会的役割を発揮していくために

は，単位組合，産別組織，ナショナルセン

ターの各レベルでの自己革新と新しい課題へ

の積極的な挑戦が必要である。

　わが国の労働組合の基本的組織形態は企業

別組合であり，そのこと自体は今後とも大き

く変わることはないだろう。しかし，パート

や派遣，契約社員などさまざまな雇用形態が

広がる中で，企業内組織率も低下しており，

正社員を対象とするだけでは十分な組合機能

を果たせなくなる。労働組合の活動が従来の

ままの形で企業内にとどまるなら。その活動

は社会的広がりを持たず，影の薄いものとな

らざるをえない。

　産業構造の転換が進む中で，雇用確保や労

働移動に関する基準，個別賃金の産業別標準

化，さらには産業政策の担い手として，産業

別組織の役割がますます重要になってくる。

産業別組織がその機能を十分発揮するために

は一定の規模が必要であり，産別の統合，再

編がいっそう進められなければならない。

　さらに，未組織の働く仲間や国民全体への

働きかけを強め，NPOや各種団体と連携し，

運動のウィングを広げて社会的影響力を拡大

していく。

⑥21世紀へ，労働運動の役割と責任

　これからの労働運動が改革と挑戦を行って

いくには，労働運動を担う人材育成も重要な

課題となる。その上で必ずしも成長が与件と

ならない中でのこれからの労働運動において

は，公正な分配こそが課題となる。

　そして，公正とはルールに基づくことであ

り，社会的なルールをつくるためには，参加

が保障されなければならない。

　参加は責任を伴う。労働運動は，「抵抗」

から「要求」そして「参加」へと，運動のレ

ベルを歴史的に発展させてきた。労働運動が

歴史的に到達した地平にそって，いま我々

は，21世紀を切り開く役割と責任を担ってい

く。
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女性の家族責任と仕事意欲

ポジティブ・

アクションの可能性一

　南山大学外国語学部

助教授藤本　哲　史

　男女雇用機会均等法の施行から13年が経過

した。ようやく法の改正が実現し，我が国は

雇用の男女平等化への第2ステップを踏み出

した。この均等法改正に寄せられる社会的期

待は大きいが，そもそもこの法が本格的に見

直されることになった根本的な理由は，昭和

61年に均等法が施行されて以来，職場の女性

の雇用環境や労働条件がほとんど向上しな

かったことにある。男女の均等な取扱いが求

められるようになり，企業が従業員雇用管理

の男女平等化のために努力を払ってきたこと

は確かである。むしろ，均等法を意識せずに

雇用管理を進めてきた企業は皆無のはずであ

る。しかし，事実上「雇用管理は男女別」を

暗黙の原則としてきた企業が大多数であるこ

とは明白であろう。もちろん，かつてに比べ

れば女性の配置範囲は拡大したが，多くの企

業では女性は基本的に短期勤続であるという

前提にたち，補助的業務を女性従業員に配分

するケースが多いこと，また広範囲に及ぶ職

務知識習得のための配置転換や，昇進昇格に

伴う教育訓練の機会が依然として女性には乏

しいなど，女性と男性従業員の処遇が不平等

に行われてきているのが現実である。表面的

な変化の裏では，男女不均等の機会と待遇の

土壌が13年間不変のまま存在してきたと言っ

ても過言ではない。

1．女性の雇用と家族責任

　女性に不利になりがちな従業員雇用管理は，

しばしば女性が抱える家族責任に根拠がある

とされる。すなわち，基本的に女性は育児な

どの家族責任を最重視しており，仕事よりも

家族の都合を優先することが多いため，昇進

昇格などの処遇においては必然的に男性より

も不利になるとする見方である。この見方は

企業の管理職に広く浸透している。平成7年

に発表された「経団連・女性の社会進出に関

する部会」実施の「女性の働き方に関するア

ンケート調査」の報告によると，企業の管理

職（人事部長）が考える女性活用の阻害要因

の中でも最も割合が高い要因は「出産育児の

可能性」で，「阻害していると思う」と「や

や思う」を合わせると全体の76％がこの点を

指摘している。また，この要因の他に「女性

のプロ意識の低さ」が75％，「女性は長く勤
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めないものという社会通念」が60％と高い比

率を示しているのに対し，「公私の別の希薄

さや長時間労働などの日本的職場慣行」や

「企業の女性社員への期待感の薄さ」を挙げ

た管理職はいずれも40％台に止まっている。

出産・育児は家族責任の中でも負荷量の高い

ものだが，女性のプロ意識の低さや短期勤続

を理由として挙げることも背後では家族責任

と関連していると考えられる。これらのこと

から，管理職が考える女性活用の阻害原因は

女性従業員個人にあり，特に女性と家族の関

係に根拠を求める傾向が強いといえる。

　確かに日本の家族の現状を考える限り，家

事・育児等の責任が女性の肩に重くのしか

かっていることは事実である。また，NHK

放送文化研究所の調査（1994年）によると，

女性は出産を契機に仕事をやめることが望ま

しいと考える人は，出産しても仕事を継続し

ていくことを望ましいと考える人よりも多い。

しかし，家族責任を負うことは，どの程度仕

事の阻害要因になるのだろうか。もちろん，

家族責任を果たすことには時間的な拘束が伴

うし，かなりの身体的エネルギーも要求され

る。例えば，出産の際には一定期間の休業が

必要となるし，乳幼児の親となれば時間的フ

レキシビリティーは著しく減少し，育児責任

を負わない従業員に比べればはるかにフット

ワークは重くなる。そのためキャリアを一時

中断しなくてはならない可能性も高い。しか

し，仕事には意欲やコミットメントといった

生産性に少なからず重要な影響を与える心理

的要因も関連している。このような心理的側

面も家族責任の影響を受けるのだろうか。確

かに，家族責任を抱えながら働く女性は仕事

に対する真剣さが足りないという批判的意見

を耳にすることは多い。また，そのような憶

説が企業における女性従業員の積極的活用を

困難にしているのも事実であろう。実際に経

済学では，女性の家族責任が仕事に対するコ

ミットメントや生産性を低下させることを理

由に，賃金や昇進等における男女格差を必然

的結果と見る傾向が強いと言える。

　だがもう一方で，女性の仕事意欲の低さは

職務や職場の構造の反映であるとする見方も

ある。一般的に，女性が集中する仕事には金，

権威または機会などの資源が不平等に分配さ

れる傾向が強く，そのことが原因となって意

欲やコミットメントが低下する可能性は高い。

この見地にたてば，女性は家族生活を重視す

るため相対的に仕事への意欲が低下するので

はない。むしろ，家族責任を負う女性が，訓

練コストや離職時のリプレースメント・コス

トが低い仕事へと隔離されており，さらにそ

のような仕事は動機づけ要因に乏しいため，

その結果女性の意欲が低下すると見るべきで

はないか。この考え方に従うならば，そのよ

うな仕事やポジションに置かれた従業員は女

性であろうと男性であろうと意欲は低下する

はずである。

2．家族責任と仕事意欲の関係

　果たして，家族責任が意欲を低下させるの

か，あるいは職務や職場構造に意欲を低下さ

せる原因があるのだろうか。この問題を検証

するため，1992年に愛知県で実施された働く

女性従業員2000人を対象とする調査のデータ

を用いて分析を行った。この分析では，女性

の仕事に対する意欲を「私にとって仕事は人

生のうちのもっとも大きな目標の一つだ」，

「仕事を続ける上で専門知識・資格・昇進な
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どに関する具体的な目標をもっている」，「私

は昇進について男性と全く同等の機会を持ち

たい」，「私は男性と全く同等の職務を担当し

たい」，「私は男性と全く同等に人事異動した

い」，「私は男性と全く同等に教育研修に参加

したい」という6つの質問項目（反応尺度は

5件法）を合成尺度化して用いている。この

分析は現在も進行中だが，これまでにいくつ

かの興味深い結果が得られている。まず未婚

と既婚の女性の間（すなわち家族責任の負担

が異なる女性間）には仕事意欲の有意差は現

れなかったのに対し，職務特徴の違う女性間

で比較を行うとはっきりとした意欲の格差が

現れた。例えば管理職と一般職の女性の仕事

意欲を比較すると，管理職女性の意欲の方が

明らかに高い。もちろんこの結果だけでは，

管理職に就いたために仕事意欲が高まったの

か，あるいはもとより意欲が高かった女性が

管理職として登用されたのかどうかを判断す

ることはできない。また，男性補助的な職務

能力を期待されている女性とそうでない女性

（すなわち基幹的職務能力を期待されている

女性）の間の比較では，後者の方が仕事意欲

が高いという結果が出ている。これら以外に

も，女性集中職（事務およびサービス職）で

働く女性の方がそれ以外の職種で働く女性よ

りも仕事意欲が低いのに対し，女性占有率が

高い業種の企業に勤める女性の方が低占有率

業種の女性よりも仕事意欲が高いという結果

も出ている。また因果関係について検証した

ところ，既婚と未婚の違いは仕事意欲に対し

て全く影響を与えていないのに対し，職務特

徴が意欲に与える影響が目立ち，特に男性補

助型の業務能力が期待されるほど，仕事に対

する意欲は低下するという結果が得られた。

3．ポジティブ・アクションと女性活用

　これらは中間結果であるため，さらに緻密

な分析が必要だが，これらの結果は何を示し

ているのか。ロザベス・モス・カンターは

1977年の著書‘‘Men　and　Women　of　the

Corporation”（邦題「企業の中の男と女」で，

女性であっても機会が多く与えられれば男性

同様職務に対する意欲が高まり仕事に専心す

るようになると指摘している。この指摘はま

さに今回の結果を裏付けていると言えるので

はないか。家族責任を抱える既婚女性従業員

であっても，積極的に基幹業務を任され，早

期のうちに管理職登用されれば職務意欲が高

まり仕事にコミットするようになる可能性が

高い。改正均等法ではポジティブ・アクショ

ンが奨励対象となったが，まさにポジティブ

・アクションは女性従業員の実践活用を展開

するための鍵であると言える。ポジティブ・

アクションとは雇用者が自主的に男女不平等

解消のために講ずる措置で，例えば，もしも

現在営業職に女性がほとんど配置されていな

ければ当分の間は積極的に女性を営業職に配

置したり，女性管理職が少なければ当分の間

は積極的に女性を管理職登用するなど，一定

の方針を決めて行う積極的取り組みのことを

指している。家族責任のある女性従業員はポ

ジティブ・アクションを通して優先的に能力

発揮の機会を与えられるべきだが，この措置

によって革新的な職務配置や役職登用をする

だけでは女性の家族責任との摩擦は増すばか

りで，むしろ葛藤につながる可能性も高い。

従って，企業は従業員の仕事と家族生活の両

立支援，とりわけ育児・介護支援においても

ポジティブ・アクションを展開する必要があ
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ろう。残念ながら今回の改正均等法に盛り込

まれたポジティブ・アクションの項目には，

このニュアンスはあまり感じられない。

4．育児休業制度の普及と利用状況

　仕事と家族生活の両立支援の中でも，特に

強い法的圧力によって導入が促進されたのが

育児休業制度である。我が国では育児休業法

が1991年に法制化され，翌年1992年に施行さ

れたが，1995年4月からはその適用範囲が従

業員30人以下の事業所にも拡大されている。

現在ではすべての事業主が，1歳未満の子ど

もをもつ従業員に対して，その子が1歳にな

るまでの期間の休業を認めることを義務付け

られている。1995年にニッセイ基礎研究所が

財団法人こども未来財団の委託で実施した調

査によると，1995年の時点で育児休業制度規

定を有する企業に関して制度が導入された時

期について見てみると，1992年以前に導入し

た企業は全体の13％と低い割合であるのに対

し，育児休業法が施行された1992年に導入し

た企業がほぼ50％と突出しており，1993年導

入の企業が約14％，1994年以降に導入した企

業が20％と，育児休業法の法的圧力が企業の

制度導入に強い影響を与えたことがわかる。

　1996年に労働省女性局が行った「女子雇用

管理基本調査」によると，就業規則等に育児

休業制度の規定がある事業所は全体の61％で

あり，1993年度の51％から10％上昇している。

制度規定がある事業所の割合を事業所規模別

にみると，500人以上の大規模事業所では97％

とほとんど全てが導入しているが，100人～

499人の事業所では81％と若干導入率が下が

り，30－－99人の小規模事業所では55％と2事

業所にひとつの割合でしか導入していない。

これらは1993年の割合とほとんど変化がなく，

育児休業の導入は事業所規模によって格差が

大きいことがわかる。

　育児休業の取得利用状況をみると，利用者

のほとんどが女性である。1996年の労働省の

調査によると，出産者（配偶者が出産した男

性を含む）のうち，実際に育児休業を取得し

た者の男女比は女性約99％，男性約1％であ

り，子どもを出産した女性従業員の45％が育

児休業を取得しているのに対し，配偶者が出

産した男性従業員で休業取得した者の割合は

わずかに0．8％である。また，女性取得者割

合を事業所規模別にみると，500人以上の大

規模事業所では47％，100人～499人の事業所

では44％，30～99人の小規模事業所では52％

であり，規模が小さい事業所ほど女性の休業

利用者が多くなる傾向がわかる。これは，上

述した事業所規模と休業制度導入の関連とは

逆のパターンであり，小規模事業所では制度

そのものが導入される可能性は比較的低いも

のの，制度を導入している小規模事業所では

取得利用可能性が高い点が興味深い。

5．ポジティブ・アクションと

　　　「家族に優しい」職場環境整備

　現状では育児休業は女性だけが取得してい

ると言っても過言ではないが，男性にもこの

制度の取得資格があることは今さら指摘する

までもない。今年3月に始まった厚生省の少

子化対策キャンペーンは，「育児をしない男

を，父とは呼ばない」というコピーと安室奈

美恵の夫であるSAMが起用されたことで話

題を呼んだ。しかし，このキャンペーンにつ

いて厚生省に寄せられた意見は支持の声から

反発まで賛否両方だったという。特に，男性
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から寄せられた反発意見には，育児に参加し

たくても長時間労働で時間が割けないという

ものが多く，「家族に優しくない」職場環境

が男性の家庭参加を妨げていることを指摘し

ている。このような仕事環境の改善にもポジ

ティブ・アクションは積極的に適用されるべ

きである。そして，その効果は大いに期待で

きる。国はただ父親の育児参加を求めるだけ

でなく，育児参加が可能な労働環境の整備に

向けて企業に対し積極的取り組みを誘導しな

くてはならない。ポジティブ・アクションの

措置とは，女性を優遇する措置だけではなく，

男女両方を対象として行う措置も含んでいる。

男性が家庭に戻ることを容易にする措置は，

結局女性の家族責任を緩和し社会へ進出する

ことを促進するはずである。

　これから我が国が雇用の男女平等化を進め

ていくうえで，女性人材の積極的活用と仕事

と家族生活の両立支援は必須条件である。一

般的に女性の仕事意欲は低いとされている。

しかし，意欲を殺いでいるのは女性の家族責

任ではなく，動機付け要因に欠ける女性の仕

事そのものであり，キャリァか家族のどちら

か一方にウェイトを置くことを暗黙の原則と

する雇用管理の実情である。
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企業の西暦2000年問題

はじめに

　現代の経済は，ジャスト・イン・タイム・

エコノミーと呼ばれるように，流通をネット

ワーク化し，在庫を極力保有しないシステム

の上に成り立っている。Y2K問題は，この

高度にネットワーク化が進んだ現代の社会・

経済システムを直撃する。このシステムの中

の何処か一つのコンピュータ，マイコンチッ

プが正常に作動しなければシステム全体が，

機能麻痺を起こす可能性がある。

　これは，世界レベルで考えれば国際金融シ

ステム，国際通信システム，国際貿易，エネ

ルギー供給，安全保障等，国家レベルで考え

れば国内経済，交通・物流，治安維持，国防，

行政サービス等に，また，地域・自治体レベ

ルでは，電力・ガス・水道といったライフラ

イン，医療・社会基盤サービス等住民の生活

に不測の事態が同時多発的に発生するかもし

れない危険性を内包している。

　このことは，企業にとってみれば，自らの

オフィスや生産ライン等でのY2K問題ばか

りでなく，企業を取巻く外部要因，すなわち

エネルギー供給，原材料の供給，製品の発送，

蕊
　　日本電気株式会社

　　　産業政策企画室

担当部長原　田　　　泉

輸出入から，従業員の通勤，生活まで，2000

年の1月1日以降平常通りに業務を継続でき

るかどうか，大きな不安が存在するのである。

これは正に経営の根幹を揺るがす問題であり，

これに対する備えは万全を期さなければなら

ない。

　西暦2000年まで，既に200日間をきり，深

刻な事態を回避するためにも，一層の対応の

推進と危機管理計画の作成が現在望まれてい

る。

1．西暦2000年間題（Y2K問題）とは

　コンピュータプログラムの年号処理は，例

えば1998年を「1998」と4桁で処理する方式

と「98」と下2桁のみで処理する方式の2つ

が併存している。後者の場合，2000年は

「00」と入力することになるが，Y2K問題

未対応の場合，コンピュータはこれを「1900

年」と間違って認識してしまい，演算ミスや

入力不能などの現象が生じ，それによってコ

ンピュータの機能が停止したり，異常な動作

を引き起こすのである。これがいわゆるY2

K問題である。こうした問題はコンピュータ

のシステムだけで発生するのではない。日付
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処理を行なうマイコンチップ等の部品が組み

込まれている機器の中にもY2K問題発生の

可能性がある。

　ここで注意しなければならないのは，マイ

コンチップすべてにY2K問題が存在するわ

けではないということだ。問題となるのは，

主に日付管理等の機能を持つマイコンであり，

それもマイクロチップそのものではなく，そ

こに焼き付けられているプログラムにY2K

問題対応が施されているかどうかが問題なの

である。

　Y2K問題対応がなされていないプログラ

ムをもつマイコンチップを内蔵している機器，

すなわちビデオなどの家電機器から通信機器，

生産設備，制御機器，プラントなど，身の回

りの機器から通信，エネルギー等のインフラ

系の設備等に至るまで，トラブルの可能性が

存在するのである。しかし，そのプログラム

は，基本的にそのマイコンチップが組み込ま

れている機器の製造元が設計しており，その

結果，彼らしか問題のあるなしを知り得ない

のである。

　Y2K問題未対応のコンピュータ・システ

ム，マイコンチップを内蔵する機器・設備等

を持つ組織（企業，自治体など）では，2000

年の1月1日に例えば，設備の停止によって

生産活動が中断するとか，コンピュータ・シ

ステムが停止してすべての伝票処理ができな

くなるなどの問題が発生し，その組織の活動

が通常通りに行われなくなることが考えられ

る。

　また，問題となる日にちは，1月1日ばか

りでなく，2000年の最初の営業日である1月

4日，最初の請求処理日の1月17日，最初の

月末である1月31日，特殊な閏年の2月29日，

最初の年度末処理の3月31日等の日にもトラ

ブルが発生する可能性があり，危機管理計画

等での対応が必要となる。

　その上，現在のように多くの社会活動が電

子ネットワークの上で行われていると，一つ

のコンピュータでのトラブルがネットワーク

を通じ多くの組織に波及する可能性があって，

そのため自らのシステムが完全にY2K問題

に対応していたとしても，それで大丈夫だと

は言えないところにこの問題の深刻さがある。

2．内外のY2K問題への取り組み

（1）Y2K問題の世界での取り組み

　Y2K問題が世界的な問題であることは議

論の余地がないが，問題認識の広さと深さ，

国家や企業の対応姿勢，そして実際の対応進

捗状況を見ると決して世界各国が一様という

わけではない。その結果，Y2K問題に伴う

インパクトは国ごとに差異が生じ，場合に

よっては大きなカントリーリスクの発生，中

長期的な経済へのダメージという事態も起こ

りうるという。

　世界的に「西暦2000年問題は大間題であ

る」ことを認識し，本格的な対応への呼びか

けや啓発活動が始まったのは，1998年に入っ

てからである。98年4月，国際決済銀行

（BIS）が主催する2000年間題円卓会議にお

いて問題意識が世界的に高揚したことをきっ

かけに，翌5月のG8・バーミンガムサミッ

トで，「2000年問題は国際社会に対して，特

に国防，運輸，電気通信，金融サービス，エ

ネルギー及び環境各セクターにおいて，甚大

な影響をもたらす重要な課題」との要旨のコ

ミュニケが採択されるに至り，初めて，先進

国が西暦2000年問題を「重大問題」と認識し，

情報の共有等各種協力を行おうとする共通の

土俵ができあがったのであった。
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　しかし，コミュニケが採択されたとはいえ

実際の対応についてはあくまで各国の問題で

あるため，実効性に乏しいものであったこと

も否めない面もあった。

　その後，10月にはロンドンで国際機関，各

国政府，企業の3部門が集結した初めての国

際会議「Global　Year　2000　S㎝㎜it」が開催

され，さらに12月には国連の主催の下，110

力国以上のY2K問題政策担当者が一同に会

した「National　Y　2　K　Coordinators　Meeti皿g」

が開かれるに至り，漸く発展途上国も含めた

国際的な協力体制構築への足がかりができて

きた。

　このように，世界的な対応は遅い面もある

のだが，各国レベルになると対応開始の時期

にずいぶん大きな違いがある。例えば，英国

では既に96年7月に政府の肝入りで
「Taskforce　2000」という独立組織を設置，97

年9月からは「Action　2000」と呼ばれる行

動計画の実施に移っている。日本の場合は後

述の「行動計画」の策定が98年9月であるか

ら英国に比べ明らかに1年は遅れていること

になる。

（2）積極的な対応を進める米国

　米国では，危機管理の視点から，ライフラ

インの機能がY2K問題によって停止したと

きの影響を早くから認識し，対応を進めてい

る。

　また，民間部門の対応がより積極的で，米

産業界におけるY2K問題関連の投資額は

1500～2250億ドルに達するとみられ，特に金

融部門の投資規模が大きい。例えば，シティ

バンクは2000年までに6億ドル以上の対策費

を見込んでおり，その額は今後さらに増える

可能性が高い。また，多くの企業が取引関係

のある企業に対してY2K問題の対応状況に

ついてアンケートを送付し合い，調査を行

なって，対応が遅れている企業に対しては取

引を停止する等の姿勢を見せるなど，自社の

外部に起因する被害を最小化するための対策

もとっている。

　証券取引委員会（SEC）は，97年から企業

がSECに提出する四半期及び年次報告書の

中で，Y2K問題に関する情報開示を強く求

めている。その結果，約70％の企業が情報公

開を行ったが，SECはその内容に満足せず

98年7月に改めて通達を出した。その中では，

①その企業の対応進捗状況，②対応にかかる

費用，③予測されるリスク，④コンティン

ジェンシープラン，について記述するよう強

く求めており，SECは違反した企業を告発

している。これに呼応するかのように，ムー

ディーズ，S＆Pに代表される格付け機関は，

Y2K問題の対応状況を格付けの判断基準の

ひとつとする旨発表している。

　連邦政府も98年2月にクリントン大統領直

轄の対策委員会を設置，大統領自身も7月に

「2000年問題総合戦略」を発表し注目を集め

た。議会は公聴会を開き政府機関のY2K問

題対策に目を光らせている。

　また10月には「Y2K情報公開法」（Year

20001nformation　and　Readiness　Disclosure

Act）を制定した。この法律は，①2000年問

題に関する情報の開示が善意である限り，そ

の情報が誤りであったとしても，その情報を

訴訟の根拠として用いることはできない　②

適切な告示をすれば，1996年1月以降に行っ

ていた情報開示をもって，本法による情報開

示と見なす③インターネットのWebサイ

トを情報開示の手段と認める　④2000年問題

に関する企業間の情報交換を独占禁止法の対

象とはしない。などを内容としている。
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　このように米国では，企業の情報公開内容

に対する免責規定を設けることによりY2K

問題に関する情報開示を社会全体として進め

る環境を整えているのである。

　一方，この法律は，一種の弁護士対策とい

う面も持ち，「訴訟社会」としての米国の特

徴を反映したものでもある。

このほか，99年4月には，「小規模事業2000

年準備法」が制定され，中小企業に対して，

情報システムのY2K問題対応に必要な資金

の融資を政府が保証するした。

（3）日本の取り組み

　米国が積極的に対応している一方で，日本

の取り組みが遅れているという批判が98年に

入って高まってきた。このような状況下，日

本政府は漸く同年9月8日に「西暦2000年間

題に関する顧問会議」を設置，同会議での諮

問を受けた形で，9月11日には小渕首相自ら

が本部長をつとめる高度情報社会推進本部に

おいて「西暦2000年間題に関する行動計画」

が発表された。

　この「行動計画」では，Y2K問題への対

応について更なる周知徹底を行ない，官民双

方に具体的な行動を求めている。中央官庁に

対しては，重要度の高いシステムに対し期限

（1999年6月末）を決めて対応完了と模擬テ

ストの実施を要請し，地方を含めた官全体で

は，模擬テストの実施や四半期ごとの報告，

不測の事態が生じたときの危機管理計画の策

定といった具体的な行動を要請している。

　民間に対しても「総点検事項」を提示し自

主的な対応を促し，その上でライフラインな

ど社会経済活動上重要な分野については，所

管官庁が業界団体を通じて模擬テストの実施，

危機管理計画の策定，対応状況の情報提供な

どの徹底的な対応を求めている。

　また，98年12月，「西暦2000年問題に関す

る顧問会議」の下に作業部会が設置され，危

機管理計画に関する具体的指針の作成，危機

管理マニュアルについての詳細な検討が行わ

れることとなった。Y2K問題のインパクト

は測定不能であるだけに，ともすると危機内

容の想定，危機発生時に備えた対応策の策定

を怠りかねないとする認識のもと，日本がこ

れまで得意としない危機管理という分野であ

るが，小渕首相の指示により4月9日に「企

業向け危機管理の手引き」が作成された。

　以上のように，ここにきて日本の対応もか

なり体系的かつ具体的になってきた。

しかし，未だ，中小企業や地方自治体の取組

みには，不十分な点が多く，遅れが目立って

いる。この遅れを是正するには，対応コスト

についての考慮が必要である。全世界でY2

K問題の対応にかかるコストは総額で1兆

6000億ドルにのぼるという試算もあり

（Software　ProductiVity　Research），これは実

に世界全体のGDPの4～5％に相当する。

しかし，日本経済の現況を鑑みるに，政府，

企業が対応コストを捻出するのは相当厳しい。

特に中小企業を中心に資金不足や貸し渋りか

ら対応が遅れており，懸念が現実のものとな

りつつある。

　政府は，これに対し昨年度より中小企業庁

を中心として，Y2K問題対応のための中小

企業支援対策を打ち出している。具体的には，

システムエンジニアの無料派遣事業や，全国

の中小企業地域情報センターを窓口とする無

料相談，Y2K問題に対応してコンピュータ

等を入れ替える中小企業への特別な融資，コ

ンピュータの入れ替え等の際の税制措置など

である。この中でY2K問題に対する特別融

資制度を例に取れば，従来より都道府県が，
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中小企業の設備近代化のためにリース事業や

割賦販売事業を行ってきた制度を利用し，通

常より5％低廉なリース料などを設定するほ

か，保証や担保についても要件を緩和すると

いう内容になっている。この他，中小企業金

融公庫や国民金融公庫などの政府系金融機関

による低利融資制度は，Y2K問題に関して

担保要件を大幅に緩和する特例を設けている。

3．生産システムへの影響と取り組み

（1）生産ラインにおけるY2K問題

　製造業企業の生産ライン等でY2K問題へ

の適切な対応を怠った場合の具体的なトラブ

ルの事例を想定してみると，たとえば，2000

年以降生成されたデータがコンピュータ内で

1900年と判定されると古いデータの扱いをさ

れ，履歴検索，データセーブ及び表示処理が

出来なくなったり，データの消去，ファイル

が破壊される場合が考えられる。この現象は，

ある種の装置では，これまで製造されたロギ

ングデータが破壊・消去され生産停止に陥っ

たり，品質管理等の量産体制維持不能となる

可能性があり，また，定期メンテ期間の指示

誤りにより部品の交換，設備の点検保守が行

われなかったため設備のトラブル又は突然の

停止に見舞われることも想定される。たとえ

ば，SMT実装ラインでは，新規部品のデー

タ登録ができなくなり自動実装不能となった

り，あるいはパッケージ検査装置での自動検

査不能等も考えられる。これらSMT実装や

パッケージ検査等の，人手では困難な自動化

設備の動作不能は，直ちに生産停止につなが

る要因を含んでいる。

　一方，製品，部品調達の場面では，ある製

品をOEMで調達している場合，そのOEM

メーカーやOEMメーカーに部品を供給して

いる部品メーカーの生産がコンピュータの誤

動作でストップすれば部品等の供給が止まり，

製造ラインがストップして出荷が出来なくな

り大損害を被りかねない。このため，自社の

調達システムやOEMメーカーの対応策に対

しての十分な確認が必要となる。また，取引

きのある協力メーカーに対してもOEMメー

カー同様のY2K問題対策の確認が必要とな

るのである。

②　トラブル回避の3ステップ

　こうしたトラブルを回避するために生産ラ

インにおけるY2K問題対応には次の三つの

ステップの対応が考えられる。

　第一のステップは，Y2K問題対応チェッ

クの徹底である。社内のありとあらゆるシス

テム，設備を調べ，疑問のあるものについて

はきちんと調査し，対応策を実施することが

第一である。そのためには，まず調査の初期

の段階で対象設備をもれなくリストアップす

る事が肝要で，生産設備の場合は固定資産台

帳からリストアップすることや，測定器の場

合は計量管理システムデータからのリスト

アップも一つの方法である。そして，関係す

る技術部門がリストに基づき直接現場で一点

一点の対策要否の判定を確実に行うことが必

要である。マイコンチップを内蔵した設備も

多数稼働しているはずであり，各種の設備と

パソコン等を組み合わせてシステムとして稼

働しているものもあると思われる。設備製造

メーカー等と協力し，設備単体及びシステム

化された設備，ラインの徹底的な洗い出しが

必要である。

　第ニステップは，トータルサプライチェイ

ンに対する対応状況の確認と問題点の洗い出

し及び対応策の実施である。インターネット

による商取引きやデータ授受が行われている
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今日，社内の対応が完了しただけではY2K

問題の影響を免れることは出来ない。部品，

資材等の供給先を含めた対応に注意を払わな

ければならない。自社の製品は，一般にこれ

らのメーカーからの部材，部品，製品及びソ

フトウエア等によって完成されるものであり

OEMメーカー，部品・部材メーカーからの

製品，部品，材料供給のストップ，そして万

一の場合，電力，ガス，水道等といったイン

フラサプライヤからのエネルギー供給が停止

することになると，その影響は工場システム

の停止，ひいては事業活動全体の混乱といっ

た事態へと繋がり，そのインパクトは計り知

れないものとなる。

　第三ステップは，危機管理計画の作成であ

る。万全な対策を講じたとしても2000年1月

1日を迎え全てがうまく行くとは限らない。

いかに周到に準備をしても先述のようにY2

K問題に見舞われた取引先からの重要部品が

ストップするかも知れず，人間のやる事であ

るからある程度の「抜け落ち」や「もらい事

故」があることを覚悟して，それらから生じ

るであろう生産の混乱を想定し，不測事態に

備えるための危機管理計画の立案，対応策の

準備を行なわなければならない。

③　工場付帯設備での対応

　他方，工場付帯設備の場合，設備を大別す

ると①受変電発電設備，ボイラ・冷凍機等冷

熱源設備，ガス・給排水設備などのエネル

ギー設備②クリーンルーム，エネルギー設

備の運転監視システムから構成されている。

ここでは，単体設備システムはもとより，こ

れら設備とネットワークで接続された運転監

視システムとの連携に問題がないかの総合的

視点からの対策要否の判定を行い適切な対応

をとらなければならない。また，工場付帯設

備に関連しては，最悪のケースでは，エネル

ギー供給停止，運転監視，制御不能による生

産環境の悪化等工場全体の生産機能停止を起

こすことになるので，念には念を入れた対応

が必須である。当然のことながらインフラサ

プライヤの対応不備は，即工場機能停止に陥

ることにつながるので，電力，ガス，水道等

インフラサプライヤの対応状況を的確に調査

把握し，不測の事態に備えるための対応策の

準備が必要である。

4．Y2K問題は経営問題

（1）危機管理計画

　西暦2000年まで200日をきり，対策にかけ

られる時間も残り少なくなってきた。しかし，

地方自治体や中小企業のプログラム修正，シ

ステム再構築等のY2K問題対応はこれから

が本番であり，それが本格化する本年中旬以

降には，作業人員の不足という事態も起こり

かねず，未対応の組織に対しては，早期の着

手が望まれる。

　他方，前述のようにマイコンチップの中に

もコンピュータと同様の問題が発生する可能

性が指摘されており，これを使った設備・装

置等の誤作動や停止から，連鎖的不測事態の

拡大，ライフラインの切断，サプライチェイ

ン等物流の停滞，生産の停止等のトラブル発

生も考慮しなければならない。すなわち，企

業にとってみれば，Y2K問題は業務継続の

ための企業全体の経営問題として捉えなけれ

ばならないのである。この意味からも，今後

は，事前の対応策に加え，危機管理計画を対

応の中心に据えていかなければならない。

　Y2K問題対応の危機管理計画とは，　Y　2

K問題に起因する様々なトラブルが発生して

も，自社の事業を継続できるようにするため
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工場の想定障害事例

製品出荷

倉塵圃　くイニ霧イヤ〉
〈社内〉

lH・stコンピュータ1
　　　　團1．装置又はホストが2000年を　1900年と誤認識する2．各種データヒストリーの順序が狂う。（検索不能）
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　たは日付が正しく表示されない
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または、表示不能になる

2．ロギングデータの検索不可
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1生産設備
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　　　　　1

のデータ通

1．、．テム，寺計が19。。年に戻る　搬送システム1　または、表示不能になる　　　　　　　　1．システム時計が1900年に戻る2．ロギングデータの検索不可　　　　　　　または、表示不能になる3．2000年以降の日付が入力できない　　　　2．ロギングデータの検索不可4．装置間（ユニット間）　　　　　　　　　3．2000年以降の日付が入力できない　信に不具合が発生　　　　　　　　　　　　4．装置間（ユニット間）のデータ通　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　信に不具合が発生

の計画である。

　前述のように，まずは自社システムに障害

が発生しないよう颪潰しに修正を行い，模擬

テスト等も実施し，万一障害が発生した場合

にも，手作業も含むバックアップ・システム

を備える等の措置を事前に用意する必要があ

る。また，サプライチェインにも考慮し，納

入業者，生産委託先，運送業者，金融機関，

重要顧客等のY2K問題対応も調査して，不

備な場合は善処を求めるほか，在庫量の調整

や，代替業者の準備等も検討しなければなら

ない。これに加え，万が一であるが電気水

道，交通機関等のライフラインが停止する事

をも想定して，計画を策定しなければならな

い。また，2000年1月1日前後の出勤体制を

も含めた全社的緊急対応体制計画も準備して

おかなければならない。

　危機管理計画の策定にあたっては，前述の

「企業向け危機管理の手引き」を参考にする

ことはもちろん，四半期ごとに調査され公表

されるY2K問題対応進捗状況を見ながら，

ライフラインの対応も含め危機管理計画をフ

レキシブルに見直していくことも必要となろ

う。

（2）情報公開

　企業のY2K問題に関する情報公開では，

既に日本でも東京証券取引所が，国内上場企

業全社に対し，決算発表時に①Y2K問題へ

の対応方針　②取組み進捗状況　③これまで

の対応費用と今後支出が予想される金額，資

金調達方法③最悪の事態の分析と危機管理計

画の内容，を主な開示項目とする決算短信へ

の資料添付を行うように要請した。

　米国では証券取引委員会（SEC）が同様の
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情報開示を義務付けているが，昨年10月下旬

に公布された前述の「Y2K問題情報公開

法」をきっかけとしてY2K問題の情報公開

が，ベンダー，ユーザーともに促進されてい

る。日本でも同様の法案が，早急に立法化さ

れることが望まれる。

　また，ホームページを使っての情報公開も，

自社の取組みを社会に知らせる点から，重要

である。現在既にY2K間題のホームページ

を持っているところは，内容を更に拡充して

いく必要があろう。特にライフラインに関わ

る企業・組織は，進んでY2K問題対応の進

捗状況等を載せる必要があろうし，コン

ピュータ企業等のY2K問題関連製造業企業

は，対応促進にとって有効な製品及び危機管

理計画に対するチェックリストや，模擬テス

トの方法等も載せ，ユーザー・消費者等の利

便を図ることも肝要と思われる。

　いずれにせよ，一般の製造業の企業は，誠

意を持って迅速にできる限りの対応作業を遂

行して，問題の発生を可能な限り抑え，どう

しても避けられない問題，あるいは万一の不

測の事態に備えての「危機管理計画」も作り，

被害の極小化を図ることが，自社にとっては

もちろん社会的にも必要と思われる。

終わりに

　日本の場合，99年末においても恐らく景気

が本格的立ち上がりをみせていない可能性が

高く，そのような状況下でY2K問題で社会

経済全体に大きな停滞が発生することになれ

ば，再度の景気後退を誘発しかねない。Y2

K問題は，企業の業務継続・経営問題ばかり

でなく，日本経済にとっても極めて大きな関

門なのである。

　今後日本が本格的ネットワーク社会，デジ

タル・エコノミーに変わっていく過程で，こ

のY2K問題をいかに前向きに対処していく

かが，今後の日本のあり方を決める重要な

ファクターなるであろう。「災いを転じて福

となす」という意味からも，これを貴重な教

訓として今後，危機に強い電子ネットワーク

を社会的に構築していく必要があるようにお

もわれ，加えて，企業においてもあらゆる危

機に強い経営を実現していかなければならな

いと考える。

（注：本稿において意見にわたる部分は筆者

の私見である）
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〈新連載〉講座・男と女（第一回）

男女雇用機会均等法の改正と

　　セクシュアル・ハラスメント

ー
「流行語大賞」から10年たって

金城学院大学現代文化学部

教授杉　本　貴代栄

〈4月1日から施行された改正均等法〉

　1999年4月1日から，改正均等法（正式名

は，雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等に関する法律）が施行された。

1985年に成立した均等法の改正は，1997年6

月の国会で可決成立し，1999年4月1日施行

とされたからだった。改正均等法と同時に，

女性労働者に対する時間外・休日労働，深夜

業を規制していた労働基準法も改正されて施

行された。均等法が改正された背景には，こ

の10数年間で働く女性の数も分野も広がった

にもかかわらず，依然として女性が男性と均

等な取り扱いを受けていない現状があり，均

等法を強化することが求められたからだった。

均等法は1985年の成立時から，募集・採用，

配置，昇進における女性差別の防止が事業主

の努力規定であること，紛争を解決するため

の調停を行う機会均等委員会が充分機能して

いないこと等，その効力が懸念されてのス

タートだったが，今回の改正でそれらの弱点

については法の実効性を確保する措置が取ら

れた。また今回の改正では，新しい課題への

対応も加えられた。職場でのセクシュアル・

ハラスメントを防止するために，使用者に対

して雇用管理上の配慮義務を課する規定が設

けられたことがそれである。

　改正均等法は第21条で，職場において行わ

れる性的な言動によって，雇用する女性労働

者が労働条件において不利益を受けたり，ま

たは就業環境が害されることのないよう，事

業主に雇用管理上必要な配慮をすることを求

めた。そして，研修・啓発・相談窓口の設置，

迅速な対応などの労働大臣指針を示した。こ

の21条には罰則規定がないが，事業主に職場

におけるセクシュアル・ハラスメントの防止

を義務づけ，それが起きた場合，責任は事業

主にあると法的に認めたことの意義は大きい。

　1985年に成立した均等法には，むろんセク

シュアル・ハラスメントに関する条項はな

かった。それどころか当時では，セクシュア

ル・ハラスメントという言葉さえ一般的では

なかった。むろん言葉がなかっただけで，働

く女性たちはずっと以前から労働の場におけ

る性的な嫌がらせや労働権の侵害を受けてい

た。それにもかかわらず，それは名前さえ持
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たない「見えない」問題だったのだ。均等法

が施行されてから13年。改正均等法にセク

シュアル・ハラスメントの条項が加えられた

背景には，働く女性の権利を守る女性たちの

運動の広がりと，その運動が支持したいくつ

かの裁判などにより，セクシュアル・ハラス

メントが「見える」問題になったことがあげ

られる。

〈1989年の「流行語大賞」はセクハラ〉

　セクシュアル・ハラスメントという言葉

は，20数年前にアメリカの女性運動のなかか

ら生まれた言葉である。アメリカでは1970年

代後半から訴訟に持ち込まれ，公民権法第7

章に違反すると判決されたセクシュアル・ハ

ラスメントのケースが急増した。1980年に

「雇用機会平等委員会：EEOC」はセクシュ

アル・ハラスメントのガイドラインをつくり，

「代償型」と「環境型」の二つのタイプはと

もにセクシュアル・ハラスメントであること

を示した。上司から性的関係を持つよう要求

され，それに応じることが昇格の条件とされ

ることなどが「代償型」であり，性的な言動

やヌードポスターを貼ることなどが繰り返さ

れることで労働環境が悪化することが「環境

型」である。

　日本でセクシュアル・ハラスメントという

言葉が聞かれるようになったのは，1980年代

後半からであるが，当時は一部の研究者や関

心を持つ人だけが知っていたに過ぎなかった。

しかし1989年に，セクシュアル・ハラスメン

トという言葉は突然に「ブーム」を巻き起こ

す。各メディアは競ってセクシュアル・ハラ

スメントを取り上げ，その際使用された「セ

クハラ」という言葉は，年末の日本新語・流

行語大賞の新語部門で金賞を受賞した。1989

年に，一体何があったのだろうか？

　1989年8月に，初のセクシュアル・ハラス

メント裁判と言われた「福岡セクシュアル・

ハラスメント事件」が提訴された。学生アル

バイト情報誌の発行を中心とする出版社で働

いていたA子さんは，次第に重要な仕事をま

かされるようになる。それに対して男性編集

長はA子さんに関するよくない噂を流す。

「不倫をしている」「生活態度が乱れてい

る」「セックスが激しい」　・…　　。もちろ

んA子さんは抗議をしたが，職場での対立が

問題となり，上司らはA子さんに退職を要請

する。やむなく会社を辞めたA子さんは，編

集長と彼の言動に対して適切な処置をとらな

かった会杜を相手取って裁判を起こした。

「環境型セクハラ」を提訴した初めてのケー

スであった（ちなみに同裁判は，1992年4月

に福岡地裁で判決が出され，裁判所は編集長

の責任と，編集長の使用者としての会社の責

任を認め，165万円を支払うことを命じた）。

　この裁判の提訴を契機として，各マスコミ

は一斉にセクシュアル・ハラスメントを取り

上げた。それは例えば『日経ウーマン』が読

者アンケートを行ったように，セクシュアル

・ハラスメントの実態や女性たちの声を取り

上げたものもあるが，からかいや椰楡を含め

て「セクハラ」を取り上げたものの方が圧倒

的に多かった。「流行語大賞」を受賞するほ

どに「セクハラ」という用語を世に広めたの

は，皮肉なことにそれを茶化したり，問題を

すり替えた週刊誌などの男性メディアであっ

た。「セクハラをされているうちが花」「ブス

で仕事のできない女の言いがかり」「ブスが

セクハラを言い立てる」（『週刊現代』「週刊
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ポスト』『週刊文春』）といった枚挙にいとま

がない男性メディアからの一斉攻撃の背後に

は，「こんなこと」がセクシュアル・ハラス

メントであるはずがない，あってはたまらな

いという，男社会の「常識」が存在したので

ある。結果として「セクハラ」が多くの人に

知られる言葉とはなったのだが，「セクハ

ラ」とはセクシュアル・ハラスメントの略語

というよりはこのようなメディアによる「造

語」であるため，それ自体が差別的だとして

使用を避ける人もいる。

〈女性たちの運動とネットワークの広がり〉

　1989年に男性メディアによって不本意な伝

え方がされた「セクハラ」ではあったが，マ

スコミによる「一時のブーム」で終わらな

かった。労働の場での女性の抱える問題につ

いての運動が展開されたからである。既に

1980年代の終わり頃から，セクシュアル・ハ

ラスメントをめぐる運動がはじまっていた。

均等法が成立した後，「均等法に異議あり

！」として均等法の改正の検討を始めた女性

たちのグループから運動は開始された。「働

くことと性差別を考える三多摩の会」は，勉

強会のなかで出会ったデトロイトの女性団体

が出版したパンフレットを翻訳し，1988年に

「性的いやがらせをやめさせるためのハンド

ブック」という小冊子として出版した。セク

シュアル・ハラスメントという言葉に出会っ

た時，今まで胸のなかにひっかかっていた不

快なこと，働きづらさがやっと言葉を見つけ

た気がしたことが出版の動機であったという。

同会は，1989年末から，「セクシュアル・ハ

ラスメント1万人アンケート」を開始した

（1991年に学陽書房から，『働く女の胸のう

ち一女6500人の証言』として出版）。また

「福岡事件」に先立ついくつかの裁判一「西

船橋駅転落死事件（1986年）」や「山形交通

解雇無効確認事件（1987年）」を支持する運

動のなかからも，セクシュアル・ハラスメン

トという考え方は広まった。このような運動

の広がりがあったからこそ，「福岡事件」は

提訴されたと言うこともできるだろう。

　「福岡事件」の後，セクシュァル・ハラス

メント裁判は次々に提訴された。それらの裁

判を支持する運動も一層大きく広がり，100

件近くになるセクシュアル・ハラスメント裁

判のほとんどは原告側の言い分が認められて

いる。労働省は1993年の「女子雇用管理とコ

ミュニケーション・ギャップに関する研究会

報告」のなかで，はじめてセクシュアル・ハ

ラスメントを次のように定義した。「相手側

の意に反した性的な性質の言動を行い，それ

に対する対応によって仕事を遂行する上での

一定の不利益を与えたり，またはそれを繰り

返すことによって就業環境を著しく悪化させ

ること」。最近の裁判では，東北大学の大学

院の助教授に性関係を強いられるセクシュア

ル・ハラスメントを受けたとして同大学院の

助手だった女性が1千万円の損害賠償を求め

た訴訟の判決で，仙台地裁は原告の主張をほ

ぼ全面的に認め，被告に慰謝料として750万

円の支払いを命じた（1999年）。今までの裁

判による賠償額は300万円台で，これは過去

最高の損害賠償額である（現在，高等裁判所

へ控訴中）。

　またセクシュアル・ハラスメントは「職

場」だけでなく，男女の権力関係が存在する

他の場所でも起こることが認識され，学校教

育や大学のなかでも取り組みがはじまった。
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1997年にはキャンパス・セクシュアル・ハラ

スメント全国ネットワークが結成された。

〈セクシュアル・ハラスメントを防ぐために〉

　改正均等法の施行と同時に，非現業一般職

を対象に公務職場におけるセクシュアル・ハ

ラスメントの防止を目的とした人事院規則も

施行され，企業や自治体はセクシュアル・ハ

ラスメントへの対応策を求められることに

なった。セクシュアル・ハラスメントに対応

するためのセミナーが度々開かれ，社内向け

のマニュアルを作成したり，苦情処理窓口を

設けた企業もある。この2月に日経連出版部

から出版された『セクハラ防止ガイドブッ

ク』は，9万部も売れたそうである。

　その契機となった改正均等法にも，問題が

ないわけではない。罰則規定がないこと，ま

た改正均等法の規定は，「職場におけるセク

シュアル・ハラスメント」という文言になっ

ているため，「職場内」「勤務時間中」のよう

に狭く解されがちである。しかし，アフター

ファイブの接待や飲み会，送っていく途中で

セクシュアル・ハラスメントが行われること

も多く，「時間外」にも職場での関係が持ち

込まれがちな日本の職場環境においては「職

場内」を広く解して配慮義務の対象とする必

要があるだろう。また企業の対策が，米国三

菱自動車製造の轍を踏まないようにするため

のリスクマネージメントの発想になりがちで

あるが，「防止」することだけではなく，そ

れを生み出さない土壌つくり一女性を対等な

労働の場のパートナーとして認めること一が

なによりも求められているはずである。

　セクシュアル・ハラスメントをなくすこと

だけでなく，男性中心の社会や雇用のあり方

を見直し，ジェンダー・ハラスメント（女は

女らしく，女性は補助職といった性別役割分

担）をなくすことへと流れを変えること，今

回の改正均等法がそのための契機となること

が望まれている。

筆者紹介

　　杉本　貴代栄（すぎもと　きよえ）

〔略　歴〕

　東京生まれ。イリノイ大学シカゴ校の「マルチ

カルチュラル女性学研究所」の研究員，長野県短

期大学教養学科助教授を経て，1997年より金城学

院大学現代文化学部福祉社会学科教授。担当講義

は，ジェンダー論，入間福祉論等。

〔主な著書〕

「社会福祉とフェミニズム」（勤草書房）

「女性化する福祉社会」（　〃　）

「ジェンダーで読む福祉社会」（有斐閣）

「学んでみたい女性学」（ミネルヴァ書房，共著）

「日米のシングルマザーたち」（　〃　）他
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自主研究

グループ小規模部品企業の

「雇用動向と経営環境調査」

　　　　中部産政研

主任研究員丹羽研次

　今期より，中部産政研の自主研究として各主任研究員がそれぞれテーマを選定し調査研

究を試みた。

　今回は，減産が続く自動車産業のなかでも，一層厳しい状況とされる小規模部品産業の

実態をアンケートとヒアリングの実施によりまとめた。

要約と提言

☆売上高および収益の増減にバラツキが大き

　い。その要因は，取り扱う部品や業種の特

　性による偶然的要素が大きく今後も不透明

　な状態。

　小規模部品企業の売上高減少は、大手部品

企業に比べて減少幅が大きく厳しい実態で

あった。しかし，企業間ではバラツキが大き

く売上高増加の企業もある。売上高増減の要

因は，競争力や企業の経営戦略による要素は

一部であり，該当車種・車型の販売状況や軽

量化等による取り扱い部品と業種の特性によ

る偶然的要素が大きい。

　経営の抜本的な転換は難しく，納入先の発

注頼みの構図がほとんどである。賞与や昇給

に関する労働条件についてはゼロから納入先

を睨み納入先に近いレベルで回答との対応が

あったが，これも必ずしも経営環境と相関し

ていない様々な対応であった。

☆新規事業や販路拡大は売上増加・収益改善

　への柱となり得ることは非常に難しい。

　一部に新規事業・新製品や新たな販路拡大

を奨励する動きがあるが，小規模自動車部品

産業においては，売上増加・収益改善への柱

となることは非常に難しい。これは，①開発

・ 設計機能，営業部門が役割分担として納入

先に任せてあること（自社でのコスト負担す

ることは非効率かつ負担大），②新規部品開

発をしても，新規販路はほとんどのケースが

現納入先と競合すること（取り扱い部品分野

が納入先との分業または他の外注業者と並行

生産しているケースがほとんどであり納入先

の営業活動分野と競合），③自動車産業の生

産システムに対応しないこと（生産システム，

大量生産，安定した受注等々）による。

一 47一



　企業構造脱却には片手間の新規事業や現状

設備での新規分野（部品）への展開ではなく，

全面的に社運を賭けた事業転換に本腰を入れ

取り組む選択をしなければ企業の柱となる事

業の成功は成り立たない。

☆過度な安売り（安買い）合戦への危惧

　「縮小できていない設備能力」，「遅れてい

る雇用調整による人材の余剰感」，「最適調達

に代表される納入先のコスト優先方針（との

受けとめ）」により，生産量の減少にもかか

わらず過度な価格競争が展開されている。

　バブル崩壊以降の生産量減少や他のカー

メーカーとの競争激化の背景は充分踏まえつ

つも，企業の原価低減への活力や目標を超え，

現在の環境下であるがゆえの受注となってい

る。生産量拡大過程では原価改善活動で吸収

してきたが，これまでのスタイルと今回の状

況は異質である。

☆雇用調整は進行形であり更なる調整が進め

　られる

　企業の人員は依然として余剰感があり生産

減少に対応する迅速な雇用調整の対応ができ

ていない。したがって，今後も継続して更な

る雇用調整が進められる。

　これまで比較的容易に実施できた雇用調整

分野から今後は在籍する正規従業員に向けた

雇用調整の実施も含めて継続した課題となっ

ている。また，一方では新卒採用の抑制によ

る労務構成のアンバランスや従業員の高齢化

進行も懸念される。

☆「競争」と「グループの結束力」のグッド

　バランスを

　価格政策重視の方針転換による納入先との

取り引き継続の不安が，原価改善を伴わない

受注価格となったり設備投資の判断をためら

うことによる悪影響や，これまでの取引関係

（系列）が前提であった品質・納期を含めた

グループの生産システムとその一員であるプ

ライドに戸惑いが生じはじめてきている。

　「この部品はあなたに任せたと言ってくれ

た方が安くできるケースもあります」に代表

される長期的視点に立った投資判断やこれま

で培ってきた改善意欲・信頼関係と生産シス

テムで結ばれているグループの結束力を揺る

がすことのない「競争」とのグッドバランス

が求められる。

　小規模部品企業においては，グループー体

の生産システムと熟練技能に加え，情報化技

術等の新技術を活用しながら企業の管理シス

テムを更にレベルアップし，CQD（原価・

品質・納期）への更なる挑戦が求められる。

（詳細は51～55ページに掲載）
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「グループ小規模部品企業の『雇用動向と経営環境調査』」に寄せて

小規模部品企業の戦略について

名古屋大学経済学部助教授史

　近年，部品産業の経営環境に最も特徴的な

ことは国内自動車生産の減少，海外生産の拡

大である。国内自動車の生産台数は1990年の

1，349万台をピークに，その後95年の1，020万

台まで減少し続けてきた。96，97年はそれぞ

れ1，034万台，1，097万台でやっと微増に転じ

たが，1998年の自動車生産台数は前年比

8．4％減の1，005万台と，3年ぶりに減少した。

こうした状況の下で部品の生産も減少して

いった。通産省の機械統計月報によると，98

年度上期の自動車部品の生産高は前年同期比

で8．6％の減少となった。

　完成車メーカーは海外市場を開拓するため，

海外生産を拡大しつづけている。そして，貿

易摩擦，為替リスク及び調達コストを削減す

るために，日本から輸入した部品を現地調達

に切り替える傾向が一層顕著になっている。

したがって，部品メーカーも海外に生産工場

等を設けなければならない。海外進出のため

の資金は大手企業であればともかく，中小

メーカーにとっては大きな負担になっている。

現在，一次メーカーでも約3割ぐらいしか海

外生産を行ってないので，二次以下はその割

合がもっと低いと考えられる。国内生産の減

少，輸出の減少に加えて経営資源の制限のた

め，海外生産ができない小規模部品企業はか

なり厳しい状況になっている。

　さらに，技術変化，コスト競争力を持つ海

外メーカーの潜在的脅威も，小規模部品企業

の経営に大きな影響を及ぼしている。環境技

世　民

術を巡る開発競争，グローバルな市場を獲得

する競争が益々白熱化されるという状況の下

で，部品について一層の技術力向上，原価削

減が要請されている。この中で，モジュール

化による部品点数の削減，軽量化といった手

法は特に注目されている。例えば，小規模部

品企業で多く手掛けている鋳物製品はモ

ジュール化等をきっかけに統合される可能性

がある。

　そのほかにダイカスト製品は鉄板や樹脂化

材料へ変更することや，ケーブルはケージ化

によって削減されることもある。景気動向や

車の売れ行き等といったマクロ的環境の予測

は企業にとってできないことがあるかもしれ

ないが，こうした自社の製品に関わる技術変

化に対して常にアンテナを張る必要がある。

小規模企業の売上高減少は，国内における生

産台数の減少や海外生産の拡大と関係すると

ころもあるが，こうした完成車メーカー及び

納入先のデザイン見直しや新材料，新工法の

導入によって自社の従来製品がなくなること

もありうる。したがって，小規模企業，とり

わけ独立系企業は関連技術情報の収集，技術

戦略の作成を心がけるべきである。情報収集

について納入先を始めとする取引関係のニー

ズ情報を素早くかつ的確に捉えることは最も

重要である。こうしたニーズに対して，自社

の製造技術及び可能性について点検をし納入

先の要求を満たせる自社のコア・コンピタン

スの構築に向けて日頃から努めるべきである。
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小規模企業は納入先が特定されるため，開発，

営業業務を持たないところがあるが，高性能

・ 廉価な情報機器が手に入りやすい今日では，

自社の技術情報データ・ベースを整備するぐ

らいはできるはずである。現に自社の技術的

強みを分析し積極的に納入先に提案を進める

企業がある。納入先からの指示を待つだけで

自社の技術戦略を持たなければ，いずれその

技術的存在感は薄められるであろう。

　コスト競争力についても同じである。小規

模企業の製品まで系列外，海外から調達する

ところはまだ少ないと思われるが，それらの

企業による製品はパラメーターとして潜在的

な競合になっていることは間違いない。納入

先はユニット，モジュール単位で系列外や海

外企業に比較して原価構成を分析し小規模企

業製品のコストに関する位置づけを判断でき

る。したがって，それらの情報を収集しコス

トについても自ら積極的な対応をし原価改善

の余裕をある程度蓄えておくことについて知

恵を絞り出すべきである。

　自動車部品産業では，国内市場の成熟化，

グローバル化そして完成車メーカーの調達方

針等によって再編成が進行している。このよ

うな環境において中小企業はきちんと今後の

戦略を考えなければならない。アンゾフの成

長戦略説によれば，企業の成長は基本的に①

既存製品を用いて既存市場の浸透を図る，②

新製品によって既存市場での地位を強化する，

③既存製品で新市場を開発する，④新製品を

用いて新市場で多角化を図る，という4つの

方向性がある。さらに，これら4つの戦略で

は，調達，生産，流通，技術及びマーケティ

ングに関するイノベーションの実行は戦略の

効果を増幅させると言う。中小企業にとって

は最も堅実な戦略は既存市場で従来の技術の

強みを生かして市場浸透という戦略であるが，

新しい生産，技術手法等の工夫が不可欠であ

る。すなわち，「既存市場」である納入先の

「既存製品」である。従来の製品は，市場，競合

及び技術の変化によって変化する可能性があ

るので，従来通りのやり方は限界がある。し

たがって，納入先という市場を確保するため，

2番目の新製品開発は特に重要である。ここ

での新製品は「既存市場」である納入先を狙う

ものであり，上に述べた技術情報やコストに

関する競合の情報収集はまず行わなければな

らない。3，4番目は新市場に対するアプロー

チであるが，特に独立系の中小企業は納入先

の内製化等の場合に考えるべき戦略となる。

　中小の部品企業は専門化された技術，柔軟

な原価構造によって日本の自動車産業を支え

てきたといっても過言ではない。しかし，今

日のような厳しい経営環境においては，中小

企業の雇用調整といった縮小均衡的やり方だ

けで乗り越えられないこともあるので，完成

車メーカー及び納入先は技術開発支援を含む

中小部品企業への配慮も必要とされる。　中

小部品企業はそれらの援助をテコにし自ら技

術力，コスト競争力にさらに磨きを掛けて市

場回復に相侯って業績回復期待できると思う。

　今回の中部産政研調査研究は，グループの

小規模部品企業の実態を的確に把握し集約さ

れている。特にカーメーカーの購買政策，な

かでも価格対策について，近年の政策変化と

部品企業の対応方法について顕著な結果とし

て表われている。構造転換が必要とされるな

か，カーメーカーと中小を含めた部品メー

カーとの一体感を活力の源泉として，産業の

未来を切り開いていかれることを期待する。
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1．大幅な生産台数ダウンによる小

規模部品企業の売上・収益状況は

厳しいか？

　｝．‘　・’・　　く“　・　　　　、、，　　　無・こ、・，．tv。‘｝，

　小規模部品メーカーの売上高は車両の生産

台数が大幅に減少しているなか，91年比較増

減が大きくばらついている。（図表②一1）

　全体の売上高は，調査企業全体で91年比

82％と減少しており，売上高が減少した企業

が74％であったが，売上高が増加している企

業も26％あった。また，売上高減少比率はト

ヨタ自動車および大規模部品企業と比べて大

きい。（図表①）

　売上高が増加している要因は，取り扱いの

部品の性格（4輪駆動車の増加，アルミ・樹

脂化による軽量化，受注した車種の販売増加

等）によるものが多く，企業の競争力や経営

〈主要な企業の売上高等諸指標（91年比較）〉（図表①）

項　　　　目 91年 98年 91年＝100の指数

トヨタ売上高（百万円） 819401898 7．5251555 842

デンソー売上高（百万円） 1β451781 1，329，003 98．8

アイシン売上高（百万円） 553，465 5031776 91．0

トヨタ国内生産台数（台） 4，085，081 3，168，000 77．6

四輪車国内生産台数（台） 13，245，432 10，049，792 759

戦略成功の要因は一部であった。

・聯ヂ騨姥灘！碓鞍騨牌
・磁鰍こ鰍辮綿矯∴｝㌶：

　経常利益は91年と比べ88％の企業が悪化し

ている。（図表③一1．2）売上高の減少が最

も大きな要因であるが，納入価格の引き下げ

や設備稼働率の低下，固定費負担も起因して

いる。また，外注企業へ発注している企業も

一部に存在するが，5－20人程度の外注先へ

の原価低減要請は困難であるとの回答であっ

た。

　　　　　《経常利益率（企業数）》

　〈91年と98年の分布（企業数）〉（図表③一1）

調査企業売上高（百万円）　　　63，190　　　52，045　　824

〈利益率91年一98年（企業数）〉（図表③一2）

〈全体〉（図表②一1）

《売上高比較（91年＝100，企業数）》

　〈自動車関係〉（図表②一2）

0　　　　2　　　　4　　　　6　　　　8 0　　　　2　　　4　　　　6　　　8

　　　12096－

110％～120％

100％～110％

90％～100％

　80％～go96

　70％～80％

　60％～70％

　5096四60％

　　　～50％

　　　120瓢一

110％－120％

100％－110％

90％～100瓢

　80％～go％

　70％～80％

　60％－70％

　50災～60％

　　　～50％

くその他〉（図表②一3）

　　　0　　　　2　　　　4　　　　6　　　　8

　t20％何
110％酎桧0％

100％～110％

go％－100％

80％－90％

70瓢剛80％

60％～70％

50％－60篤

　～50％

※全体の売上高に占める自動車関係の割合は調査企業全体で82％とほとんどが自動車関係であった
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磯礁夢鰍鋼隣麟鱒郵
　工場の稼働率（生産量／生産能力）は，回

答企業平均で77％であった。（図表④一1）

売上高91年比較82％に対して生産能力の縮小

が進んでいないことが推察できる。自動車部

品産業において設備生産能力の縮小はほとん

どのケースにおいて難しくピークであった91

年の設備能力を現状をほぼ有しているといえ

る。

　〈工場の生産量／生産能力（企業数）〉（図表④一1）

o 2 4 6 8 で0　　　　12

100％以上

go覧～100覧

80％～90％ 、

70％～80％ ヒ ‘

60％～70％ 蟹　蹴 撚叢“ 塒ぐ＋。響v “昭　　　、

50％～60％

　50％未溝 軍、　oく

発滋嵩鋤灘少綜数糞の減少と単髄の引ぎドげ

が擬因　　　・　　　　　　・”　　h

　売上高減少の要因は数量減によるものが最

も大きな要因であるが，単価下げによる売上

減少の要因も大きい。（図表⑤，⑥）加えて，

海外現地調達，部品の共通化，納入先の内製

化による取り扱いの部品点数の影響も複合し

てあった。（図表⑥）

　　《売上高減少の要因と予想される原因》

〈売上高減少の要因（企業数）〉（図表⑤）

0　　　　2　　　　4　　　　6　　　　8　　　　10　　　12　　　14　　　16　　　18　　　20

㌧

ウェイト1

ウェイト2

ウェイト3

ウェイト4

■数■濃
閣点敬滅
日単価下げ

口その他

〈予想される原因（3つまで回答）〉（図表⑥）

0％　　　　20％　　　　40％　　　　60瓢　　　80％　　　100％

国内生崖台融滅＿一海外生産現地瞬遺一珊灘羅騨灘耕
部品の共通化一

箪種・章型削滅一田
生崖システム変更睡盤

　　　納λ先内製化薩盤囲

単価下げによる鮫棄躍羅1

受住単価下がった一一鱗襯細
自動寡以外の瀬一

その他翻

　収益悪化の要因は，売上高減少によるもの

がほとんどであるが，労務費の上昇も要因と

して挙げられた。材料費・購入部品費の影響

は僅かであった。（図表⑦）

　〈収益悪化の原因（3つまで回答）〉（図表⑦）

0％　　　　　　20ラ6　　　　　40％　　　　　60ラ6　　　　80％　　　　100％

鹸迎雌智Ψ謹ぎ・陥灘遣嚇職藁酬韓’調

翻
隠盈響5〆身塀n幣ド　　儒呪’　　1

　　　　売上高の減少

　　材料購入部晶価格　　　　が下がらない

受注単価に見合うコスト
　　　低減ができない
　　　塗護　　　　度低下のよる　　　　　コストの上昇

　　　　労務費の上昇

　　　　固定比率の上昇

　　　　　　　その他

罷’灘輔’・’　口i

洲、噺閉短訂　　ζ’ヨ

漁灘昏へ・ヴ　繍

2．納入先の購買政策はどう変化し

　たか？

畿按《勢触霧煮榊数礒翻瞬、、　ε．

　納入先の購買政策の変化について5段階評

価の結果，緩くなった（やや緩くなった）の

評価は，全回答企業・全項目について一切な

かった。（図表⑧）「厳しくなった」評価の順

序は，①価格，②新規部品の競争，③品質で

あった。これは生産を優先した91年の市場の

要求と現在の競争市場における要求が大きな

相違点であり，自動車部品産業の試練として

圧し掛かっている。
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〈納入先の購買政策の変化〉（図表⑧）

閲発・設計・試作条件

海外部晶・材料輸入

海外生産（現地調遣）

■罎くなった

■やや鍛くなった

口変らない

口やや巌しくなった

圏厳しくなった

　「納入先の指導の変化」・「売上高減少に関

する配慮」については，改善運動が強化され

たと回答された。しかし，納入先購買政策の

変化（図表⑧）との比較においては指導の変

化および配慮は少なく，各企業の評価も様々

であった。納入先の売上高減少への配慮は顕

著な結果とならなかった。（図表⑨一1．2）

・繊ζ鈴鱒導鰍梅　　、

納入先との取引関係においては，取引関係が

〈納入先の原価改善・事業運営指導の変化〉（図表⑨一1）

〈納入先の売上高減少に対する配慮〉（図表⑨一2）

納入先内製品の外注化

納入先の発注先集約化　．

改書運動等協力・楓導

継続できるとの回答は20％程度に留まり，残

りは取り扱い製品の減少を含めて不安を抱え

ている。（図表⑪）特に，価格政策重視の方

針に対して，これまでの品質・納期・生産シ

ステム等の納入先との信頼関係に対して戸惑

いが生じ，安くすることだけへの転換につい

て困惑している実態であった。

癖磯曝墾嚇鯉1：雪翁
　納入先へ期待することは発注量の継続安定

がほとんどを占めた。（図表⑪）

〈納入先との今後の関係〉（図表⑩）

〈納入先に期待すること（3つまで回答）〉（図表⑪）
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従業員数（91年比較）

〈調査回答35社の総従業員の増減〉（図表⑫）

o 500 1000 1500
㎜

2500 3000

9t年

98年

懸慧

灘
口正規従梁員

圏パート・アルバイト

ロ派遺従叢員

■その他

〈調査回答35社の総従業員の増減〉（図表⑬） （人）

項　目 正規従業員 パート・アルバイト 派遣従業員 その他 全　　体 項　目 調査回答35社売上高

91年 2，010 258 214 43 2，517 91年 63，190百万円

98年 1，787 208 163 26 2，228 98年 52，045百万円

増　減 一
223

一
50

一
51

一
17

一
289 増　減 一 ll，145百万円

増減率 一11．1％ 一 19．4％ 一 238％ 一 39．5％ 一 1L5％ 増減率 一 17．6％

3．雇用調整と人材について

　　　　　　　　　　　！　N　　　　tttと　ぎ　．

金体φ犠業総縁鱗年簸雛脳鱗φボ鰺上憲

1華％灘少き　　ご．1　、　・一・・

〈雇用の見通し〉 （図表⑭）

更に採用 1 3％

現状維持 22 63％

雇用調整 12 34％

合　計 35 100％

（図表⑮）

　全体の従業員は11％減少した。減少比率は

①その他（期間従業員等），②派遣従業員，

③パート・アルバイト，④正規従業員の順で

減少。（図表⑫⑬）パート・アルバイト，派

遣従業員の契約打ち切りや自然減（定年・自

己都合退職）によるものがほとんどであるが，

賞与や労働条件の切り下げによる自主退職の

実態も少なくない。

撫磯麟瞬麟麟鍵磯磯
灘雛纏な鍵綜ぐ竺町e』＼ミぞ蟻凱。、
　．、　“ミt・・　．・こト雪：ヂ＼　ガ＼二∴必避鼠芝　．k∴ぐべ

　余剰（やや余剰）が36％と引き続き雇用調

整が必要な実態であった。（図表⑭）「これま

で実施した雇用調整」と「今後検討する雇用

調整」の項目に明確な違いはなく，雇用調整

については現在進行途中であると考えられ，

今後一層の雇用調整が実行されると予想され

る。（図表⑯一1．2）

O％　　　　　　to％　　　　　　20％　　　　　　30％　　　　　　40％　　　　　50％

更に採用か必要’

ほぼ適切な状況鑛羅繊盤激癌鍵義憲簿藩釜犠諭

やや余剰気味

　現状を維持

やや余剰気味

履用調整を検討

　大幅に余剰
　現状を維持

　大幅に余剥
雇用國整を検討

　　その他

〈これまで実施した雇用調整（複数回答）〉（図表⑯一1）
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〈今後検討する雇用調整（複数回答）〉（図表⑯一2）

配置転換

の打ち切り

4．現状の経営課題と今後の経営政

策は？

羅黛働臓勤と難叢の鱗蜘歎糞が礁

繕纐闘騰

　現状の経営課題は，「原価低減活動と売上

高の確保・拡大」であり，その手段は「系列

・ 主要取引先との関係強化」であった。積極

的な販路拡大を期待したが，次の要因で非常

に困難であることがあらためて判明した。図

表⑰一1．2

①取引先との関係において，「開発」，「設

計」，「試作」等の分担は自動車部品において

は，ほとんどが納入先（もしくはトヨタメー

カー）の分担となっており，独自開発の機能が

ない。グループ全体の分担を考えた場合は適

く今後の政策として重視しているものは？（複数回答）〉（図表⑰一1）

切な分担であり，小規模部品企業もリスクを

冒してまで参入しないのが実態。

②①の課題がクリアされても，新規販路は

納入先と競合することになり受注に繋がるこ

とは難しい。むしろ，納入先が販路拡大の役

割を担い，その受注した製品の生産を期待す

ることが役割分担である。

③納入先の持っている同種の発注先は複数

存在するが，各企業の得意分野や，政策的な

分担によるものが多く，この複数企業との積

極的な競争は避ける構図にある。

④　自動車部品以外の販路拡大については，

生産システム（TPS，生産平準化，割高な物

流コスト等）上のリスクが大きく難しい。既

存の設備やノウハウを利用し，当面の余剰設

備・人件費の対策として実施し成り立ってい

る企業もあったが，企業の売上・収益に貢献

する柱にはなり得ていない。

　したがって，現有能力でいかに納入先の原

価低減等の要請に応え，受注を確保・拡大し

ていくことが最大の経営課題となっている。

　（調査報告の全体は産政研ホームページ

http：／／www．　sanseiken．　comをご参照される

か，または，中部産政研までお問い合わせく

ださい。）

〈今後の政策のための手段は？（複数回答）〉（図表⑰一2）

髄改識灘塁
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自動車販売の第一線から

　　　　　　　　　　　　mSXPt騨嚇囎燃耀．
匪B（メガウエブ）
　　　　　　　　　　　　Ut　幡wasassmu，sva

【ねらい】

　メガウェブは，トヨタの支持率が比較的低

いニュージェネレーション層（20代前半）を

メインターゲットとして，「見て，乗って，

感じる」をテーマに新しいクルマの魅力を体

感してもらう施設として誕生しました。

　この施設の特長は2つあり，1つは主体的

に情報収集する傾向のある若年層に対してク

ルマ及びトヨタに関する情報提供の場とした

こと，もう1つはアミューズメント性を高め

てクルマの楽しみ方のヒントを提供する場と

したことです。

【概要】

・ロケーション

　　東京臨海副都心のパレットタウン内。

　（メガウェブの他に大型ショッピングモー

　ル，ライブハウス，アミューズメントテー

マパーク等とともに一つの街を形成してい

ます）

＼

襲

・施設概要

　過去，現在，未来のそれぞれの時代の中

でクルマ，及びトヨタに魅力を感じてもら

えるよう3つのパビリオンと2つの試乗

コースで構成しています。

一 56一



1）パビリオン

①ヒストリーガレージ

　　数々の名車が登場した1950～70年代

　の雰囲気を再現した町並みの中で，そ

　　こにある名車に気軽に見て，触れて，

　乗っていただく事の出来るミュージア

　　ムです。

②トヨタシティショーケース

　　巨大なガラス張りの建物に，トヨタ

　全車種及びショーモデル等を140台を

　展示し，クルマの現在が実感出来ます。

　また，バーチャルドライブコーナーで

　は免許を持っていないお客様にもクル

　マを体感してもらえるように本格的な

　シミュレーターを使用し，普段行けな

　いシーンをリアリティあふれる走行感

　で楽しむことが出来ます。

③フユーチャーワールド

　　クルマの未来をテーマにしたパビリ

　オンで，その中のアトラクションであ

　るフユーチャーワールドエクスペリエ

　　ンスでは，ライドコースターで2××

　　×年のクルマ社会を走り抜け，未来の

　交通システムと夢を体感出来ます。

2）試乗コース

①E－Com（イーコム）ライド

　　　自動運転の電気自動車に誰でも乗る

　　ことが出来ます。また，このクルマの

　運転はns（自動交通システム）に
　　よって行われており，近未来の交通シ

　　ステムを体験することが出来ます。

　　　なお，それぞれのパビリオンにス

　　テーションがあるので施設問の移動手

　段としても利用出来ます。

画・

麟縫

欝
感

②ライドワン

　　市販されている全てのトヨタ車に試

　乗する事が出来ます。またこのライド

　ワンは単に運転するだけでなく，コー

　ス中にスロラームや石畳の道などを設

　定しており，走る楽しみも体感出来ます。

【来場状況】

　99年3月のオープン以来，3ケ月で来場者

数は167万人にのぼり，アトラクションも好

評で連日フル稼働の状態です。また，来場さ

れたお客様の年齢層は，当初の狙い通り20～

30代が全体の9割強を占めております。

【お問い合せ】

　詳しい情報はインターネットでご覧になる

ことが出来ます。

　　インターネットアドレス

　　　　http：／／www．megaweb．9r．jp

　　　　　　　　　　　（トヨタ自動車㈱）
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中部のモノ造り技術

鉄道車両製造の技を尋ねて

職人の技に支えられる

日本の先進技術の象徴一新幹線車両

　「申部のモノ造り技術」は，第34号から連載がスタートし，これまで主として自動車に関連

のあるモノ造り技術を取り上げてきました。今号からは対象業種を広げ，中部の伝統的，特徴

的な産業の中に脈々と息づく技術・技能を紹介します。

　まず，リニューアル第1回目として豊川稲荷で有名な愛知県豊川市にある日本車輌製造（株）

豊川製作所に粕谷清氏を訪ね，新幹線などの鉄道車両の車体造りについてお伺いしました。

r’……………e…騨マ…‘監箕酬飾…er………t’一’一’一’……t’……………l

i　　　　　　粕谷　清氏のプロフィール　　　　　　l
h　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i昭和14年　愛知県名古屋市生まれ　　　　　　　　　　　　　l
b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
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日本車輌製造（株）

愛知県名古屋市熱田区

清水　靖夫

明治29年

約118億円

約900億円

約2，500名

豊川，衣浦，鳴海（以上愛知県）

大利根（茨城県）

鉄道車両，橋梁鉄骨，建設機械他

所在地
開　　所

従業員数

主な製品

同社　豊川製作所

愛知県豊川市穂ノ原

昭和39年

約1，200名

（鉄道車両本部）

電車，客車，機関車，貨車
（輸送機器本部）

タンクローリー，コンテナ，タン

ク他
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親子2代の日車マン

　　　工場で電車や新幹線車両を見せていただく

　と楽しくなってきますが，粕谷さんが日本車輌に

　入られたのも，電車や汽車が好きだったからですか。

　いいえ，特にそれほど強い思いはありませ

んでした。実は私は親子2代の日車マンです。

父親は名古屋の仕上工場で働いていたそうで

すが，私が小さい頃に戦死し，母が父親の仕

事を私たち兄弟の誰かに継がせたかったので

しょうか，中学を卒業するときに日本車輌を

勧めてくれました。その時はまだ14才で将来

何をやろうという具体的な考えはなかったの

で，父のいた会社で頑張ろうと決めました。

　　　　そうだったのですか。粕谷さんご自身もお

　父上と同じ名古屋工場に入られたわけですが，ど

　のようなお仕事をされたのですか。

　私は溶接工場に配属され，貨車の溶接を担

当することになりました。といっても最初は

当時は徒弟工といっていましたが，見習いが

主で先輩職人の雑用係のようなものでした。

半年間ほどはなかなか溶接をさせてもらえず，

溶接部の周辺につくスパッター（黒い金属

粒）落としの合間に簡単な部分の溶接をする

という状況でした。先輩には優秀な人が大勢

いて，この人たちの道具をまねて，自分で作

りました。溶接技術では一気に追いつくこと

は無理でも，ハンマー，タガネ，ホルダーな

ど先輩の道具を見て，負けない物を作るよう

努力しました。

　一一一先輩の仕事ぶりを見てどのように感じてお

　られましたか。

　私が入社したときには，車両会社だけの溶

接競技会があって，そこで上位に入賞した先

輩が私の職場にも3人ほどいまして，その人

の仕事を見習うように教えられました。上手

な人は手際がよく，何よりも外観がきれいで

その人につくとスパッター落としの作業も楽

でした。

失敗を乗り越え日本一に

　　　そういう先輩方の仕事を見習われて昭和41

　年には溶接競技会で日本一になられましたが，そ

　の時の思い出をお伺いできますか。

　私が初めて県の競技会に出してもらったの

は昭和36年でした。その時は一番上手な人の

溶接を見て，自分の溶接とどこが違うかを

しっかり勉強して来いといって送り出されま

したが，幸運にも4位に入賞することが出来

ました。その年はちょうど全国大会が愛知県

で開催された関係で，全国大会にも出場で

き，6位に入賞しました。

　ところがその翌年，自信満々で臨んだ県大

会で失敗してしまい，落選しました。社内の

練習では1位間違いなしといわれ慢心してし

まったことが悪い結果につながってしまいま

した。いい時よりも，そうした悔しい思いの

方が鮮明に覚えています。

　そのあと数年ブランクがあって久しぶりに

出場した大会でやっと優勝することができま
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した。

　　　苦しい時期を乗り越えられて，日本一にな

　られたのですから感激もひとしおだったことで

　しょうね。競技会ではどんな所が審査されるので

　すか。

　外観審査や曲げ試験，X線透過試験などが

　　　　　　　　　　　　おもて
あります。特に外観審査では表ビード（2枚
　　　　　　　　　　うらなみ
の鋼板のつなぎ目）や裏波ビード（断面の，

素材との溶け込み具合）が審査されます。何

種類もの溶接棒を使いわけて何層にも重ねて

溶接しなければなりませんし，素材の厚さや

その時の室温，湿度などによっても電流の強

さを自分で調整しなければなりません。

　　　豊川製作所に移られてからは，今までの貨

　車に加えて電車も担当されるようになったそうで

　すが，造り方の難しさはどのように違うのですか。

　貨車は交流アーク溶接が主流で，材料も中

板で歪みが出にくかったのですが，電車の場

合，側板（窓側），妻板（前，後），屋根板が

1．6ミリから1．2ミリと薄く，歪みが出やすく

かなり難しくなりました。そこで，半自動溶

接に移っていきました。特にスウェーデン製

の溶接機の導入により，薄板の溶接が容易に

なり，新幹線初代車両の0系や100系の生産

を乗り切ることができました。

難じいアルミ．薫板溶接．

　　　最近は軽量化のため，アルミ素材が多く使

　われるようになっていますが，難しさは，さらに

　増したのでしょうか。

　鉄とアルミの大きな違いは溶融温度の違い

です。鉄の場合は失敗してもある程度補修が

きくのですが，アルミの場合は熱量がオー

バーすると組織がばらばらになって素材がも

ろくなってしまいます。そのため，1回で手

早く仕上げる必要があります。また，鉄は溶

接時の色で温度が判定できますが，アルミは

色が変わらないためそれができません。特に

梅雨時にはブローホール（気孔）が発生しや

すく，それを防止するには細心の注意が必要

です。ブローホールがあると，東京の営団地

下鉄のような無塗装の車両では溶接部を削っ

た後に穴があくことがあり，ごまかしがきき

ません。

　　　昭和54年には科学技術庁長官賞を受賞され

　ていますが，どのようなことが評価されたのです

　か。

　JR東北新幹線用の車両を製造するため，

2回にわたり試作車を造り，溶接ブロックの

組み方や側板の造り方を検討し量産体制にの

せることができました。

　当時新幹線車両としてはアルミ合金車両は

初めての試みで，まず骨組みを作り，その上

に板を張り，スポット溶接し，板継溶接をし

て仕上げていくわけですが，スポット溶接の

機械を研究所の人たちと一緒になって作りま

した。物が大きく，曲面が多いため，溶接面

に垂直にあたって溶接ができる装置が必要で

したが，苦労の末，そうした機能をつけた拘

束自動溶接装置を作り，量産化が可能になり
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ました。これにより大幅な製造時間の短縮，

コスト低減と品質向上が達成されました。そ

のことを評価していただいたものです。

　　　その後，溶接の自動化はどのように進んで

　いますか。

　当初は簡易の台車を利用した溶接装置で，

その後，門型の走行溶接装置に変わりました。

しかし，いずれもすべての動きを人間が監視

することが必要なため，溶接線ごとに常時作

業者がついていなければなりませんでしたが，

最近では，アルミ車両の場合，大型の形材を

使用していますので，直線部分の溶接には溶

接線の位置検索をセンサーで自動的に行い，

同時に3つの溶接線の溶接が無人で可能に

なっています。

目と耳で出来，不出来を判別

　　　その中でもどうしても機械に任せられない

　部分というのがあるのではないかと思いますが，

　どんなところでしょうか。

　溶接工程の自動化，機械化は技術的にはほ

とんど可能になっています。しかし，車両の

生産は受注生産で1ロットが10両とか20両程

度で，1週間から10日もすれば生産車種が変

更されるため，大きな設備投資は採算に合わ

ず自動化が進めにくいというのが現状です。

そのため，人の溶接技能がいまだにきわめて

重要な役割を担っています。

　したがって，視力と，アーク音を聞き分け

る研ぎ澄まされた聴力が必要になります。溶

接がうまくいっていなければ音で判断ができ

ますので，監督者には条件設定が間違ってい

ると作業者に指摘できる力が必要です。

　また，溶接以外の組立や仕上げ，歪み取り

などの工程はすべて手作業で行っています。

　　　　たとえば，新幹線の先頭車両の鼻先の部分

　はすべて手作業でつくられていますが、こうした

　熟練技能を必要とする作業はいつまでも残ってい

　くとお考えですか。

　たとえば，最新の700系（カモノハシ型）

の車両ではアルミの薄板126枚をはりあわせ

て作っています。これも新幹線1編成16両の

うち，わずか2両だけですので，機械化とい

うわけにはいきません。形状が複雑なため，

いろいろな角度での溶接が必要ですし，溶接

部のグラインダーによる研磨，ハンマーによ

る形状の修正など，すべて手作業にならざる

を得ません。

10年でやつと一人前

　　一般的にいって職人気質の熟練技能を持っ

た人たちの減少により，伝統的な技術・技能が次

代にうまく受け継がれていくかということが危惧

されていますが，日本車輌ではどのような状況で

すか。
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　熟練工が減少しているのは事実です。熟練

工の育成には経験を積ませることしかありま

せん。薄板が溶接によりどのように変形する

かはものによっても違ってきますので，新し

い車両を生産するときには私も一職人になっ

て一緒に見てやります。

　作業者が一人前だと思えるようになるには

およそ10年かかります。その後さらに上達す

るかどうかは，本人の努力，心構えと，持っ

て生まれた素質というのもあると思います。

特に，超薄板の溶接や歪み取りは高度な技術

と長年のカンが必要で，それらの人材が不足

しており，こうした人たちを育てることが私

の務めだと思っています。

　何か問題が発生するとその関係者と原因や

対策を協議しますが，そのときに私の経験を

もとに，私ならこうするがと意見を出し，皆

に納得してもらうまできちんと説明してやる

ようにしています。

　一平成8年には現場で活躍された方に対する

　最高の栄誉である黄綬褒章を受章されました。そ

　の時のご感想は。

　大変名誉なことだと思っています。しかし，

この受賞は私一人でいただいたのではなく，

入社以来お世話になった先輩諸氏や上司の

方々や協力をしてくれた部下の人たちのおか

げだと思っています。また，健康に恵まれた

こと，家族に恵まれたことも忘れてはならな

いと思います。

感動の新車マス覇ミ公藤

　　　車両造りをされて一番感動される瞬間はど

　んなときですか。

　苦労に苦労を重ねて作った車両がテレビや

新聞などで日車製と紹介された時などは大変

うれしいです。最近では新幹線700系のデ

ビューの時です。

　また，駅で自社製の車両を見るときも感動

します。無塗装の車両は溶接の仕方などをみ

ると自社で作ったものかどうかがすぐにわか

ります。自社で作った車両は駅で見てもかわ

いいですし，もちろん品質も自社製が一番だ

と思っています。

　　　最後に，後に続かれる若い人たちへのメッ

　セージを一言お願いします。

　「チャレンジNO．1」が会社のモットーで

す。日本の鉄道車両メーカーでトップになる

よう全力を尽くし，技術の向上に努めてほし

いと思っています。また，家族の支えがあって

こそ自分の仕事が続けられます。会社の発展

に努めるとともに家族を大事にしてください。

　　　今日はお忙しいところどうもありがとうご

　ざいました。
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「豊田喜一郎文書集成」

和田　一夫著（東京大学大学院経済学研究科教授）

名古屋大学出版会刊（平成ll年4月）8，000円（税別）

欝灘灘趨ン＿、

　かつての同僚で自動車産業の経営史に造詣

の深い和田一夫教授が『豊田喜一郎文書集

成』を編集された。経営史家らしい考証と資

料の取捨選択が行われ，冒頭の解説と各編の

解題によって，読者に対する配慮の行き届い

た書物となっている。とはいえ600ページを

超える大部の書物であるから，少しまとまっ

た時間がないと読み通すことは容易でない。

そこでまず簡潔に概要をまとめておく。

　「第一編　繊維関連文書」は豊田喜一郎に

関する自動車製造前史である。喜一郎は父佐

吉の薫陶を受けて紡織機の設計・製造に関わ

り，これが自動車製造事業への進出の原点と

なった。

　　「第二編　準備期間の取組み」では，自動

車事業の成否をかけて苦闘した時期の文書を

収録している。その中心となる文書が，『ト

ヨタ自動車躍進譜』であり，編者は，「自動

車部が豊田自動織機製作所から分離独立する

直前に，自動車事業の着手の経緯からその後

の歩みや奮闘ぶりや工場の現状を販売店に紹

介するために作成された文書」として位置づ

けている。

　　「第三編　設立趣意書関係」は，本格的な

自動車事業に乗り出すために，豊田自動織機

製作所内に設置されていた自動車製造部を独

立させ，新会社の設立に動きだした頃の文書

である。本編に収録した文書によって，起業

家であり技術者でもあった喜一郎が，事業の

採算性を重視する優れた経営者でもあったこ

とがわかる。

　「第四編　挙母工場の建設と完成」は，1938

年の竣工と同時に操業を開始した挙母工場に

関わる文書である。部品の内製・外注区分が

問題とされ，協力会が結成されるなど，総合

産業としての第一歩が踏み出され，早くも

「ジャスト・イン・タイム」という用語が登

場する。工場見学を販売促進の手段として位

置づける考え方は自動織機の時代から引き継

がれている。

　　「第五編　国産自動車の完成に向けた努

力」は，挙母工場の稼働開始によって次々に

出現する問題点を克服する過程である。当時

は，外国車に対抗できる品質の車の製作が至

難であったことがわかる。そのような難局に

あって，なおかつディーゼル自動車や電気自

動車を構想するという喜一郎の技術者魂の真

骨頂を見る思いがする。

　　「第六編　自動車の多量生産と関連産業」

では，戦時下の国策産業という制約の下で，

多量生産を進めるにつれて関連産業の重要性

が浮かび上がってくる。素材産業や工作機械

産業を重視すべき理由が事実に基づいて示さ

れる。また，分業組織が産業の発展段階に
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よって異なる意味をもつという指摘など，創

業者ならではの卓見と言えよう。この時期の

文書には，自由な競争という理想と，統制な

くしては成り立たない事業の現実の問で苦悩

する喜一郎の本音が見え隠れしている。

　　「第七編　戦後の再出発」によれば，敗戦

後，継続が危ぶまれた自動車産業は，幸いに

して再開を許可されたが，前途は混沌として

いた。不十分な設備の下で，とうてい「優良

品を安価に製造出来る」状態にはなかったに

もかかわらず，喜一郎は自由競争の厳しさを

ひしひしと感じつつ，「外国車に負けない小

型車」の製造に情熱を注ぎ続けた。しかし彼

は，1950年の争議後に会社を辞し，52年には

途半ばにして世を去る。

　付編として収録された追悼座談会の記録で

は，関係者が故人との関係を通して喜一郎の

人柄を描き出している。

　本書は，実業家，自動車産業関係者，伝記

愛好家，研究者などが，それぞれの立場から

異なった読み方をするものと思われる。すべ

ての読者を強く印象づけるのは，豊田喜一郎

が，夢とロマンを追い求める起業家その意味

で第一編は喜一郎に関する自動車製造前史で

ある。であり，品質にこだわり続ける技術者

であり，なおかつ採算性を忘れぬ冷徹な経営

者でもあるという，たぐいまれな資質を兼ね

備えた人物であったということに違いない。

　東アジアを中心とする開発経済学を研究し，

繊維産業と自動車産業について，いくつかの

事例研究を行った評者にとって特に興味深

かったのは次の4点である。

　まず第一に，今日「トヨタ生産システム」

と呼ばれる高度に洗練された生産システムの

原型の多くが，戦前にすでに見られたという

ことである。原価管理，外注管理，ジャスト

・イン・タイム，改善と改良などである。

　第二に，学習効果，資本と労働の代替，輸

入代替から輸出化へ，雁行形態的発展などt

開発経済学の理論の基礎概念に対応する事実

が，書物の中で生き生きと描き出されている

ことである。繊維産業で実現した紡織機械の

輸入代替から輸出化への成功が，自動車産業

推進の強い動機であったことは繰り返し述べ

られている。また，繊維機械→自動車→工作

機械へと高度化する輸入代替から輸出化への

継起的展開は，雁行形態理論の教える産業構

造の高度化に他ならない。

　第三に，わが国自動車産業が戦前期に直面

した問題の多くが，今日の途上国自動車産業

が抱える問題と驚くほど似ているということ

である。先進国の量産モデルに対し，途上国

が少量生産のために取り組む設計や製造上の

工夫，現場を軽視しがちな技術者に現場重視

の姿勢を植えつける努力，材料品質や部品精

度の確保など，日本自動車産業の歴史的経験

から学ぶべき点は多い。

　最後に，自由競争と統制経済のバランスの

問題である。優れた実業家は自由競争の長所

を経験的に理解している。しかし，産業の発

展段階によっては，ある程度の政策的保護が

必要となることは，今日「幼稚産業保護論」

として知られている。日本の自動車産業では

自動車製造事業法が国際競争力の乏しい産業

を保護してきた。

　景気の低迷が長引き，時代の閉塞感が深ま

りつつある今日，起業家，技術者，経営者の

1人三役をこなした先人の偉業に学ぶことは，

来し方いく末を考える力強い糧となるに違い

ない。

評者足立文彦（金城学院大学現代文化学部教授）
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中部産政研特別公開セミナー

（兼中部産政研平成10年度調査研究報告会）

「自動車産業における技術・技能の形成と伝承」

　中部産政研では「もの造りの技術・技能の形成と伝承一中部地区自動車産業における実

証的研究」のテーマで，平成10年度調査研究を進めてまいりました。

　ここでは，去る7月5日にこの報告会を兼ねて開催した特別公開セミナーでの講演要旨

をご紹介します。なお，報告書は後日発行の予定です。

1．もの造りの技能とその形成

一 自動車産業の職場で

饗
麟

鑛

醗誓

1．問題と方法

（1）問　　題

　今後，さらに必要な技能は何か。コン

ピューターが普及し，機械化が進むと生産職

場の技能はいらなくなるのではという誤解が

ある。果たしてそうだろうか。

　この問題をとりあげる最大の理由は，メガ

コンペティションにある。世界市場での競争

が，先進国間でも途上国からでもますます激

しくなってきた。いまや世界の最高賃金国の

ひとつになった日本にとって，生きぬく途は

技能にかけるほかない。これまでの研究によ

れば，おなじ機械，おなじハードな設備でも

　法政大学経営学部

教授小池和男氏

生産性は国や職場によって大きく異なる。と

きに数倍の差があり，先進国間でも5割をこ

える差がみられる。そのすべてではなくとも

その少なからずが，技能の差によると推量で

きる。

　第2の理由は労使関係の将来にある。こと

新しくいうまでもなく，労働側も生産によく

発言し協力的で安定した労使関係こそ，これ

までの日本の競争力をささえてきた重要な源

のひとつであった。もしそれが変質するなら，

はたしていまの競争力を維持向上できるであ

ろうか。この問題を考えるとき，思いのほか

に重要なのは，じつは技能の性質である。技

能の性質こそが労使関係を左右する。
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　にもかかわらず，技能の内実，その形成の

研究ははなはだ手薄であった。たとえばアメ

リカでは，いわゆる専門的な職業の技能や技

術を高いと想定しながら，生産職場の技能は

「暗唱的」で，いわれたとおり作業するだけ

のもの，と見がちであった。そして日本でも，

日本の高い生産性をしばしば単に勤勉や長時

間労働に，あるいは会社への傾倒という態度

に求め，その技能，技術の内容を立ち入って

探求しなかった。残念ながら技能の内実を分

析解明する，よい方法がまだあまり開発され

ていない。その解明の方法を開発し，さらに

一段と高める方策を追究することは，日本の

競争力したがって雇用のために，きわめて重

要といわねばならない。

②方　　法

　今回の調査では，ふたつの方法で迫った。

ひとつは聞きとりである。職場の技能の中で

欠けるといけない重要な要素は何かを推測し，

ひとつの職場にふたり，職長（トヨタにおけ

る組長クラス）と10年前後の経験者に話を聞

いた。

　このような方法では，尋ねる職場の数はど

うしても限られる。ほぼ28職場におよんだが，

もちろんほんの一部にすぎない。その数の少

なさをおぎなうため，アンケート調査もおこ

なった。その重要な特徴は，聞きとりにもと

つくことである。聞きとりした職場で見いだ

されたことがどれほど広く見いだされるか，

それを質問した。これは肝要な点である。

（a）問題の処理

　　それでは，いったい技能のどこが要点か。

　ひとつは問題の処理である。品質不具合や

　設備不具合などの問題処理は製品や機械が

　数年変わらなければコンピューターに覚え

　込ませることもできる。しかし，それでは

　たいていの場合競争に負けてしまう。

　　品質不具合の検出においては，たとえば

　同じ組立ラインの同じ職務でも，経験の浅

　い人と深い人では大きな違いが生じる。経

　験の浅い人であれば，タクトタイムについ

　ていくのが精一杯で，品質の不具合の検出

　などとてもできない。ところが，同じ職務

　でも経験のある人が担当すれば，ごくふつ

　うの作業は経験の浅い人と大差なくとも，

　品質の不具合も検出できるし，さらにはそ

　の不具合の原因も追究でき，時間さえあれ

　ばその原因をなおし不具合の再発を防げる。

　それができるためには，その前後の工程の

　職務の経験が肝要だ。どこが不具合かわか

　りやすくなる。経験の幅の意味のひとつで

　ある。他方，品質不具合を見逃せば，その

　あと多くの部品が組み付けられ，その検出

　が面倒になるだけでなく，その不具合を直

　すのに多くを分解しなければならない。効

　率は大きく異なり，生産性への貢献の膨大

　な差となる。これこそが真の技能の内実で

　はないだろうカ㌔

　　設備不具合の場合，どこがどのように悪

　いかがわかっているか，あるいはその原因

　を推理できるか否かによって，保全を呼ん

　だ場合でもその対応の早さが違ってくる。

　ラインと検査，保全との分業関係は非常に

重要で，もしその場で生産職場のオペレー

　ターが対処できれば，保全の人がくるまで

　の時間を節約できる。その分，保全はより

　面倒な問題への対応に専念できる。

（b）変化への対応

　　また変化が頻繁におこる。たとえば生産

量は需要に応じ変動する。その対応は作業

　の再配分，さらに各人が職場のどの作業も

　こなせることを要求する。そうした面倒な

　ノウハウを要する。

　　なかでももっとも面倒なのは生産方法の

変化への対応である。これは思いの外よく

やられていて頭が下がる思いがした。新製
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品開発の設計のときから製造のしやすさを

考えて生産職場から提言できるかどうかは，

生産の効率に大きく影響する。そして，こ

うした問題と変化への対応のノウハウを形

成するには，関連深い範囲内での経験のは

ば広さが重要である。

2．見いだされたこと

　組立を中心に一部溶接，塗装職場を事例に

して紹介しよう。

（1）案外に高い技能を必要とする職務が多い

（a）　高い技能とは

　　調査によって下記の4つの技能レベルが

　存在することがわかった。

　　レベル1：まじめな期間工，1つの職務

　　　　　　　ができる，品質不具合の検出

　　　　　　　の余裕なし

　　レベルll：若手本工，3～5の職務をこ

　　　　　　　なす，品質不具合の検出がで

　　　　　　　きる

　　レベル㎜：職場内のほとんどの職務をこ

　　　　　　　なす，品質不具合の原因推理，

　　　　　　　調整ができる

　　レベル】V：立ち上げ，海外支援ができる，

　　　　　　　設計への発言，解析ができる

　レベル皿とWをあわせて「知的熟練」とよぶ。

（b）　多いとは

　　性格の違う組立3職場を調査した結果，

　レベル皿とIVをあわせて約6割いた。これ

　は多すぎるのではないかという吟味は必要

　である。しかしこれは過剰投資とはいえな

　い。

　　その理由のひとつは，たまたま調査時に

　は期間工はいなかったが，レベル1，Hに

　相当する他職場からの応援者が2割おり，

　不具合の早期検出等を考えると最低2人に

　1人はベテランが必要であること，その他、

タッチアップ，段差修正などレベル1を配

置できない高い技能を要する工程があるこ

と，レベル皿，IVを同業他社から引き抜く

　ことは生産の繁閑が期を同じくするためむ

つかしく，内部の養成に頼らざるをえない

　こと。さらには，レベルIVに全員がなれる

　とは限らず選抜の過程を考慮しなければな

　らないこと，などを考え合わせると必ずし

　も過剰投資であるとはいえず，むしろ今の

効率性を保つためには必要な数字といえる。

　　それでは，レベルIVはどのぐらい必要か。

　それは海外生産の割合とモデルチェンジの

頻度に依存する。国内外の生産比率を1：

　1と仮定すると海外工場のインストラク

　ターとトライ要員は1割程度，必要ではな

　いか。

　　まとめると，入社後15年間ぐらいは技能

　は上がっていくタイプが大半で，それ以上

　向上していくかどうかは個人差があるが，

　長期雇用関係を維持しようとするとレベル

　皿とIVは重要で，これからもこの関係は崩

　れないだろう。したがって，レベルlnとIV

　はこれからの労使関係の基礎とみることが

　できる。

②　機械化，電子化が進むとますます技能は

　必要になる

　組み付け，加工作業をすべて機械がやって

いる職場では技能がいらないか。オペレー

ターは装置産業のオペレーターと同じで問題

が起こらなければ，何もする必要がない。不

具合はほとんど設備の不具合により生じる。

オペレーターは自動機，ロボットに対応する

ため以前の保全のような仕事をしている。こ

のような職場ではレベル皿以上でなければ無

理である。

（3）統合型の技能

　ロボットや設備の不具合の取り扱いに対す

るトヨタの方針は「止めて，呼んで，待つ」
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である。待っている間，なにもしないのでは

効率はずっと低下する。そのため，異常処置

資格者の認定制度があり，2，3日のコース

で取得できるが，実際には現場でいろいろな

事象に遭遇しその体験を通じて修得していく。

　保全とラインの分業についてはトヨタの現

場では2つのタイプがあり，塗装ではロボッ

トの条件設定をラインのオペレーターが実施

しており，溶i接ではそれを保全に任せている。

　これは，溶接や塗装の現場作業でのノウハ

ウの修得費とロボットの構造に関するノウハ

ウの修得費の関係にもよるが，保全をさらに

面倒な仕事に専門化していこうとするならば，

溶接においても塗装のように現場におけるロ

ボット調整は可能であろうし，その意欲は

満々であるという印象をもった。

（4）保全は高度な技能をもつ

　保全は予想通り高い技能をもち，養成過程

の若手を除けば，すべてレベル皿以上の技能

をもっている。

3．技能の形成，はば広い実務経験

　　の重要性

（1）はば広く深い実務経験とは

　問題と変化は製造現場において必ず起こる。

それは，事前に教え込まれた事項ばかりでは

なく，予期しないことが多い。それらに対処

するためには職場内，場合によっては隣の職

場の経験が生きることが多い。

　実際には，問題を職場で処理できる，はば

広い経験をもつグループと，そうでないグ

ループにわかれており，前者の割合をさらに

増加させることが望まれる。

（2）研修，Off－JT

　それでは，研修はいらないか。基礎的な

コースをOJTで教え込むことはむつかしく，

Off－JTが必要である。しかしそれを勉強しさ

えすれば職場の仕事ができるいう性格のもの

ではなく，あくまで補足的なものと位置づけ

たい。

（3）技能の評価

　技能はある程度，外から促さなければ伸び

ない。そのためには評価が必要になる。それ

で，技能検定やテストをやろうということに

なるが，検定ですべてを評価するのは無理で

あろう。たとえば，検定によって職場のロ

ボット取扱いに関するすべてのノウハウを形

成できるようになるかは疑問である。

4．所　　見

（1）今職場でやっていることは大筋では見事

　である。これをより高いレベルで多くの人

　たちに広げてほしい。

②　もう少し機械や設備に手を出せるように

　してはどうか。それにはやはりOJTがそ

　の中心となるが，Off－JTもますます必要に

　なる。新しい技術の要素に合わせた教育

　コースの設定も必要である。

（3）技能の促進のためには給与をきちんと

　払った方が得である。それは，仕事ごとに

　細かく払うのではなく，欧米の大卒ホワイ

　トカラーに対する給与のように仕事を大ま

　かに反映したPay－for－Job－Grade－Systems

　（資格給のこと）とすることである。職能

　給部分をできるだけ多くし，同じ資格でも

　範囲給（Range　Rate）の間では定期昇給が

　あるが，上限があり，あとは昇格しないと

　上がらない制度とする。技能は今ついてい

　る仕事だけでは量れず，レベル皿，】Vの増

　加を促進するためには大まかに評価するシ

　ステムが必要である。

（4）労働組合が組合員の技能をいかに維持し

　高めるかに関心を持ち，どういう研修コー

　スがよいか，どういう人が受けるのがよい

　かを要求していくべきである。

　　　　　　　　〔講師は中部産政研顧問〕
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皿．統合型技能の希少性と技術革新

二つのプレス職場における事例から

慧
一橋大学イノベーション

　　研究センター

教授　中馬　宏之氏

1．はじめに

　今回の調査では，総勢で50～60人の方に話

を聞くことができた。また事前準備もよく，

かなり効率的に調査をすすめることができた。

彼らは驚くほどインテリジェンスあふれる人

達であったし，彼らから多くのことを教えて

もらった。我々にとって，聞き取りの中で興

味深い実例を聞き出せることは，宝物に巡り

会うような感がある。そのような例に巡り会

えるときは，質問する側とされる側との間の

意思の疎通がうまくいっているときであるこ

とが多い。いずれにしても，かなり良い雰囲

気の中で調査を実施することができたことを

あらためてご報告しておきたい。

2．プレスライン職場について

　本日は訪問した多くの職場の中から，プレ

スの職場を取り上げたい。

　私自身は，職場の中で技能がどのように形

成されているか，それらは職場で使われてい

る技術とどのような関連を持っているかに興

味をもっている。使用されている技術が異な

れば，対応する技能の性格が異なってくるし，

それらを体化している現場作業者と保全担当

者，生産技術者，技術員との関係も異なって

くると思われる。例えば，技能にアナログ的

な要素が少ない職場では，対応する生産技術

部門がかなり強力であるといった傾向がある

ようである。一方，プレスやプラスチック成

形職場の場合，現場に蓄えられている技能に

アナログ的な側面が強いためだと思われるが，

ライン職場の他の職場からの自律性がかなり

高いようであった。

　これからお話するプレス職場としては，自

動車メーカーのプレス工場とその一次部品

メーカーのプレス工場を訪問した。プレス工

場においては，製造プロセスがかなり自動化

しているため，一見技能がどこに存在するの

か戸惑うほどであった。ところが，実際に現

場の方が担当されている仕事の内容を深くう

かがっていくと，色々な技能が存在すること

が分かってきた。

3．見出された高度な技能とその特性

　プレスライン職場の技能は，大きく言えば，

（1）長年の職場経験によって獲得されたすぐれ

た観察力，（2）材料である冷延鋼板，プレス機

械・装置，プレス金型に関する的確な知識，

（3）製品不具合の発生原因を迅速に絞り込んで

行くための論理的解析・推理能力，（4）確定し

た不具合発生要因を迅速に除去し正常な製造

プロセスに復帰させる能力，といった四つの

要素が最適にミックスされた形で構成されて

いる。これら四つのスキルが最適にミックス

されていないと，プレスラインで製品不具合

に対する十分な対応ができない。特に，（3）の

場合，自らの観察力や知識を駆使しながら不

具合原因に関する仮説を立て，それを検定し

ていく能力が要求される。この種の技能の希
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少性は，技術進歩の中で，ますます高まって

いるようであった。さらに，以上のような問

題を処理する能力に加えて，金型やプレス機

械・装置，鋼板が新しいものに変更されると

きに，保全担当者，技術員，生産技術者等々

と共同して，今まで自分たちが蓄積してきた

技能の潜在価値をできるだけ落とさないよう

な環境を整えていける能力も重要である。

4．高度な技能の具体例

　訪問した二つのプレスライン職場では，プ

レスによる成形性を加減する際に，おもにシ

ム（極薄の鋼板）を使った金型にかかる圧力

調整（“シム調整”と呼ばれる）とノックア

ウトピンやクッションピンと呼ばれる上下の

金型にかかる圧力緩衝装置内の空気圧調整

（“クッション圧調整”と呼ばれる）とが行

われていた。そして，このようなシム調整と

クッション圧調整によって良品を継続的に生

みだしていく技能が，いずれの職場において

も，プレスライン作業者にとって最も高度な

技能の具体例であった。

　多くの人々は，このような二つの高度な技

能がなかなかできるようにならない。修得を

困難にしている理由の一つは，コイル鋼板材

料自体の特性に帰着している。金属材料学や

プラスチック材料学にはアナログ的な要素が

数多く含まれていると聞いているが，そのこ

とを反映してか，プレス現場においても，鋼

板の不均一性を原因とする不具合にいかに対

応するかに苦慮している様子であった。この

種の不具合には，技能者にアナログ的に体化

している経験則を使わないと的確に対処でき

ない。このようなことを，自動車メーカープ

レス職場の職長は，「コイルは生きている」

という言葉で表現していた。

　プレス職場で発生するトラブルの主因は，

鋼板材料だけではない。例えば，金型を使い

込んでいくと“あたり”（上下の金型の噛み

合わせ）が変わってきて，そのことが製品不

具合を発生させる。このような現象は，金型，

プレス機械のどちらに問題があっても同じよ

うに発生するという。例えば，金型の一部が

壊れて内部に入り込んだ場合でも発生するし，

プレス機械自体が傾いてしまっているときに

も発生する。このように原因が違っていても

同じような症状が出るケースでは，的確な原

因追求がなかなか難しいという。このような

種類の異常が発生した場合，直ちにいくつか

のトラブル原因を頭の中に思い浮かべ，それ

らを一つ一つ潰して行ける論理思考の有無が

作業者の技量を左右すると考えられる。

　また，先に触れたクッション圧はかなりな

頻度で微調整されていた。同じ会社の同じ能

力のプレス機械でも機械が違うと良品を生み

出すためのクッション圧が異なってくるほど

であるという。また，コイル鋼板に関しては，

最初の部分，真中の部分，最後の部分で板厚

が微妙に異なっており，特に板厚の公差が不

均一になりがちな最初と最後の部分を材料と

する時には，微調整が必要になることが多い

ということであった。

　私たちは通常，感応分析（sensitivityan

alysis）によって条件を少しずつ変えてみて

製品のでき具合に関する規則性をつかむ。と

ころが，プレス現場では，その種の規則性が

強い非線形性を持っているため，わずかな条

件変更が性質を大きく変えてしまうケースが

多い。また，学問のレベルでも，どんな非線

形性が発生しているかがわからない。そうい

うときに，長年の経験とカンに基づき先の仮

説検定能力を駆使して迅速に原因を探り当て

ていくことができる人が現場にいないと十分

に製品不具合の発生に対処できない。

　聞き取りの中で，材料としての鋼板を変更

したために，かなり長期間にわたってほとん

どの製品にワレやシワが出てしまったという

不具合の事例に遭遇した。このときには，今

までに使っていた鋼板の成形性に関するノウ

ハウは持っていたが，新しい材料に対しては

それが使えなかったという。しかしながら，

この場合でも，どのようにして製品不具合に
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対応すればよいかを知る際に，過去のノウハ

ウを適用・修正しながら明らかにしていき克

服したということであった。なお，こうした

不具合への対処プロセスは，金型や制御シス

テムが複雑になればなるほど難しくなるよう

である。そして，製品の不具合をうまく処理

していくには，より高度の幅広い経験・知識

に裏づけされた「統合的な技能」が必要にな

るのである。言いかえれば，この種の技能の

希少性は，金型や装置の複雑性が高くなれば

なるほど増大していく。

　以上の具体例から，現場で蓄積されている

能力は大きく次の三つに分類される。一つ目

は鋼板，プレス機，金型に関する知識やそれ

らを理解する能力である。このような知識は

教科書的なものによってだけから得られるも

のではなく，各職場に特有の深い知識が要求

される。二つ目は製品不具合の種類を的確に

分類する能力。これは，主にどれだけ多くの

トラブルに遭遇したかによって規定される。

最後に，その発生原因を迅速に探り当てるた

めの仮説検定能力である。中でも，最後の能

力に関しては，論理的な解析・推理能力が不

可欠である。そして，このような能力は，機

械の複雑化，金型の複雑化の進展に伴い，現

場の労働者に以前にも増してより多く求めら

れるようになっている。

5．高度な技能の持ち主の割合

　先に例示した高度な技能を体化した熟練工

の比率は，自動車メーカーで若干多いものの，

いずれの職場でもほぼ40～50％程度であった。

この「40％程度」という数値を高いとみなす

か低いとみなすかについては，判断の分かれ

る所である。この点に関し，一次部品メー

カーの二人の応対者（職長と10年選手）によ

ると，「高校新卒者がこの職場に10人配属さ

れてきたときに，定年までかかってクッショ

ン圧調整が自在にできるようになるのは1名

か2名（10　一一　20％）」との評価であった。そ

して，そのようなことのできる人達がより多

く現職場に残っていった結果，ある一時点を

とってみると上記のような数値になっている

というわけである。

　もしこのことが真だとすると，会社にとっ

ては，採用時点で予めできるだけその種の能

力に秀でた人達を選抜する努力を大いに行う

か，あるいは，今までのように採用時点での

特性にはあまり考慮を払わず採用後の仕事振

りを見ながら段階的にスクリーニングしてい

くかのどちらの戦略を取るべきか迷うところ

であろう。上記の40％という比率がさらに減

少して20％程度にまでなると，会社にとって

はコストベネフィットを考え合わせながら採

用戦略の変更を余儀なくされる事態が訪れる

かもしれない。しかしながら，上記の高度な

仕事が自在にできるようになるためにかなり

な年月と前後工程にまたがる幅広い職場経験

が必要であることは言うまでもない。そのた

め，「簡単な作業は期間工などの非熟練者に，

高度な作業（あるいは，それを修得するため

に効果的と思われる作業）は熟練者（あるい

はその予備軍）に」といったことを行ってし

まうと，教育訓練の過程は同時に選抜の過程

でもあるから，高度な技能を持つ人々を効率

的に育てられなかったり選別できなかったり

するという弊害を伴うことも十分に考えられ

る。

6．高度な技能の形成プロセス

　繰り返しになるが，高度な技能は，すぐれ

た観察力，鋼板，機械・装置，金型に関する

的確な知識，すぐれた論理的解析・推理能力

に基づいて不具合発生要因を発見する能力，

それらの要因を迅速に除去し正常な製造プロ

セスに復帰させる能力によって裏付けられて

いる。それでは，このような高度な技能は，

どのようにして形成されているのだろうか。

　すぐれた観察力を得るためには，まず豊富

な不具合への対処経験が必要である。しかも，

対処の際には，良き指導者としてのベテラン

から的確なアドバイスを受けることが不可欠
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である。

　調査した職場の経歴を確認すると，初任配

属がシャーやブランキング・ラインであった

り，金型交換を専門に行う段取り班であった

り，あるいは型保全であったりするケースも

少なくなかった。このように複線的な異動経

路をたどる形で育っていくと，単線的な育ち

方ではなかなか獲得することできない鋼板材

料や金型に関する深い知識を備えることがで

きるというメリットがある。この点を裏付け

るように，いずれの職場でも，本来のプレス

ライン作業とほとんど関係のない職場からプ

レスラインに異動してくるというケースは，

例外的なものであった。つまり，技能の幅の

拡大範囲は，先の最適なスキルミックス獲得

に効果的な範囲に限られており，自動車メー

カーのケースではシャー・ブランキング，段

取り班，型保全などの職場出身者の混成チー

ムとして職場が形成されていた。人事ロー

テーションも，先に述べた技能の4つの要素

をできるだけ包括的かつ深く学べるように工

夫されていた。そのような配慮がなされない

と，統合的な技能を効率的に形成することは

できないと思われる。

7．技術革新が技能に及ぼすインパクト

　最後に，技術進歩が，先の高度な技能の特

質に対してどのようなインパクトを及ぼして

いるかについて聞き取り調査で得られたこと

を紹介してみたい。

　好例は，金型の交換作業（段取り作業）に

関するものである。このような段取り作業を

スムースに行うためには，従来は，10－－20年

の間同じプレスラインで経験を積んで勘コツ

を覚える必要があったという。ところが，技

術進歩によって，段取り作業の勘コツに頼る

部分が大きく削減された。その結果，現在で

は，ライン作業者が段取り作業のために多く

の時間を費やすことが必要でなくなり，そう

して解放された時間を製品不具合への対応と

いうより本質的な作業に向けることができる

ようになっていた。これは，技術進歩が統合

的な技能の活躍の場をより拡大させている例

である。

　次に，自動車メーカーのプレス職場では，

新製品の導入に際して，従来6ヶ月間ほどの

トライアウト期間が設定されていた。ところ

が，最近では，3ヶ月くらいのトライアウト

期間が珍しくなくなっており，将来は現在の

ようなトライアウト期間そのものがなくなっ

ていくだろうということであった。このよう

なトライアウト期間の短縮傾向は，同じく一

次部品メーカーにおいても観察された。この

ことには，金型設計者の構造計算レベルの向

上，工作機械の加工精度の向上，シングルア

クション方式のプレス機械の普及などの技術

進歩が多いに影響しているという。このよう

な状況がさらに進展すると，先にふれた高度

な技能者の必要性自体は減少しないものの，

それらを体化した技能者の必要数が減少して

いくと思われる。

　また，新しいプレス機械・装置の場合，高

度のNC化やロボット化が急速に進展してい

る。さらに，鋼板材料のプレス成形性の増大

等により，プレス金型の複雑度も増大してい

る。ただし，このような点は，以前ほどはラ

イン作業者に混乱をもたらしていないという

ことであった。この点に関しては，おそらく

機械保全とライン作業者との業務分担が定め

られているためであると思われるが，自動車

メーカーに関するかぎり，むしろ機械保全マ

ンの戸惑いの方が大きいようであった。実際，

機械保全職長によると，リレー方式の制御シ

ステムに習熟していた中高年保全マンの多く

は，最近のソフト的にプログラム制御する方

式の機械・装置システムの異常処置にかなり

てこずっている様子であった。あるいは，彼

らが，後者の方式に通暁した若手やメーカー

担当者に全面的に依存する傾向もでてきてい

るようである。このような中高年保全担当マ

ンに起こっている技能の陳腐化現象は，ライ

ン作業者にも近い将来起こるはずの現象を先
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取りしているように思われる。というのは，

彼らこそ，先の最適なスキルミックスを駆使

して迅速に製品不具合に対処して行かなけれ

ばならないからである。

　最後に，新しい材料や金型，プレス機械に

関する深い知識を効果的に学んでいくために

は，今まで以上にOff－JTの果たす役割が大

きくなっていると感じた。ただし，Off－JTの

効果と論理的思考能力の高さとは不可分の関

係にあるため，潜在的に後者に秀でた人々の

希少価値が一層強まることが予想される。と

なると，どのようなレベルの技能者にどのよ

うな内容のOff－JTを提供するのがもっとも

効率的かという問題が出てくる。通常では，

この種のOff－JTは，ある種の技能レベルに

到達した技能者であればあるほど効果的であ

る。ところが，高度な技能レベルに達するこ

とのできたより少数の技能者だけにその種の

訓練が与えられることになると，技能者間に

存在する技能レベルの格差がさらに広がって

しまうことになる。また，相対的に見て職場

経験よりも論理的思考の重要性が高まるため，

比較的若年でも高度な技能を体化する技能者

がより多く出現する。その結果，より若くし

てより高度なレベルに達成する者が現れ，そ

うした人たちに対してどのような処遇をすべ

きかの問題がさらに発生する。この間題にど

のように対処するかは，高度な若手技能者に

とっても，その他の者にとっても労働意欲に

直接的に関わってくる重要な問題であるため，

細心の配慮が必要なはずである。しかし，聞

き取り調査から，この種の問題は，どうにか

して克服しなければならない問題であるとの

感じを強く持った。

皿．「もの造りの技術

・ 技能に関するアンケート」

調査報告
名古屋大学経済学部

助教授太田　聰一氏

調査概要

1．実施期間
2．調査対象

3．目

4．特

5．問題の焦点

　　平成10年11月～12月

　　全トヨタ労連加盟組合における88社に対し，3部門（製造，保全，労働組合）に実施

　　（ここでは製造，保全を中心に報告）

的　聞き取り調査により得られた内容を全体像として捉える

　　統計的解析により技能の規定要因を明確にする

徴　事前調査から導き出された質問項目により，実際の職場の実状を的確に把握

　　技能形成に関する自由記載欄の設定により職場での具体的問題の把握が可能

　　技能レベルの把握：「変化」や「異常」にどれだけ対処できるか？

　　技能を規定する要因：「経験の幅」やOfi［JTなどはどのように技能形成に影響するか？

　　技能の発露：設計，試作，新設備導入などに現場が関与→高い生産性の実現

　　技能の伝承のためには何が必要か？

（発表内容は次頁以降をご参照下さい）
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1．技能レベルの現状

職場運営に支障をきたす
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保全部門への依存傾向

■「増えた」とする回答

が6割近くを占める

■保全部門への依存傾向

　が増大している
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4

品質不具合への対処可能人員

■平均して職場の4人に

　1人は品質不具合への

対処ができる

闘ある程度高い比率，し

　かし今後もっと向上す

　べき
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品質不具合対処に必要な職場経験

■4～5年の職場経験が

必要とする者が多く平

均では7年程度の職場

経験が必要

■長期的・計画的な人材

育成を目指すべき
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試作段階に関与できる人

璽職場内に試作段階に関

与できる人は平均15％

程度

圃今後，さらに増やして

いく方向へ
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（保全）

保全職場で解決可能な設備トラブルの比率

■約7割の設備トラブル

　に対処可能

■現状ではある程度の対

応力をもっている
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（保全）

設備トラブル対処・メンテナンスの困難度

■約9割の保全職場で以

前と比べて難しくなっ

　ている

■今後，保全部門の対応

　力が問題となる可能性

　がある
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（保全）

sn，備メーカーに修理を依頼する傾向

ロ「増えている」が「減っ

　ている」をかなり上

回っている

■保全部門の役割の再検

討が必要

直接依頼することはない

　3％　　　　その他2％

瀬っている
　　　　増えている
　17％
　　　　　　32％

∬．高度な技能の発露

変わらない

　　46％

10

新設備導入における
　　　　　製造部門からの意見の反映

■半数以上の職場で製造

部門からの意見は反映

　されている

■新設備導入に際しては

比較的製造部門の意見

　が聞かれている
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（保全）

新設備導入における保全からの意見の反映

圏半数以上の職場で保全

　からの意見は反映され

　ている

■ほぼ製造部門と同じ結

果である
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試作段階における
　　　　　製造部門からの意見の反映

■半数近くの職場で製造

部門からの意見は反映

　されている

■新設備導入にくらべて

　やや反映度は低い
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設計段階における
　　　　　製造部門からの意見の反映

■試作段階に比べやや低

　く，約半数の職場で反

映されていない

■製造部門の意見の反映

　を心がける必要あり
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持ち場のローテーション

■約半数の職場で「でき

　るかぎり」，14％の職

場で「定期的」に行っ

　ている

■ローテーションに対す

　る強い意欲があらわれ

　ている

15

保全との人事交流

■保全との人事交流が

　「ある」職場は2割程

度

■人事交流が活発である

　とは言いがたい

どちらとも

いえない

　25％

16
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品質不良・設備トラブル時の
　　　　　　　　　技術員との相談頻度

●7割近くの職場で頻繁　　6。％

　　　　　　　　　　　　50　に技能員に相談してい
　　　　　　　　　　　　4o
　る　　　　　　　　　　　30

　　　　　　　　　　　　20
　　　　　　　　　　　　ie●製造部門と技術員との　　。

連携は概して良好
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設備トラブル時の技術員との相談頻度

■5割近くの職場で頻繁　　60％

　　　　　　　　　　　　釦　に相談している
　　　　　　　　　　　　40
　　　　　　　　　　　　30
■製造部門とくらべて相　　20

　　　　　　　　　　　　1o談頻度がやや少ない　　　o
全
く
楓
匿
し
な
U

あ
馨
り
緯
圏
し
¢
い

ど
ち
ら
と
も
9
オ
¢
い

よ
（
輯
麟
す
る

必

f
帽
晒
τ
6

18

社内技能資格の処遇への反映

製造

　　反映されて　反映されて
　　いない　　　　いる
　　　　　　　25％　　　31％

　　　どちらともいえない

　　　　　44％

■もっとも多い「どち

　らともいえない」

保全

　　　　　Eなされて
　　　　　犠

　麟れて
　　　“％　　どちらとも
　　　　　いえない
　　　　　　40瓢

■もっとも多い「反映

　されていない」

19

国家技能検定資格の処遇への反映

●もっとも多い「反映　　口もっとも多い「反映

　されていない」　　　　　されていない」

20

N．技能の伝承

技能伝承・教育訓練はうまくいっているか

■「うまくいっている」

　のは2割程度，「どち

　らともいえない」が多

　い

日技能の伝承にやや問題

　あり

21

うまくいっていない理由

■多い「ベテランに指導

　できる余力がない」

■若い人の意欲や能力の

低下も危惧
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（保全）

技能伝承・教育訓練はうまくいっているか

■「うまくいっている」

　よりも「うまくいって

　いない」が多い

■製造部門にくらべて技

能の伝承に問題がより

大きい

　　　　うまくいっ
うまくいってている
し、なし、　　　　　　17％

　　25％

　どちらともいえない

　　　　e8％

23

（保全）

うまくいっていない理由

●多い「ベテランに指導

　できる余力がない」

■技術進歩の早さにベテ

　ランの技能がついてい

かないことも問題
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V．まとめ
　　　　　　　　統計解析結果（製造①）

何が技能形成を決定するか？

ローテーションの頻度 麟

保全の人事交流

　　　　　　畢

現場での設備トラブル対応　　顯

25

　　　　　　　　統計解析結果（製造②）

何が技能形成を決定するか？

ローテーションの頻度

保全の人事交流

畢
品質不具合対応人数

麟

嶺
26

　　　　　　　　統計解析結果（製造③）

何が技能形成を決定するか？

ローテーションの頻度

技術員との相談頻度

畢
トライ関与可能人数

灘

嶺
27

　　　　　　　　　統計解析結果（製造④）

どうすれば技能伝承がうまくいくか？

ローテーションの頻度　　　離

保全の人事交流　　　　　　　識

技術員との相談頻度　　　　譲

期間工比率　　　　聾
社内・国家技能資格の処遇への反映度麟

　　　技能伝承の蕊度　a

28

　　　　　　　　　統計解析結果（製造⑤）

何が技能形成・伝承を決定するか？

総じて

願ローテーションを積極的に実施するか

　どうかが技能形成上きわめて重要

29

職場の技能向上のためには何が必要か：

　　　　　　職長の意見

■計画的なローテーションを実施する

■社内外の教育を積極的に受けさせる

■人員の余裕が必要である

■職場のメンバーのやる気を引き出す

■技能や資格を処遇に反映させる

30

Q　高橋友寛　全

　トヨタ労連局長

　ローテーション

が必要であるとか，

現場で必要な知識

が高度化し多様化しているなどの話をお伺い

した。私は，従来，技能は個々人のものと認

識していたが，製造・保全・技術が一体と

なって組織としての技能を形成，伝承してい

くことが必要であると理解した。技能の個人

と組織の関わりについてもう少しお考えをお

聞きしたい。

A　小池和男　法政大学教授

技能の基本はあくまでも個人である。組織

はプラスアルファで一人一人の技能がしかる
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べき高さでないとうまくいかないだろう。つ

まり生産職場の個々人の技能が高くなければ

技術員は反応しないし，技能が高ければそれ

に触発されて技術員の技術も高まっていくだ

ろう。

　ローテーションは単に欠勤対策や生産量変

動に対する対策にはとどまらず，技能の形成

に重要な役割をもっており，そうすることに

よって問題推理にプラスになることが多々あ

る。たとえば，組立の前後工程を経験すると，

こういうミスをすると後工程が困るというこ

とがわかってくる。そうすると前工程に行っ

たときに気をつけて作業する。その逆のこと

も言える。そうでないとローテーションは大

きなインセンティブにならない。

A　中馬宏之　一橋大学教授

　技術特性や製品特性とそれぞれの職場にお

いて必要な技能との間には強い相関関係があ

る。

　各職場における技能の帰属価値は，そこで

使われている技術総体の中で決まってくる側

面があり，したがって技能者に体化している

技能が独立して価値を持っているということ

ではない。このような意味で，技能には，個

人のものとしてだけではなく，組織のものと

しての側面もある。

　技能特性と技術特性との相関関係について

は，今回の調査では十分に踏み込めていない

ので，機会があればそれらの関係についても

調査したい。

　また，技能が誰のものかについては，その

技能の形成に誰が投資したかにも依存してい

る。個人だけではなく企業も投資しているの

であれば，技能をどのように発揮するかを決

めるのは本人であるが，技能に対する残余請

求権は，労働者だけのものではないと思う。

Q　山脇正雄　（株）デンソートピックス社長

　（前デンソー技術研修センター所長）

　小池先生から，技能者の賃金は欧米のホワ

イトカラー並みの制度にしなければならない

という提案があった。また，製品不具合の原

因を絞り込んでいくためには論理的解析力，

推理能力が必要で，それは日本において特徴

的である，との話も聞いた。しかし，アメリ

カの現場にはそうした能力がないため職種別

の時間給が採用されていると理解している。

　私は，高度な技術が入ってきたことによっ

て，技術者，技術員，技能員を言葉で区別す

ること自体，大変難しくなってきており，高

度な技術，技能をもった技能員を「21世紀型

現場技術者」と呼ぶのがよいと思っている。

先生方のご意見をお伺いしたい。

A　小池和男　法政大学教授

　良質な生産職場の形成は，基本的には日本

が先駆けているが，諸外国も急速に追いつき

つつある。問題を解析して推理していく力は

大事で，こまごました問題を処理，解析して

いくことによってその力が獲得されていく。

　給料は，日本では意図せずに大卒ホワイト

カラーに似たような払い方をしている。今の

制度をもう少し整理しさえすればすっきりす

るだろうと考えている。目のつけどころは欧

米の生産現場で日本のような査定の考え方が

どれだけ普及するかにあり，その傾向は現れ

てきている。その場合定期昇給の概念がでて

きて，長期に給料が上がり，その背景には長

期にわたって技能を上げないと困るという傾

向になる。概して，労働組合の強い国におい

て査定の導入が増える傾向にある。

A　中馬宏之　一橋大学教授

　今後は高度な技能を持つ人と持たない人と

の二極分解が発生すると思われる。ただし，

このような現象が企業経営上望ましいことで

あるかどうかは吟味する必要がある。

　技術者，技能者の区別はたしかに難しく

なってきている。，また，技術にも，技能的
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要素の強いものからそうでないものまでいろ

いろなスペクトラムが存在する。それらは，

各々の技術が対象としている製品や材料の特

性に依存する部分が多いようである。

　事例として紹介したプレス職場の場合でも，

鋼板材料の不均一性が悪さをして良品を生み

出すための法則の再現性すらつかめないこと

が起きる。そのようなときには，技能の活躍

する場がより広くなるのだと思う。

　技術者が対象とする事象は，たとえそこで

使用される技術がかなりアナログ的なもので

あったとしても，再現性は確保できることが

多い。ところが，技能は，そのような再現性

すら確保できない状況の時にも，経験則を適

用する形で対処する。このような意味では，

技術と技能とは異なっているようである。た

だし，おっしゃるように技術，技能の区別が

つかない分野も多い。

Q　村井　清　トヨタ工業技術学園主査

　私は企業内高校の教育に携わっているが，

現在，3年間6千時間のうち4割を技能修得

の時間にあてるよう変更を検討している。技

能の向上，形成には必要以上の時間と労力が

かかる。より短く，早く，効率的な方法があ

れば教えてほしい。

A　小池和男　法政大学教授

　残念ながら，うまい方法は思いつかない。

　現場を調査してみて，生産職場の方が大卒

事務職場よりも技能レベルに応じて配置を分

けているというのが率直な印象である。早く

育っていく人と，ゆっくり育つ人を分けて対

応しているのではないだろうか。ローテー

ションもどんどんする人とゆっくりする人が

歴然と分かれていて，一般的に何年毎にとい

う規定のしかたは難しい。

A　中馬宏之　一橋大学教授

例えば，訪問した溶接の現場ではレベル皿，

Wの技能者は結構な数いた。ただし，それら

の技能者すべてが第三者に理路整然と自分の

身につけている技能を伝授できるかというと

そうでもないようであった。板金の手直し技

能にしても，技能レベルとしては同水準であ

りながら，コツを論理的に把握しているため

に他人に理路整然と教えられる人と，アバウ

トにしか把握していないために他人になかな

かうまく教えられない人とがいるということ

であった。技能を効率的に教えるためには，

前者の方々をよりクローズアップすることが

一つの方法であると思う。

全体を総括して

小池和男　法政大学教授

　今日の話の中核は決してもの造りだけには

限られない。経理，営業，マーケティングな

ど大卒ホワイトカラーの活躍している場にお

いても，簡単に標準化できないさまざまな問

題を抱えている職場は多く，こうした部門に

おいても今日の話はむしろ，より多く適用で

きるはずである。

　技術，技能を高めるためにはそれを評価し，

それに報酬を払う必要がある。西欧では，免

状に基づく評価から実務経験の評価に移りつ

つある。その点では日本はずっと先輩である。

しかし，実務経験の評価はそれが高度であれ

ばあるほど容易ではない。我々は免状をとっ

たばかりの医・者や弁護士に身を任せたりはし

ない。彼らは経験により覚えていく。しかし，

その後の資格はない。実務経験を加味した社

内資格を職場の実態に合わせて作っていくこ

とが必要で，これには，はじめから全体の完

壁な制度を狙うのではなく；今日，提示した

4つの技能レベルをひとまず使って，あと改

善していく，というやり方で進めていくこと

が望ましい。

　　〈文責（講演要旨の項，全て）：事務局〉

一 79一



llilglESIE

中国からの留学生

　　ジョウ・チョウ

　　　常兆氏を訪ねて

中部電力株式会社

川　上　茂　浩

　“外の世界は，素敵よ”非常に興味をそそ

る言葉である。それが，北京の大学を卒業し

た後，中国の日系企業で日本人を相手に3年

間働いていたにもかかわらず，日本に留学生

として訪れている「常」さん（若く綺麗な独

身女性）の言葉であれば尚更である。

　私にとって初めての「外の世界」と言えば，

現在の会社に就職するために，九州の高校を

卒業し，初めて親元を離れ，名古屋の地を踏

んだ昭和61年3月末のことになる。

　その時は，初めて親元を離れて暮らす不安

と，私にとっての初めての「外の世界」への

期待で胸を膨らませていたことを，今になっ

ては懐かしく思い出す。

　今回，常さんのお話を聞ける企画が現実に

なった時点で，私の頭の中をよぎったのは，

某テレビ局の某番組（こ・口・が・☆・だ・

▽・日・○・人）。

　その番組は，私が好きな番組の中の一つで，

可能な場合（残業・飲み会なし）は，妻との

チャンネル争いに負けない限り，チャンネル

を合わせる番組である。

　番組中では，いつも自熱した議論（？）が

交わされ，日本人，外国人を問わず各国の思

想・体制・習慣等について，幅広く議論

（？）されている状況をみて，興昧（面白い）

深く見ていた。

　そんな中，中国からの留学生である常さん

のお話を聞けるとあって，楽しみな企画と

なった。

　実際に，常さんと対面し，話を聞いていて

もテレビ番組のようには，白熱（言い合い）

したという場面には当然ならないものの，常

氏の非常に前向きな人生の生き方（会社を辞

めてまで・あまり元気とはいえない両親を故

郷に置いてまで）に関心させられたと同時に，

自分自身の置き換えると，現在の生活（安

定？）の中で，いかに人生を楽しむかばかり

を考えている私には，「そんな冒険はできな

い」というのが本音である。

　しかし，国内と外国，勉強と仕事というこ

とを除けば（除きすぎ！），九州にいる年老

いた両親を残して名古屋に出てきた私も，多

少似た境遇では……。

　また，常さんについて，驚いたことがある。

綺麗な女性であることは，勿論であるが，日

本語が流暢なこと！，我々，ほとんどの今回

の産政塾参加者が日本語だけなのに対し（私
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がそう思っているだけかもしれない），日本

語を習って8年とは言っても，ひょっとした

ら私より，うまいのでは…　　と思う程

しっかりとした日本語である。日本語だけで

なく「英語」もときたら，「天は二物を与え

ず」と言う言葉に疑問を抱かざるをえない。

（当然，それは本人の努力の賜物なのは理解

しているが・・）

　常さんの話題の中に，「日本人は誠実でう

そつき」という話があった。中身は，大学内

の英語クラスの講義での心理テストで，道で

財布を拾ったら警察に届けるという人でも，

レジでバイトをする際，不正領収書の発行を

要求してくる客のチップを貰ったりして，要

するに，「人に知られなければいいんだ」と

いう考えが圧倒的に多かった。という話であ

る。日本の社会の言葉で表せば，「本音と建

前」的な面であろう。

　そんな話を聞いた後の懇親会の場で，今回

の常さんの話を基にした産政研フォーラムへ

の原稿依頼があった。

　原稿依頼については，快く了解し，常さん

と直接話すことができた機会に，今回の話を

題材に産政研フォーラムの原稿を書くことを

本人に伝えると共に，冗談のつもりで，「恥

ずかしい原稿は書けないので，今日の原稿を

頂けないですか？」と，軽い気持ちで話した。

　その後，宴たけなわのうちに懇親会も終了

し，会場を後にする間際，「原稿をお渡しし

なければいけないですね！」と常さんに声を

かけられた。

　思いもよらない言葉だった。そのまま，原

稿を貰っておけば良いものを「冗談ですよ！」

と，つい，本音がでてしまった。その時，返

された言葉が「やはり，日本人は誠実でうそ

つき」であった。

　ちょっと「ショック」だった。こういうこ

とが，そう思われる原因の一つなのかな！と

反省した。

　他にもいろいろな貴重な話を聞いたが，常

さんの言葉を流用させてもらうならば，『日

本人は，豊かで貧しく，誠実でうそつきで，

お風呂はみんなでいっしょに入り，サラリー

マンにいたっては，仕事が終わっても家に帰

らない民族』だということになる。「その通

り」，100％とは言わないまでも，ほとんど

「当たり」だと思う。

　今回，常さんから見た日本，日本人につい

て「そうか！」と，うなずけるような数多くの

話を聞いたが，もう一つ常さんの素晴らしい

と思った言葉を紹介させてもらうと『今，日

本は不況で，中国のほうが，かえって活気があ

る時期に，あえて両親を残し，日本に留学した

ことを後悔しない。これは恋愛と同じで，プ

ラスの恋もマイナスの恋もきっと，自分を豊

かにしてくれると信じるから』（かっこいい…）

　私には，こんな気の利いた言葉は言えない

が，ただ一つ言わしてもらうならば，常さん

のように，世界に飛び出していけないまでも，

今までどおり，何事にも前向きに取り組み，
　　　　　　　　　　　
自分で納得のいく人生にしたいと思う。

　産政塾も残り少なくなってきているが，自

分自身の課題だと思っている「殻をやぶる」

ことを目標に，いろいろな人生観考えをもっ

た人たちと接することで，自分自身が良いと

思う部分だけをどん欲に吸収していきたい。

　最後に，この紙面をお借りして，貴重なお話

をしていただいた常さんに感謝すると共に冷

後のご活躍を陰ながらではあるが応援したい。
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フリースタイルプレーヤー

　　　つのかいまさひと

　　　角皆優人氏を訪ねて

アスモ株式会社

徳　増　達　生

　昨年の冬に行われた長野オリンピックはま

だ我々の記憶に新しい。中でも，モーグル種

目での里谷選手の金メダル獲得シーンは幾度

もテレビにて放映され観戦したことであろう。

ジャンプ・スケート陣はそれが当たり前のよ

うな期待がある中で，マイナー競技でもある

モーグル種目の金メダルには国民の関心もひ

ときわであったことと思う。

　今回は元SJA（全日本スキー連盟）ヘッド

コーチであり，自らもフリースタイルスキー

（モーグル・エアリアル・バレエ3種目の総

称）で世界的に活躍された角皆優人氏を訪ね，

はるばる長野県白馬村へ向かった。

　事前に本人の執筆された本を読み，角皆氏

のフリースタイル競技に対する熱き思い，目

標にひた向きにつき進む生き方，スポーツ選

手と同時にエッセイストでもあるというわけ

のわからない人間を想像しながら新緑の連な

る山々を横目に，その昔家族旅行の前日のよ

うな高まる期待を胸に車を走らせた。

　いよいよ角皆ファミリー（奥さま，将来の

オリンピック選手？，現役選手）との対面で

ある。想像とは幾分のずれがある。背はあま

り大きくはないが筋肉質に傷の跡，寒さ対

策？のひげはまるで山から降りて来たキタキ

ツネ。笑顔の中に吸い込まれそうな優しさを

感じる中年のおじさん。同伴者（奥さま）が

また美しい（元ミス日本代表）。この方のど

こに大偉業を達成（本人は思っていない）し

たパワーがあるのであろうか。

　大学時代にフリースタイルクラブを創立し

チャンピオンを目指すため中退。スキー場で

パトロール，圧雪車の運転をしながら“腕を

磨く”。世界的に通用する選手になり，大ケ

ガに見舞われながらも数回の全日本チャンピ

オンとなった。現役引退後はSJAコーチと

して，三浦豪太・里谷多英ら日本を代表する

選手を育成し，モーグル界における日本の名

を世界にとどろかすまでに至った。ここまで

の実績を持っていれば常識的にはSJA組織

の中で安定を求め，多少のことは目をつぶり

生きる人が大半ではなかろうか。しかし角皆

氏は“自分流”を貫いた。結果，組織内の政

治的戦いにまきこまれ敗北，しかも，角皆氏

を師と仰ぐ前途ある選手たちも同類として扱

われたがt彼は“自分流”を貫きその行動を
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曲げなかった。そして，今はスキー学校の運

営，エッセイ・テクニカル書を中心とした執

筆活動等スキー人生まっしぐらである。

　ここまでに至る角皆氏の苦労は先に述べた

通りであるが，今は人生の成功者と自他とも

に認めるであろう。同席されたスキー学校の

インストラクターの方々は練習をするため郷

里を離れ，仕事をやめ将来のオリンピック選

手（自分の限界）をめざし特訓している。当

然インストラクターのみの収入では生計が立

たず，他に別のアルバイトをもっている方が

大半だそうだ。（夕食の余りはしっかりパッ

クに詰め持ち帰った）

　このように自分に高いテンションを保ちつ

づけることのできる「“目標とは何だろう”

“

挑戦って何だろう”」と考えさせられる。

我々サラリーマンは毎月ほぼ決まった収入を

得ることが“当たりまえ”になっている。

日々仕事の忙しさの中から納得はできないが

「まあこの程度だ」という妥協，「来年に余

力を残そう」という保身術がいつの間にかし

みついてしまったような気がしてならない。

（こんな爆弾発言をして明日以降が恐い）

　彼らは自分がすべてであり，“結果”を出

してこそスポンサーにめぐまれ，上部団体に

認知され，活躍の場ができ，生活も成り立つ

のである。これがスポーツのプロならば，サ

ラリーマンにもプロはあるはずである。今の

環境から考えると自分自身がまず，その道で

の高い技量を持ちそれを発揮することであろ

う。たとえ，答えは多少食い違っていても

「とにかくそのことをやってみる」ことが最

も重要ではなかろうか。それが結果につなが

らなくても，自分なりに努力した過程は将来

の大きな糧になりうるであろう。

　又，現在塾生たちの置かれている立場は少

なからず後輩を持ち指導者的な立場にもある

という点である。同じスポーツ界で今年の阪

神タイガースは良い例だ。選手たちはプロの

集団にもかかわらず，ここ数年最下位争いを

し弱小チームと椰楡されていた。ところが，

監督が代わった今年は，一時は首位にも踊り

出たではないか。ここにもリーダーとしての

プロをかいま見ることができる。

とりとめもないことをずらずら記したが，産

政塾も回を重ねるごとに「こんな世界もある

のか」「自分がいかに世間知らずであるか」

と実感させて頂いていることに感謝している。

（おまけ）

　今回角皆氏と同席頂いたスキーインストラ

クターの近藤選手・小松選手・宮岡選手・上村

選手どうもありがとうございました。世界の

大舞台でその名をとどろかせていただくこと

を期待しています。そして，その時は自分の

子供に言ってあげたい。「この選手はお父さ

んに力を貸してくれた人だよ」と……。
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1999年

　5月19日

5月27日

6月15日

7月5日

7月12日

7月14日

7月15日

7月26日

7月28日

’99年5月1日～7月31日までの主な活動

椙山女学園大学

　　「日本的人事制度について」講演

日本労働研究機構招聰研究員ブルーノ・ベネツィアー二教授（イタ

　　　リアバリ大学）と労使関係について意見交換

第4回産政塾　中国留学生常兆氏を囲んで
　　　留学生の日本観について討論

公認会計士監査

　　　98／9～99／5まで中間収支状況

第23回理事会・評議員会

産政研公開セミナー

　　　平成10年度中部産政研研究成果発表

韓南大学鄭洪鎮教授
　　　自動車産業について意見交換

第5回産政塾　野外活動研究会岡本信也氏を囲んで
　　　超日常観察記とフィールドワークの実践

名古屋大学山田ゼミ
　　　トヨタ生産システムについて懇談（生産調査部部長林南八氏を囲んで）

オックスフォード大学　酒向真理教授

　　　持株会社における労働運動と労使関係について意見交換

　　　　　　　　（トヨタ自動車労働組合　村井書記長　ヒアリング対応）

東海学園大学下川浩一教授梅村常任顧問，植本理事長を交えて懇談
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「産政塾の活動報告」

　第10期産政塾は第3回と第4回の会合を開催しました。

第3回の会合（4月25日～26日）は長野県白馬村へ元全日本のヘッドコーチであるフリース

タイルスキーヤーの角皆優人氏を訪ね合宿研修を企画しました。角皆氏に加え，モーグルス

キーを志す皆さんと2日間にわたり様々な視点から討論と交流ができました。

　　　　　
白馬のペンションを拠点に

　　　　　フリースタイルスキーに関わる皆さんと交流

晴天の下，野外で活発な論議に

　第4回の産政塾（5月27日）は，今春中国から名古屋大学に留学された常兆（ジョウ・チョ

ウ）氏にお話しをいただき，交流をはかりました。中国天津での日系企業勤務経験から感じら

れた，「不思議な日本のサラリーマン」像をめぐり活発な論議となりました。

不思議な日本人のお話しに照れ笑いする塾生 塾生と懇談する講師の常兆氏

塾生の感想を80ページに掲載しておりますのでご参照ください。
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編集後記灘灘羅懸灘1灘灘醗懸灘難灘灘灘灘難灘灘難

　今回号では，「21世紀の労使関係」を特集テーマとして取り上げた。日本の成長を一貫して支え

てきた健全な労使関係が21世紀にむけてどのような発展を遂げていくべきか。そして引続き日本を

支える「公器」の一つとして，日本的労使関係，そしてそれを担う労働組合が引き続きその社会的

役割を果たしていくためにどうあればよいのか。そうした課題について，各界の著名な方々より，

それぞれの立場から貴重なご寄稿をいただいた。

　また，平成10年度の研究プロジェクト「もの造りの技術・技能の形成と伝承」について，その成

果を研究主査をお願いした小池和男，中馬宏之，太田聰一の各先生方よりご発表いただいた。この

分野で非常に高い評価を得られている先生方のご発表でもあり，これまでになく多くの参加を得て

発表会を開催することができた。講演録として今回号に紹介しているので，是非お目通しいただき

たい。

　また，今回より時事コラムに新連載をスタートする。女性の視点から，雇用機会均等など今日提

起されつつある様々な課題や問題をとりあげ，軽いタッチで読みやすくエッセイ風にまとめていた

だいた。

　さらに研究員レポートのコラムに，主任研究員による自主研究成果として，小規模部品企業の

「雇用動向と経営環境調査」を紹介した。2次以下の部品産業の実態を垣間見る研究として，何が

しかでもご参考になれば幸いである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（願興寺皓之）

　役員交代の季節だ。出向元の企業から昇任，新任の役員プロフィールが送られてきた。経歴，抱

負，座右の銘などが紹介されているが，私はいつも趣味の欄に注目している。ゴルフ，読書，音楽

鑑賞，スポーツ観戦のトップ4は相変わらずであるが，その比率は下がり，登山，素潜り，星座観

察，骨董品収集など個性的な趣味も散見されるようになった。

　遺伝子学者の村上和雄筑波大学教授によると，「人は，感動したり喜んだりして脳に刺激を与え

ることで，親から受け継いだ眠れる遺伝子を“ON”にすることができる」そうだ。日常の職務を

忘れて，何かに打ち込むことが明日の活力の源になる。前任者を踏襲するのでなく，自由な発想に

よる開かれた経営を期待したい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上中健人）

　最近，機種を変更した携帯電話に訳の解らない伝言（伝言メッセージ機能とやらであるそうだ）

が入っている。「はじめまして」，「連絡ください」のメッセージと電話番号が入っている新種のナ

ンパだそうである。女性を口説く（食事に誘う）には，策を練って（空想して）試みた（試みよう

とした）ものであるが，ハイテクを利用し，数打ちゃ当たるの戦術は信じ難いものである。

　また，仕事で電子メールを頻繁に活用しているなかで困ったことが時々発生する。表情が見えな

いことによりメールでは反応が解らないことと，顔を合わせた際に，「あのメールの件……」と言

われても直ぐにその内容が思い出せないことである。

　おじさん症候群の症状かと自問してみたが，やはり，男女関係も，人間関係もひいては労使関係

も顔を突き合わせたコミュニケーションなしでは成り立たないのだ。　　　　　　　（丹羽研次）
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粕極的に鷲献しTいこうと思いまり。

Of弍さま¢1主活協圏燗台七して．為なたと鮨なたの寂獲Φ、

そし丁地域の明日の嚢せにつなが⊃ことを信じて．

自懲肇補償　　生翁保睡　　住宅燦財保鑓

1999年6月よりインターネッ
ホームページが開設されました

愛知労済では組合員の皆さまにもっと広く、より多く
に事業内容を知っていただけるよう、インターネット
ページを開設しました。愛知労済が取り扱う共済商品
を「生命保障」　「自動車補償」「住宅・家財保障」の分野別に

紹介したコーナーや、入力画面に必要項目をいれていただく
と掛金が自動計算される「掛金シミュレーター」、皆さまの
家族に必要な保障額を算出する「あなたのライフプランニン
グ」（診断結果は後日郵送でお届けします｝などお忙しい方にもご利用いた

だけるような便利なメニューを取り揃えました。また、電子
メールでの資料請求も受付可能になりましたので、この機会
にご家族や職場の皆さまと共にアクセスしていただき、毎日
の暮らしにお役立てください。

AICHIROSAI　ON　WEB

Y

　　　　　　昌嘱：：匿

　愛知県労働者共済生活協同組合

〒456－8530名古屋市熱田区金山町1丁目12－7
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八イエース

八イエース・レジアス
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エスティマ・ルシーダ

グランビア

イプサム

ナデイア

ダイナ
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もトヨq到MIMii！“CiEil1
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